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「オリンパスCSRレポート2016」は、オリンパスグループのCSR経営における基本方針・マネジメント体制と各CSR側面に関す
る2015年度の活動実績をステークホルダーの皆さまに報告するものです。
本レポートは、CSRレポーティングの国際的標準である「GRIガイドライン（第4．0版）」の標準開示項目の情報を記載しており、

「コーポレートガバナンス」および「社会側面」「環境側面」の3つのパートで構成しています。

＜参考にしたガイドライン＞
●GRIサステナビリティ・レポーティング・ガイドライン（第4.0版）
　ただし、「包括」「中核」の準拠オプションの全要求事項は満たしていません。
●環境省「環境報告ガイドライン2012年版」
報告要素の選定にあたっては、「ISO26000」「国連グローバル・コンパクトの10原則」も参考にしています。

報告対象組織
オリンパスグループは、オリンパス（株）および子会社（120社）と関係会社（4社）で構成されています（2016年3月31日時点）。
本レポートにおける報告対象組織は、原則として以下の通りです（事象に応じて報告対象組織が変わる場合は個別に表記）。
●コーポレートガバナンス：オリンパスグループ
●社会側面：オリンパス（株）、オリンパスメディカルシステムズ（株）
●環境側面：オリンパス（株）、オリンパスメディカルシステムズ（株）および国内・海外主要生産系子会社

報告範囲に関連する重大な変更
オリンパス（株）は、2015年4月1日付で、当社の完全子会社であるオリンパスメディカルシステムズ（株）の医療事業（各
国における医療機器法規制対応および製造機能の一部を除く）を吸収合併するとともに、当社の完全子会社であるオリン
パスイメージング（株）を吸収合併しました。

報告対象期間
2015年4月1日～2016年3月31日
一部の情報については上記期間外の情報も含んでいます。

外部保証範囲：CO2排出量およびエネルギー使用量
「Scope1」「Scope2」および「Scope3：カテゴリ4（物流：上流）」

外部保証機関：ロイドレジスタークオリティアシュアランス（LRQA）

年１回（和文版・英文版）
●和文版：2016年8月31日
（前回発行：2015年8月28日 次回発行予定：2017年8月）
●英文版：2016年9月30日
（前回発行：2015年10月27日 次回発行予定：2017年9月）

オリンパスグループでは、ステークホルダーの皆さまに、当社グループへの理解
を深めていただくために、情報開示・発信の強化に努めています。主な情報開示・
コミュニケーションツールは以下の通りです。

●総合的な企業情報開示・発信メディア
・オリンパスグループWebサイト

http://www.olympus.co.jp/

●財務情報開示メディア
・決算関連資料
・中期経営計画
・適時開示情報
・有価証券報告書
・アニュアルレポート　など

http://www.olympus.co.jp/jp/ir/data/

●非財務情報開示メディア
・CSR活動Webサイト

http://www.olympus.co.jp/jp/csr/
・CSRレポート　など

http://www.olympus.co.jp/jp/csr/download/
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本レポートには、オリンパスグループ（オリンパス（株）および連結対象子会社120社、関連会社4社）の
過去と現在の事実だけでなく、発行日時点における計画や見通し、経営計画・経営方針に基づいた将
来予測が含まれています。この将来予測は、記述した時点で入手できた情報に基づいた仮定ないし判
断であり、諸与件の変化によって、将来の事業活動の結果や事象が予測とは異なったものとなる可能
性があります。読者の皆さまには、以上をご了解いただきますようお願い申しあげます。
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WEB 

WEB 
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環境パフォーマンス
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　オリンパスグループは、“生活者として社会と融合

し、価値観を共有しながら、事業を通して新しい価値

を提案し、人々の健康と幸せな生活を実現していく”

という意味の「Social IN」を経営理念としています。

また、経営ビジョンに“世界の人々の健康・安心と心

の豊かさの実現を通して社会に貢献する”を掲げて

います。

 医療・科学・映像の3事業においては、医療従事者、

研究者やエンジニア、またカメラを仕事や趣味として

使われる方など、高い専門性を持ったお客さまとの

対話を通じて、多様な要求、そして潜在ニーズまでを

正しく理解し、製品・サービスをスピーディーに提案・

提供することで社会に貢献していきます。

　2015年度は、高まる医療機器の需要に応えるた

め、東北にある3カ所の製造拠点に新棟を建設しまし

た。災害時にも事業を中断しないためのBCP対策は

もとより、環境や従業員の働きやすさにも配慮した

設計にしています。また、重要な経営資源であるとと

もにステークホルダーでもある従業員との対話を重

視し、経営層と部長層以下の社員との直接対話の機

会を数多く設けたほか、地域コミュニティーへの貢献

活動も積極的に行いました。私は、こうした対話を通

じた信頼関係が、経営理念の実現に向けた原動力に

なると確信しています。

　オリンパスはグローバル企業として、社会の持続可

能な発展（サステナビリティ）に向けた取り組みを継

続して行っています。社会的責任の国際標準規格

ISO26000に掲げられている環境やガバナンスなど

各種の取り組みについて真摯に取り組んでいるほか、

2004年より国連グローバル・コンパクトに参画し、人

権、労働、腐敗防止などの10原則に沿った取り組みを

継続的に進めています。また、2015年度は「コーポ

レートガバナンスに関する基本方針」を策定し、ガバ

ナンス体制のさらなる強化に取り組んでいます。

　さらに、医療事業が主体の企業として、製品・サー

ビスの価値創出および提供を適正に行うための戦略

立案・推進を担う部門を新たに設置するなど、真のグ

ローバル企業としてふさわしいコンプライアンスの

仕組み構築へ向けた取り組みを進めています。

　オリンパスは2019年に創業100周年を迎えます。

この節目を越えて持続的に発展するため、今年度は

5カ年の経営基本計画（16CSP）※をスタートさせま

した。

　オリンパスは全てのステークホルダーの期待に高

い次元で応えるとともに、よき企業市民として行動し、

社会とともに持続可能な成長を目指してまいります。

 

代表取締役社長執行役員

※ 詳細は下記Webサイトをご覧ください。

WEB 経営基本計画（16CSP）  http://www.olympus.co.jp/jp/ir/data/plan/

トップメッセージ

オリンパスの経営理念と
事業による社会への貢献

ステークホルダーとの
対話を重視

社会の持続可能な
発展に向けた取り組み

経営理念「Social IN」の下、
社会とともに持続可能な成長を目指します
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ルな供給責任を果たしていくための場所でもあります。
 

４5年以上にわたって内視鏡を製造してきた会津オリンパ
ス、内視鏡ビデオ画像プロセッサーや光源装置の製造とと
もに調達・修理を担う白河事業場、内視鏡処置具や外科手
術用エネルギーデバイスなどを製造する青森オリンパス。
当社では、これら３つの拠点の製造力を活用して医療用内
視鏡事業の成長を支えてきました。

この成長を持続可能なものにしていくために、2012年に
発表した前回の中期経営計画では、医療事業は年平均
10％の売上成長を目標としました。すると、当時の製造拠
点の規模のままではスペース的にも人的にも生産能力が
追いつかないことが判明しました。そこで、さらに10年、20
年先の供給体制を見据え打ち出したのが「消化器内視鏡事
業のさらなる基盤強化」、つまり３拠点への大規模な設備投
資計画です。

また、2011年に発生した東日本大震災もこの投資計画に

当社の医療事業は、消化器内視鏡を起点に、検査・治療機
器としての処置具、手術に用いられる外科内視鏡やエネル
ギーデバイスなどを通じて、がんなどの疾患の「早期診断」
と、体の負担が少ない「低侵襲治療」に貢献しています。

最近では、国内の胃がん検診において内視鏡検査が推
奨されており、欧米では内視鏡による大腸がんの検診数が
増加、アジアをはじめとした新興国でも検診ニーズが高ま
るなど、今後もさらなる需要拡大が見込まれています。ま
た、内視鏡の普及に伴い、シングルユース（使い切り）の処
置具の市場も年々成長を続けています。

これら情勢を踏まえ、当社は2016年4月から開始した
５カ年の経営基本計画で、医療事業に経営資源を重点投入
し、「早期診断」「低侵襲治療」を軸に事業領域を拡大してい
くことを表明しました。

昨年10月から今年の4月にかけて相次いで竣工した会
津・白河・青森の３拠点の新棟は、この経営基本計画を遂行
していく上で不可欠な事業基盤であると同時に、グローバ

影響を与えました。震災発生時、福島県にある白河事業場の
建物が一部破損し約１カ月操業を停止することとなりまし
た。医療機器メーカーには、品質の安定性とともに供給体
制・修理体制の安定性が重要です。しかしながら、医療用内
視鏡は、超精密な機械加工や微細な部品の組み立て技術に
加えて、光学技術、エレクトロニクス技術が融合した製品で
あり、製造技能の習熟に長い時間を要することから、すぐに
他地域に拠点を開設することもできません。

こうした状況を踏まえ、2012年12月、グローバルな製品
安定供給という社会的責任を果たしながら成長を続けてい
くために、3つの拠点にBCP（事業継続計画）対策を含めた
大規模な設備増強を実施する計画を発表しました。計画に
は、人材の採用・育成強化や環境負荷削減などの対応につ
いても織り込みました。

 

新たに新棟が竣工した3拠点には、それぞれが持つ機能
特性を伸ばし、医療用内視鏡のグローバルな市場を見据え

ながら、一層の成長を支える責務があります。
調達・製造・修理の３つの機能を一つの敷地内に集約した

白河事業場は、今後は拠点内だけでなく、当社の医療用内
視鏡事業全体の生産性・品質向上に大きな役割を果たして
いきます。また、会津オリンパスは、生産能力が約1.6倍まで
高まったことから、消化器内視鏡の世界的需要に応えるとい
う責務を果たしていきます。青森オリンパスにおいては、シ
ングルユース・デバイスのニーズが高い先進国市場での競
争力強化に向けた開発・生産技術の確立を図ります。さら
に、量産工場と位置づけているベトナムのマザー工場として
機能強化を図っていきます。

３拠点共通の取り組みとして、研究開発を担う技術開発
センター八王子との連携をさらに強化し、10年、20年先を
見据えて海外の調達・製造・修理拠点を含めたグローバル
な最適生産を検討します。

これらの施策を着実に遂行していくことで、持続可能な
医療用内視鏡事業を製品供給および修理サービスの面で
確実に支えてまいります。

ていしんしゅう

サステナブルな
医療用内視鏡事業を目指して
「医療用内視鏡の生産・供給体制の強化」と「CSR活動の実践」｠

2015年10月から2016年4月にかけて、

オリンパスは医療用内視鏡および関連機器の

開発・製造を担う白河、会津、青森の３つの拠点に、新棟を相次いで竣工しました。

世界的な需要拡大が見込まれる中、

オリンパスは、製造拠点の規模拡大やBCP対策を通じて

グローバルな製品供給責任を果たすとともに

働きやすい職場づくりや環境配慮を同時に推進していくことで

サステナブル（持続可能）な医療用内視鏡事業の実現を目指しています。

青森オリンパス
医療用処置具製品の
開発・製造

白河オリンパス
電光源装置、
画像処理装置の
開発・製造

オリンパス日の出工場
新技術、新分野の生産実証、
製品の立ち上げおよび製造

オリンパス技術開発センター
医療機器全般の研究・開発

会津オリンパス
内視鏡の開発・製造

医療第2製造本部長

大久保 明浩

グローバル市場を見据えながら3拠点が連携して
市場競争力を強化

世界需要が拡大する中、
グローバルな供給責任を果たしていくために

10年、20年先の市場変化を成長機会とすべく
大規模な設備投資計画を立案

各開発・製造拠点の代表的な製品
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ルな供給責任を果たしていくための場所でもあります。
 

４5年以上にわたって内視鏡を製造してきた会津オリンパ
ス、内視鏡ビデオ画像プロセッサーや光源装置の製造とと
もに調達・修理を担う白河事業場、内視鏡処置具や外科手
術用エネルギーデバイスなどを製造する青森オリンパス。
当社では、これら３つの拠点の製造力を活用して医療用内
視鏡事業の成長を支えてきました。

この成長を持続可能なものにしていくために、2012年に
発表した前回の中期経営計画では、医療事業は年平均
10％の売上成長を目標としました。すると、当時の製造拠
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業のさらなる基盤強化」、つまり３拠点への大規模な設備投
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器としての処置具、手術に用いられる外科内視鏡やエネル
ギーデバイスなどを通じて、がんなどの疾患の「早期診断」
と、体の負担が少ない「低侵襲治療」に貢献しています。

最近では、国内の胃がん検診において内視鏡検査が推
奨されており、欧米では内視鏡による大腸がんの検診数が
増加、アジアをはじめとした新興国でも検診ニーズが高ま
るなど、今後もさらなる需要拡大が見込まれています。ま
た、内視鏡の普及に伴い、シングルユース（使い切り）の処
置具の市場も年々成長を続けています。

これら情勢を踏まえ、当社は2016年4月から開始した
５カ年の経営基本計画で、医療事業に経営資源を重点投入
し、「早期診断」「低侵襲治療」を軸に事業領域を拡大してい
くことを表明しました。

昨年10月から今年の4月にかけて相次いで竣工した会
津・白河・青森の３拠点の新棟は、この経営基本計画を遂行
していく上で不可欠な事業基盤であると同時に、グローバ

影響を与えました。震災発生時、福島県にある白河事業場の
建物が一部破損し約１カ月操業を停止することとなりまし
た。医療機器メーカーには、品質の安定性とともに供給体
制・修理体制の安定性が重要です。しかしながら、医療用内
視鏡は、超精密な機械加工や微細な部品の組み立て技術に
加えて、光学技術、エレクトロニクス技術が融合した製品で
あり、製造技能の習熟に長い時間を要することから、すぐに
他地域に拠点を開設することもできません。

こうした状況を踏まえ、2012年12月、グローバルな製品
安定供給という社会的責任を果たしながら成長を続けてい
くために、3つの拠点にBCP（事業継続計画）対策を含めた
大規模な設備増強を実施する計画を発表しました。計画に
は、人材の採用・育成強化や環境負荷削減などの対応につ
いても織り込みました。

 

新たに新棟が竣工した3拠点には、それぞれが持つ機能
特性を伸ばし、医療用内視鏡のグローバルな市場を見据え

ながら、一層の成長を支える責務があります。
調達・製造・修理の３つの機能を一つの敷地内に集約した

白河事業場は、今後は拠点内だけでなく、当社の医療用内
視鏡事業全体の生産性・品質向上に大きな役割を果たして
いきます。また、会津オリンパスは、生産能力が約1.6倍まで
高まったことから、消化器内視鏡の世界的需要に応えるとい
う責務を果たしていきます。青森オリンパスにおいては、シ
ングルユース・デバイスのニーズが高い先進国市場での競
争力強化に向けた開発・生産技術の確立を図ります。さら
に、量産工場と位置づけているベトナムのマザー工場として
機能強化を図っていきます。

３拠点共通の取り組みとして、研究開発を担う技術開発
センター八王子との連携をさらに強化し、10年、20年先を
見据えて海外の調達・製造・修理拠点を含めたグローバル
な最適生産を検討します。

これらの施策を着実に遂行していくことで、持続可能な
医療用内視鏡事業を製品供給および修理サービスの面で
確実に支えてまいります。

ていしんしゅう

サステナブルな
医療用内視鏡事業を目指して
「医療用内視鏡の生産・供給体制の強化」と「CSR活動の実践」｠

2015年10月から2016年4月にかけて、

オリンパスは医療用内視鏡および関連機器の

開発・製造を担う白河、会津、青森の３つの拠点に、新棟を相次いで竣工しました。

世界的な需要拡大が見込まれる中、

オリンパスは、製造拠点の規模拡大やBCP対策を通じて

グローバルな製品供給責任を果たすとともに

働きやすい職場づくりや環境配慮を同時に推進していくことで

サステナブル（持続可能）な医療用内視鏡事業の実現を目指しています。

青森オリンパス
医療用処置具製品の
開発・製造

白河オリンパス
電光源装置、
画像処理装置の
開発・製造

オリンパス日の出工場
新技術、新分野の生産実証、
製品の立ち上げおよび製造

オリンパス技術開発センター
医療機器全般の研究・開発

会津オリンパス
内視鏡の開発・製造

医療第2製造本部長

大久保 明浩

グローバル市場を見据えながら3拠点が連携して
市場競争力を強化

世界需要が拡大する中、
グローバルな供給責任を果たしていくために

10年、20年先の市場変化を成長機会とすべく
大規模な設備投資計画を立案

各開発・製造拠点の代表的な製品
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2011年に発生した東日本大震災において、震度６強を記
録した福島県白河地区では電力供給が３日間停止しまし
た。白河事業場では、建物が一部破損したことやサプライ
ヤーさまの生産活動が休止したことなどの影響を受け、調
達活動の停滞とともに、生産・修理業務も休止を余儀なくさ
れました。一方で、医療の現場は24時間、365日稼働し続け
ており、医療機器の生産・修理活動の休止が長引けばその
影響は人命にもおよぶおそれがあります。とりわけ、消化器
内視鏡において高いシェアを持つオリンパスにとって、事業
の継続性は重大な社会的責務です。また製造を担う拠点に
おいては、極小・微細な部品の超精密加工を担う生産設備
が代替困難なことから、その精度維持が重要な課題です。
こうした認識を下に、今回の新棟建設プロジェクトでは、
医療事業のサステナビリティを供給面で支えるためのBCP
対策に努めました。東日本大震災の前に会津オリンパスに
導入してその性能が確認された免震構造を３拠点の新棟
全てに導入。白河事業場の調達部門では、免震構造の新棟
の中に常時一定の部品を備蓄し、災害時にも部品を欠品さ
せない対策を図りました。また、会津オリンパスおよび白河
事業場では福島県が進める「復興プラン」や周辺自治体の
「ハザードマップ」と連携した行動計画を策定するなど、地
域と連携したBCP対策も行っています。

生産力を高めていくためには、施設や生産設備を増強する
だけではなく、高い生産性を持つ人材の確保・育成が重要で
す。とりわけ、医療用内視鏡は、精密な機械加工技術や微細な
部品の組み立て技術など、機械技術とともに光学技術、画像・
電子システムなどエレクトロニクス技術との融合が必要なす
り合わせ型製品であることから、各分野の熟練した技術者を
いかに長期的な視点で雇用・育成していくかが問われます。
こうした事業特性を踏まえて、オリンパスの国内の製造拠
点では、長期雇用を前提とした人材採用を柱に、資格制度に
基づいて職能を向上させていく人事制度、教育プログラム
を運用しています。その一つが「技能道場」で、各拠点で必要
な技能について、高度技能者が新人や異動者に対してマン
ツーマンで指導。開発現場や生産ラインへの早期の適応を
支援しています。また、従業員のモチベーション、定着率向上
も重要な課題です。そこでオリンパスは、今回の新棟建設プ
ロジェクトに合わせて、従業員に対するアンケートやヒアリン
グを実施。緻密な作業の多い従業員がリラックスできるよう
なリフレッシュルームや、子育て中の従業員が搾乳などに使
えるプライベートルームの設置、生産現場の多数を占める
女性の声を生かした清潔で広々としたトイレや更衣室の増
設、健康的なメニューを提供する社内食堂のリニューアル
などを実施しました。

新棟建設プロジェクトでは、生産力の増強に伴い、使用す
る資源やエネルギー、廃棄物の増加が見込まれ、放置すれば
地域や地球環境の悪化につながることが想定されました。
こうした懸念を踏まえて、今回のプロジェクトでは、周辺地
域における環境アセスメントを実施したほか、各事業場に適
した最新の環境配慮設備を導入するなど、環境保全への対
応を実施しました。

● 太陽光パネル、冷水蓄熱塔を設置（白河、会津）
太陽光パネルを屋上に設置したほか、夜間電力で
冷水を蓄え、日中の冷房に活用する冷水蓄熱塔を
設置しています。（白河：1,100ｔ／会津：2,000ｔ-
会津は既存のものと合わせて合計4,000ｔ）

● 地中熱を利用（会津）
地中の熱を利用するクール・ヒートトレンチを採用す
ることで空調機などの省エネルギーに貢献します。

● 照明にLEDを採用（青森）
全ての照明にLEDを採用しています。

● フリークーリングを採用（青森）
中間期や冬季に冷却塔を用いて冷水を製造する
フリークーリングシステムを導入。冷凍機を使用
しないため、省エネルギーに貢献します。

サステナブルな
医療用内視鏡事業のための

３つの
視点。

サステナブルな医療用内視鏡事業を目指して
「医療用内視鏡の生産・供給体制の強化」と「CSR活動の実践」

持続可能な医療用内視鏡事業の実現に向けて
開発・製造を担う３拠点の新棟建設プロジェクト。
生産供給体制の強化を図るとともに
「BCP」「人材」「地球環境への配慮」の
３つの視点を踏まえた
CSR活動を実践しています。

「医療の現場を止めない」を基本思想に、
事業継続計画を推進

BC Pへの対応視点

1 高い生産性を持つ人材の確保・育成のため、
「働きやすい職場」を追求

人材確保・育成への対応視点

2 各事業場に適した
最新の環境配慮設備を導入

地球環境保全への対応視点

3

冷水蓄熱塔（白河）免震構造（会津）白河新棟外観 太陽光パネル（白河）リフレッシュルーム（青森）社内食堂（白河）
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2011年に発生した東日本大震災において、震度６強を記
録した福島県白河地区では電力供給が３日間停止しまし
た。白河事業場では、建物が一部破損したことやサプライ
ヤーさまの生産活動が休止したことなどの影響を受け、調
達活動の停滞とともに、生産・修理業務も休止を余儀なくさ
れました。一方で、医療の現場は24時間、365日稼働し続け
ており、医療機器の生産・修理活動の休止が長引けばその
影響は人命にもおよぶおそれがあります。とりわけ、消化器
内視鏡において高いシェアを持つオリンパスにとって、事業
の継続性は重大な社会的責務です。また製造を担う拠点に
おいては、極小・微細な部品の超精密加工を担う生産設備
が代替困難なことから、その精度維持が重要な課題です。
こうした認識を下に、今回の新棟建設プロジェクトでは、
医療事業のサステナビリティを供給面で支えるためのBCP
対策に努めました。東日本大震災の前に会津オリンパスに
導入してその性能が確認された免震構造を３拠点の新棟
全てに導入。白河事業場の調達部門では、免震構造の新棟
の中に常時一定の部品を備蓄し、災害時にも部品を欠品さ
せない対策を図りました。また、会津オリンパスおよび白河
事業場では福島県が進める「復興プラン」や周辺自治体の
「ハザードマップ」と連携した行動計画を策定するなど、地
域と連携したBCP対策も行っています。

生産力を高めていくためには、施設や生産設備を増強する
だけではなく、高い生産性を持つ人材の確保・育成が重要で
す。とりわけ、医療用内視鏡は、精密な機械加工技術や微細な
部品の組み立て技術など、機械技術とともに光学技術、画像・
電子システムなどエレクトロニクス技術との融合が必要なす
り合わせ型製品であることから、各分野の熟練した技術者を
いかに長期的な視点で雇用・育成していくかが問われます。
こうした事業特性を踏まえて、オリンパスの国内の製造拠
点では、長期雇用を前提とした人材採用を柱に、資格制度に
基づいて職能を向上させていく人事制度、教育プログラム
を運用しています。その一つが「技能道場」で、各拠点で必要
な技能について、高度技能者が新人や異動者に対してマン
ツーマンで指導。開発現場や生産ラインへの早期の適応を
支援しています。また、従業員のモチベーション、定着率向上
も重要な課題です。そこでオリンパスは、今回の新棟建設プ
ロジェクトに合わせて、従業員に対するアンケートやヒアリン
グを実施。緻密な作業の多い従業員がリラックスできるよう
なリフレッシュルームや、子育て中の従業員が搾乳などに使
えるプライベートルームの設置、生産現場の多数を占める
女性の声を生かした清潔で広々としたトイレや更衣室の増
設、健康的なメニューを提供する社内食堂のリニューアル
などを実施しました。

新棟建設プロジェクトでは、生産力の増強に伴い、使用す
る資源やエネルギー、廃棄物の増加が見込まれ、放置すれば
地域や地球環境の悪化につながることが想定されました。
こうした懸念を踏まえて、今回のプロジェクトでは、周辺地
域における環境アセスメントを実施したほか、各事業場に適
した最新の環境配慮設備を導入するなど、環境保全への対
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フリークーリングシステムを導入。冷凍機を使用
しないため、省エネルギーに貢献します。

サステナブルな
医療用内視鏡事業のための

３つの
視点。

サステナブルな医療用内視鏡事業を目指して
「医療用内視鏡の生産・供給体制の強化」と「CSR活動の実践」

持続可能な医療用内視鏡事業の実現に向けて
開発・製造を担う３拠点の新棟建設プロジェクト。
生産供給体制の強化を図るとともに
「BCP」「人材」「地球環境への配慮」の
３つの視点を踏まえた
CSR活動を実践しています。

「医療の現場を止めない」を基本思想に、
事業継続計画を推進

BC Pへの対応視点

1 高い生産性を持つ人材の確保・育成のため、
「働きやすい職場」を追求

人材確保・育成への対応視点

2 各事業場に適した
最新の環境配慮設備を導入

地球環境保全への対応視点

3

冷水蓄熱塔（白河）免震構造（会津）白河新棟外観 太陽光パネル（白河）リフレッシュルーム（青森）社内食堂（白河）
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生産エリア

社員食堂

私ども会津オリンパスは、世界ではじめて内視鏡の前身で
ある胃カメラを実用化し市場を開いてきたオリンパスにあっ
て、1970年の設立以来、医療用内視鏡生産の主幹をなす拠
点として成長してきました。「高度な精密加工技術」「匠の技

（卓越した人の技能）」「情報システム（高度情報技術）」の３つ
を重点強化領域と位置づけ、内視鏡の発展と進化を支えて
います。ドクターの目や手となり、自在に体の中で動かせる
ように、また患者さんの体の負担を低減した検査や治療が行
えるように、内視鏡にはたくさんの複雑な形状の部品や多種
多様な素材の部品が使用されています。そしてその加工や
製造には熟練した技術が必要です。私は、会津には、多彩な
伝統工芸に代表される“ものづくりの土壌”と“勤勉で粘り強
い会津人気質”が根づいていると思います。当社もまたその
系譜を受け継ぐ企業として、地域に根差しながら、人材育成

会津オリンパスは消化器内視鏡の製造を最も長
く支えてきた工場であり、女性リーダーが育ってい
ます。社団法人 日本能率協会主催の「Innovative 
Team’s Conference 2007」で優秀賞を受賞し
現在はチームリーダーとしてメンバーを育成して
いる者をはじめ、職場のリーダーになる女性が数
多くいます。また会津オリンパスの従業員の半数
以上は女性が占めており、女性の活躍なしに製造
工程はなり立ちません。そこで、女性従業員に長く
快適に働いてもらうため、新棟の建設にあたって
は、女性社員の意見を参考にしながら、トイレや更
衣室、リフレッシュルーム、社員食堂などを含め、誰
にとっても快適な職場環境づくりを行いました。と働きやすい職場環境づくりに最大限注力しています。教育

を通して、企業理念の浸透や医療に携わる責任感の醸成を
図るなど、教育を原動力にした技術資産は当社のコアコンピ
タンスです。また上司と部下、部門を越えた連携など、組織
力の高さも自慢です。製造現場で品質・コスト・日程・数量な
どの問題改善に取り組む「QCサークル活動」では、数名の
チームでチームワークを発揮しながら職場の改善に取り組
み、毎年、日本科学技術連盟主催の「QCサークル全国大会」
に出場しています。オリンパスグループの製造拠点全体で実
施している技能競技大会でも常に上位をとり、それらを通じ
て養われた技術力や組織力が毎年別のメンバーに継承され
ています。こうした環境から持続的に生み出されている世界
レベルの製品の製造拠点として、今後もオリンパスグループ
の内視鏡事業を支え、社会に貢献してまいります。

私はレンズ加工の工程を担当しています。内視鏡の先端部に組み込むペン先ほど

の大きさのレンズのクリーニングと、最終検査をする仕事です。緻密な作業ですの

で、日頃から仕事に集中している時間帯以外は職場の友人とおしゃべりしたりするな

ど、リラックスして過ごすようにしています。そんな私にとって、新棟はいろいろな面

で快適で、以前と比べてとても仕事がしやすくなりました。たとえば朝、リフレッシュ

ルームに立ち寄ることで就業時間前にモチベーションを高めることができます。

また、廊下やトイレも明るく広く、天井も高いのでふだんから解放感を感じることが

できます。こうした雰囲気の中で働くことで、もともと活発だった上司や先輩、同僚と

のコミュニケーションも増え、前向きな意見も増えてきたような気がします。職場に

は女性が多く育児休職を取る先輩もたくさんいます。クラブ活動や職場旅行なども

多く、プライベートも充実。そんな快適な職場でこの先もずっと働き続けたいと思

います。

澤田 佳小里
製造部

気管支ビデオスコープ

会津オリンパス
新棟建設で高まった期待に応え今後も内視鏡事業を支える

女性従業員にとってもっと働きやすい職場環境づくりを

リラックスできる環境だからこそ、仕事に集中できます。

In Focus

VOICE従 業 員 の 声

代表取締役　社長
山﨑 等

サステナブルな医療用内視鏡事業を目指して
「医療用内視鏡の生産・供給体制の強化」と「CSR活動の実践」

会津オリンパスの代表的な製品ラインアップ

上部消化管用ビデオスコープ 大腸ビデオスコープ

会津オリンパス株式会社

設立 1970年

事業内容 医療用内視鏡および周辺機器の開発・製造

総従業員数 1,735名（2016年4月）

国際規格認証  ISO 13485
 （ISO 9001に医療機器特有の要求事項を追加した医療機器における

  品質マネジメントシステムの国際規格）

 ISO 14001
 （環境マネジメントシステムの国際規格）
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ビデオシステムセンター 高輝度光源装置 超音波内視鏡

免震構造 納入された加工部品を検査

4Kカメラヘッド

白河オリンパスは、その形状から“箱モノ製品”と言われ
る画像処理装置・光源装置などの開発・製造を主に担ってい
ます。これらの装置の製造には、多数の電子部品や精密部
品を正確に組み立てることが必要であり、勤勉で、あきらめ
ず最後までやり遂げる強い責任感を持つ従業員の存在が
非常に重要です。当社の所在地である福島県にはこうした
気質の人々が多く、従業員の多くが福島県の出身です。ま
た、福島県は、国内の医療機器生産額第３位（2014年）と医
療関連産業が集積しており、白河オリンパスは会津オリンパ
スとともにその一翼を担っています。今回の新棟建設プロ
ジェクトは、こうした福島県の産業活性化に貢献するととも
に、オリンパスグループの持続的な成長を実現していく上
での布石となるものと考えています。その象徴が、分散して
いた「調達」「製造」「修理」の各機能を担う組織を、免震構造
などBCP対策を施した一つの敷地内の建物に集約したこと
です。従来、500メートルほど離れた敷地にあった調達部門

「集中調達センター白河（オリンパス（株）の組織）」は、
会津・白河・青森の各事業場で製造する製品の部品を世
界各地から一括して調達する、いわばものづくりの心臓
部です。オリンパスは医療機器メーカーとして、自然災
害などにより何らかの障害が発生した場合でも、この集
中調達を機能させ、内視鏡および関連製品の製造と修
理を止めず、さらには世界の医療現場を止めないことを
目指しています。そのために、集中調達センター白河を
含む新棟では免震構造を採用し、東日本大震災クラス
の地震に耐える設備を整えたほか、一定量の部品を備
蓄し、万一の際に備えています。

が製造・修理部門と同じ敷地に移り、一層の連携が進んだこ
とで、３つの機能の大幅な業務効率化を実現しました。合わ
せて、製造面では敷地面積を拡大して今後の増産体制に対
応しています。さらに、北海道・東日本における修理を担う
「国内修理部」では、隣接する製造部門の技術者と積極的に
交流して修理技術を向上させています。また最近ではカプ
セル内視鏡や膵臓の検査などに使われる超音波内視鏡シ
ステムおよび、外科内視鏡システムの一部である４Ｋカメラ
ヘッドの製造も担っています。“箱モノ製品”だけでなく、内
視鏡システム全体の製造に関わるようになったことで白河
オリンパスは、内視鏡の技術・ノウハウを積極的に取り入れ
ていく環境が整いました。こうした環境を生かして今後は、
会津オリンパスや東京の八王子市にある技術開発センター
など他拠点との連携・協働を推進し、従業員のやりがい創出
と人材育成、グループ全体の成長につなげていきたいと考
えています。

オリンパスを志望したのは、大学で学んだ電気と機械系の技術を生かせる仕事だっ

たからです。また、福島の出身である自分にとって、オリンパスの消化器内視鏡は世界

シェア約70％と、地元に居ながら世界の医療に貢献できる職場であることも魅力でし

た。そんな私は今、技術部で内視鏡手術統合システムの開発に関わっています。開発に

あたっては、技術的な課題は技術開発センター（東京・八王子）に通って解決するなど、

よりよい製品づくりに努めています。医療機器は、イノベーティブなチャレンジも重要

ですが、何よりも「品質・安全」が問われます。一般的に、電気系エンジニアが担う仕事は

早いペースで多数の新製品に関わるため開発時間が短いのですが、医療機器を扱う

当社では新技術を追究しつつ、じっくりと品質と向き合いながら開発に取り組めます。

また、新棟が建設され、敷地内に多様な技術者が結集したことで他部門とのコミュニ

ケーションも増え、設計変更なども格段にスムーズにできるようになりました。今後も

エンジニアとしての知見・経験を積み重ねながら、将来は新しい医療機器の開発プロ

ジェクトリーダーとして活躍したいと思います。

我妻 雅隆
技術部

「集中調達センター白河」におけるBCPの確立

ここにはじっくりと品質と向き合いながら
開発に取り組める環境があります。

In Focus

VOICE従 業 員 の 声

白河オリンパス
多様な技術者が交流する「One Shirakawa」体制を下に
さらなる品質向上へ

白河オリンパス株式会社

設立 1978年（操業開始1979年）

事業内容 医療用の内視鏡システムの開発・製造

総従業員数 808名（2016年4月）

国際規格認証 ISO 13485
 （ISO 9001に医療機器特有の要求事項を追加した医療機器における

  品質マネジメントシステムの国際規格）

 ISO 14001
 （環境マネジメントシステムの国際規格） など

代表取締役　社長
村上 不二男

サステナブルな医療用内視鏡事業を目指して
「医療用内視鏡の生産・供給体制の強化」と「CSR活動の実践」

白河オリンパスの代表的な製品ラインアップ

白河事業場における
３つの機能

白河オリンパス（株）

画像処理装置・光源装置
などの開発・製造拠点

オリンパス（株）
集中調達センター白河

部品などの
集中調達・供給拠点

国内の集中修理・
サービス拠点

白河オリンパス（株）
国内修理部

製造

修理調達
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ビデオシステムセンター 高輝度光源装置 超音波内視鏡

免震構造 納入された加工部品を検査

4Kカメラヘッド

白河オリンパスは、その形状から“箱モノ製品”と言われ
る画像処理装置・光源装置などの開発・製造を主に担ってい
ます。これらの装置の製造には、多数の電子部品や精密部
品を正確に組み立てることが必要であり、勤勉で、あきらめ
ず最後までやり遂げる強い責任感を持つ従業員の存在が
非常に重要です。当社の所在地である福島県にはこうした
気質の人々が多く、従業員の多くが福島県の出身です。ま
た、福島県は、国内の医療機器生産額第３位（2014年）と医
療関連産業が集積しており、白河オリンパスは会津オリンパ
スとともにその一翼を担っています。今回の新棟建設プロ
ジェクトは、こうした福島県の産業活性化に貢献するととも
に、オリンパスグループの持続的な成長を実現していく上
での布石となるものと考えています。その象徴が、分散して
いた「調達」「製造」「修理」の各機能を担う組織を、免震構造
などBCP対策を施した一つの敷地内の建物に集約したこと
です。従来、500メートルほど離れた敷地にあった調達部門

「集中調達センター白河（オリンパス（株）の組織）」は、
会津・白河・青森の各事業場で製造する製品の部品を世
界各地から一括して調達する、いわばものづくりの心臓
部です。オリンパスは医療機器メーカーとして、自然災
害などにより何らかの障害が発生した場合でも、この集
中調達を機能させ、内視鏡および関連製品の製造と修
理を止めず、さらには世界の医療現場を止めないことを
目指しています。そのために、集中調達センター白河を
含む新棟では免震構造を採用し、東日本大震災クラス
の地震に耐える設備を整えたほか、一定量の部品を備
蓄し、万一の際に備えています。

が製造・修理部門と同じ敷地に移り、一層の連携が進んだこ
とで、３つの機能の大幅な業務効率化を実現しました。合わ
せて、製造面では敷地面積を拡大して今後の増産体制に対
応しています。さらに、北海道・東日本における修理を担う
「国内修理部」では、隣接する製造部門の技術者と積極的に
交流して修理技術を向上させています。また最近ではカプ
セル内視鏡や膵臓の検査などに使われる超音波内視鏡シ
ステムおよび、外科内視鏡システムの一部である４Ｋカメラ
ヘッドの製造も担っています。“箱モノ製品”だけでなく、内
視鏡システム全体の製造に関わるようになったことで白河
オリンパスは、内視鏡の技術・ノウハウを積極的に取り入れ
ていく環境が整いました。こうした環境を生かして今後は、
会津オリンパスや東京の八王子市にある技術開発センター
など他拠点との連携・協働を推進し、従業員のやりがい創出
と人材育成、グループ全体の成長につなげていきたいと考
えています。

オリンパスを志望したのは、大学で学んだ電気と機械系の技術を生かせる仕事だっ

たからです。また、福島の出身である自分にとって、オリンパスの消化器内視鏡は世界

シェア約70％と、地元に居ながら世界の医療に貢献できる職場であることも魅力でし

た。そんな私は今、技術部で内視鏡手術統合システムの開発に関わっています。開発に

あたっては、技術的な課題は技術開発センター（東京・八王子）に通って解決するなど、

よりよい製品づくりに努めています。医療機器は、イノベーティブなチャレンジも重要

ですが、何よりも「品質・安全」が問われます。一般的に、電気系エンジニアが担う仕事は

早いペースで多数の新製品に関わるため開発時間が短いのですが、医療機器を扱う

当社では新技術を追究しつつ、じっくりと品質と向き合いながら開発に取り組めます。

また、新棟が建設され、敷地内に多様な技術者が結集したことで他部門とのコミュニ

ケーションも増え、設計変更なども格段にスムーズにできるようになりました。今後も

エンジニアとしての知見・経験を積み重ねながら、将来は新しい医療機器の開発プロ

ジェクトリーダーとして活躍したいと思います。

我妻 雅隆
技術部

「集中調達センター白河」におけるBCPの確立

ここにはじっくりと品質と向き合いながら
開発に取り組める環境があります。

In Focus

VOICE従 業 員 の 声

白河オリンパス
多様な技術者が交流する「One Shirakawa」体制を下に
さらなる品質向上へ

白河オリンパス株式会社

設立 1978年（操業開始1979年）

事業内容 医療用の内視鏡システムの開発・製造

総従業員数 808名（2016年4月）

国際規格認証 ISO 13485
 （ISO 9001に医療機器特有の要求事項を追加した医療機器における

  品質マネジメントシステムの国際規格）

 ISO 14001
 （環境マネジメントシステムの国際規格） など

代表取締役　社長
村上 不二男

サステナブルな医療用内視鏡事業を目指して
「医療用内視鏡の生産・供給体制の強化」と「CSR活動の実践」

白河オリンパスの代表的な製品ラインアップ

白河事業場における
３つの機能

白河オリンパス（株）

画像処理装置・光源装置
などの開発・製造拠点

オリンパス（株）
集中調達センター白河

部品などの
集中調達・供給拠点

国内の集中修理・
サービス拠点

白河オリンパス（株）
国内修理部

製造

修理調達
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Olympus Vietnam Co., Ltd.
（ベトナム工場）

ベトナム工場から受け入れた研修生を指導する
青森オリンパスの従業員

処置具 外科手術用エネルギーデバイス処置具各種

Olympus Vietnam

青森オリンパス

青森オリンパスは、内視鏡による検査や治療に不可欠な
医療用処置具製品などの開発・製造拠点です。検査や治療
の用途に応じて使い分けられる処置具では、病変部および
周辺部をつかむ、はがす、採取する、切る、砕く、止血すると
いった操作が可能です。また1本のデバイスで血管の封止
操作と組織の迅速な切開、剥離操作が行える外科手術用エ
ネルギーデバイスなど、当社で扱う品目は2,300種類を超
え、当社から世界各地に供給されています。人体に用いられ
るこれら製品のうち特にシングルユース（使い切り）製品は、
直接人体に触れるものであり安全性（無菌性）の確保が第一
です。そこで新棟建設プロジェクトでは、従来以上にクリー
ンな空間を実現するとともに、部品加工から組み立て、滅
菌、検査、出荷までの一貫生産体制をより確実にするための
最新の工場設計をしました。たとえば、新棟は外からどんな
小さな虫も入れないよう全ての出入口に二重シャッターを
採用し、さらに製造エリアは、防じん・防虫防鼠対策として、
窓のない二重構造の外壁設計にしています。また、多種多

オリンパスは、成長戦略の一つとして、欧米など先進
国で需要が高まっている内視鏡用処置具や外科手術用
エネルギーデバイスなどシングルユース製品のライン
アップの拡充を掲げています。そのため、青森オリンパ
スでは過去2年間で120名の技術系社員を採用するな
ど新製品の開発体制を強化するとともに、グローバル
市場に向けた量産工場と位置づけるベトナム工場のマ
ザー工場としてその体制強化を支援しています。具体

様な製品の安定した品質確保には、新しい設備だけでなく、
従業員が集中して働ける環境づくりが必要です。そこでリフ
レッシュルームを新設したほか、作業現場の足元に厚手の
マットを敷くなど立ち仕事の多い従業員の安全性や快適性
にも配慮しています。

当社には、月に数回、世界各地からユーザーである医師の
方々が視察に来られます。多くの方が製造ラインを見て「オ
リンパスの品質への姿勢が理解できた」と納得していただ
けるのは大変にうれしく、誇りに思うとともに責任感を強く
する機会となっています。

また当社は、ベトナム工場のマザー工場としての機能も
持っています。シングルユース製品の製造は、コストにもシ
ビアであり、当社での製造が安定した後は多くの製造をベト
ナム工場に移管します。その技術指導のため、研修生の受
け入れや、指導者を派遣することも多く、設備の整った新棟
は、こうしたメンバーの仕事のやりやすさ向上、ひいては効
率および品質向上の推進力になると確信しています。

私は地元出身なのですが、正直、就職活動までカメラ以外のオリンパス製品はまったく

知りませんでした。そんな私が言うのもおこがましいのですが、今では世界の患者さんの

生活の質の向上に大きな貢献を果たしている医療機器メーカーに勤めていることをとて

も誇りに思っています。今の仕事は総務部門なので間接的ではありますが、当社のスロー

ガン「全ては患者さまの笑顔のために」はとても気に入っており、「全ては社員の笑顔のた

めに」と置き換えて業務に生かしています。また、女性の育休取得率が100%となるなど、

制度が活用しやすい、人に優しい社風があり、今回の新棟建設にもそんな社風が表れて

います。新しくできたリフレッシュルームはきれいで、ソファーベンチや自販機があり、リ

ラックスできるので休憩時間に活用しています。また、乗用エレベーターも設置され、妊娠

中の社員や怪我をしている人から「以前より働きやすくなった」と聞きます。今後は私が過

ごしている既存棟の改修も控えていますし、そこにはパウダールームができる予定です。

勤務中は控えめのメイクですので、就業後に予定がある女性にはうれしい施設だと思い

ます。これからさらに青森オリンパスがどのように変わっていくのか、今から楽しみです。

藤本 優美
総務グループ

的には、ベトナム工場から技術者を受け入れ、日本と同
様、製造現場の技能者のレベルを6段階に区分し、レベ
ルに応じた教育プログラムを実践しています。

さらに、現地では、「接着」「ロウ付け」など基本的な技
術について日本と共通の作業認定制度を取り入れると
ともに、青森オリンパスの指導者が現地に赴き、認定試
験を実施。合格者だけが対象作業をできる仕組みを確
立しています。

マザー工場としてグローバル展開を支える

新棟の随所に人に優しい社風が表れています。

青森オリンパス
品質管理力と働きやすさの両輪でグローバル市場に臨む

青森オリンパス株式会社

設立 1973年

事業内容 医療用内視鏡関連製品（医療用処置具製品）の開発・製造

総従業員数 770名（2016年4月）

国際規格認証  ISO 13485
 （ISO 9001に医療機器特有の要求事項を追加した医療機器における

  品質マネジメントシステムの国際規格）

 ISO 14001
 （環境マネジメントシステムの国際規格）

代表取締役　社長
後藤 正仁

In Focus

VOICE従 業 員 の 声

サステナブルな医療用内視鏡事業を目指して
「医療用内視鏡の生産・供給体制の強化」と「CSR活動の実践」

青森オリンパスの代表的な製品ラインアップ
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Olympus Vietnam Co., Ltd.
（ベトナム工場）

ベトナム工場から受け入れた研修生を指導する
青森オリンパスの従業員

処置具 外科手術用エネルギーデバイス処置具各種

Olympus Vietnam

青森オリンパス

青森オリンパスは、内視鏡による検査や治療に不可欠な
医療用処置具製品などの開発・製造拠点です。検査や治療
の用途に応じて使い分けられる処置具では、病変部および
周辺部をつかむ、はがす、採取する、切る、砕く、止血すると
いった操作が可能です。また1本のデバイスで血管の封止
操作と組織の迅速な切開、剥離操作が行える外科手術用エ
ネルギーデバイスなど、当社で扱う品目は2,300種類を超
え、当社から世界各地に供給されています。人体に用いられ
るこれら製品のうち特にシングルユース（使い切り）製品は、
直接人体に触れるものであり安全性（無菌性）の確保が第一
です。そこで新棟建設プロジェクトでは、従来以上にクリー
ンな空間を実現するとともに、部品加工から組み立て、滅
菌、検査、出荷までの一貫生産体制をより確実にするための
最新の工場設計をしました。たとえば、新棟は外からどんな
小さな虫も入れないよう全ての出入口に二重シャッターを
採用し、さらに製造エリアは、防じん・防虫防鼠対策として、
窓のない二重構造の外壁設計にしています。また、多種多

オリンパスは、成長戦略の一つとして、欧米など先進
国で需要が高まっている内視鏡用処置具や外科手術用
エネルギーデバイスなどシングルユース製品のライン
アップの拡充を掲げています。そのため、青森オリンパ
スでは過去2年間で120名の技術系社員を採用するな
ど新製品の開発体制を強化するとともに、グローバル
市場に向けた量産工場と位置づけるベトナム工場のマ
ザー工場としてその体制強化を支援しています。具体

様な製品の安定した品質確保には、新しい設備だけでなく、
従業員が集中して働ける環境づくりが必要です。そこでリフ
レッシュルームを新設したほか、作業現場の足元に厚手の
マットを敷くなど立ち仕事の多い従業員の安全性や快適性
にも配慮しています。

当社には、月に数回、世界各地からユーザーである医師の
方々が視察に来られます。多くの方が製造ラインを見て「オ
リンパスの品質への姿勢が理解できた」と納得していただ
けるのは大変にうれしく、誇りに思うとともに責任感を強く
する機会となっています。

また当社は、ベトナム工場のマザー工場としての機能も
持っています。シングルユース製品の製造は、コストにもシ
ビアであり、当社での製造が安定した後は多くの製造をベト
ナム工場に移管します。その技術指導のため、研修生の受
け入れや、指導者を派遣することも多く、設備の整った新棟
は、こうしたメンバーの仕事のやりやすさ向上、ひいては効
率および品質向上の推進力になると確信しています。

私は地元出身なのですが、正直、就職活動までカメラ以外のオリンパス製品はまったく

知りませんでした。そんな私が言うのもおこがましいのですが、今では世界の患者さんの

生活の質の向上に大きな貢献を果たしている医療機器メーカーに勤めていることをとて

も誇りに思っています。今の仕事は総務部門なので間接的ではありますが、当社のスロー

ガン「全ては患者さまの笑顔のために」はとても気に入っており、「全ては社員の笑顔のた
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品質管理力と働きやすさの両輪でグローバル市場に臨む
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代表取締役　社長
後藤 正仁

In Focus

VOICE従 業 員 の 声

サステナブルな医療用内視鏡事業を目指して
「医療用内視鏡の生産・供給体制の強化」と「CSR活動の実践」

青森オリンパスの代表的な製品ラインアップ
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●オリンパス株式会社
●オリンパスメディカルシステムズ株式会社
●会津オリンパス株式会社
●青森オリンパス株式会社
●長野オリンパス株式会社
●白河オリンパス株式会社
●オリンパスメディカルサイエンス販売株式会社
●オリンパスソフトウェアテクノロジー株式会社
●オリンパスロジテックス株式会社
●オリンパスシステムズ株式会社
●オリンパスデジタルシステムデザイン株式会社
●オリンパスサポートメイト株式会社

欧州の主要グループ会社

●Olympus Europa Holding SE
●Olympus Europa SE & CO. KG
●Olympus Soft Imaging Solutions GmbH
●Olympus Deutschland GmbH
●Olympus France S.A.S.
●Olympus Winter & Ibe GmbH
●Olympus KeyMed Group Limited
●KeyMed （Medical & Industrial Equipment） Ltd.
●Gyrus Group Limited
●Olympus Finance UK Limited

米州の主要グループ会社

●Olympus Corporation of the Americas
●Olympus America Inc.
●Olympus Latin America, Inc.
●Gyrus ACMI, Inc.
●Gyrus ACMI LP
●Olympus Scientific Solutions Americas Corp. 
●Olympus Scientific Solutions Americas INC.
●Olympus Scientific Solutions Technologies INC.
●Olympus NDT Canada Inc.

アジア・オセアニアの主要グループ会社

●Olympus Corporation of Asia Pacific Limited
●Olympus Hong Kong and China Limited
●Olympus （Shenzhen） Industrial Ltd.
●Olympus （China） Co., Ltd.
●Olympus （Guangzhou） Industrial Co., Ltd.
●Olympus （Beijing） Sales & Service Co., Ltd.
●Olympus Trading （Shanghai） Limited
●Olympus Korea Co., Ltd.
●Olympus Singapore Pte Ltd
●Olympus Imaging Singapore Pte. Ltd.
●Olympus Australia Pty Ltd
●Olympus Imaging Australia Pty Ltd

オリンパスグループは、19１９年の設立以来、グローバルなビジネスを展開しています。オリンパス株式会社
1919年（大正8年）10月12日
〒163-0914 東京都新宿区西新宿2-3-1 新宿モノリス
精密機械器具の製造販売
124,520百万円（2016年3月31日現在）
33,336人（2016年3月31日現在）
http://www.olympus.co.jp/jp/corc/

商 号
設 立 年 月日
本社事務所
事 業 内 容
資 本 金
連結従業員数
企 業 情 報

オリンパスの概要

業績ハイライト

事業展開先エリア会社概要
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内視鏡ビデオスコープシステム 手術用エネルギーデバイス レゼクトスコープ 副鼻腔手術用デブリッダー 生物顕微鏡 工業用ビデオスコープ工業用顕微鏡 超音波探傷器 蛍光X線分析装置

オリンパスの医療事業は「消化器科呼吸器科事業」「外科事業」「泌尿器科婦人科事業」「耳鼻咽喉科事業」「医療サービス事業」
の5つの事業ユニットからなり、病気の早期発見と患者さんの負担が少ない低侵襲治療に貢献する製品・サービスを提供して
います。

医療の発展
医療従事者の意見を聞きながら医療機器の研究開発を進め提供することにより、医療の発展に貢献します。
患者さんのQOLの向上
病気の早期診断や低侵襲治療に用いる医療機器の提供を通じて、患者さんの治療時および治療後の生活の質（Quality of Life：
QOL）の向上に貢献します。
医療コストの削減
早期診断や低侵襲治療は、入院期間や治療期間の短縮を可能にします。オリンパスは内視鏡を中心とした医療機器の提供に
より、医療コストの削減に貢献します。

消化器科呼吸器科事業
消化器内視鏡／呼吸器内視鏡／超音波内視鏡／内視鏡洗浄消毒装置／内視鏡処置具／カプセル内視鏡システム／内視鏡部門情報システム
外科事業
外科手術用内視鏡システム／外科手術用内視鏡／手術用エネルギーデバイス／超音波凝固切開装置／高周波焼灼電源装置
泌尿器科婦人科事業
膀胱・腎盂尿管内視鏡／子宮内視鏡／レゼクトスコープ／尿路結石治療用デバイス
耳鼻咽喉科事業
耳鼻咽喉内視鏡／副鼻腔手術用デブリッダー／バイポーラ電源装置
医療サービス事業
自社製品の一般修理／単年・複数年での修理サービス契約の販売

医療・生命科学・産業分野における研究開発、生産現場における品質向上、そして航空機や大型プラントなどの検査による社会
インフラの保守点検など、世界の人々の安全・安心・健康に貢献する製品を提供しています。

生命科学研究の発展
生物顕微鏡やバイオイメージングシステムの提供を通じて、iPS細胞研究、脳の機能や病気の解明をはじめとした、新たな医療
につながる生命科学の基礎研究を支援します。
暮らしの安全
航空機の機体やエンジン、道路や橋梁・高架、発電設備、化学プラント、パイプライン、上下水道などの社会インフラやライフラ
インの保守点検に役立つ機器の提供を通じて、人々の暮らしの安全に貢献します。
産業の発展
機械部品や電子部品、素材などの研究や品質管理に役立つ工業用検査機器の提供を通じて、産業の効率化、発展に貢献します。

生物顕微鏡分野
正立顕微鏡・偏光顕微鏡／倒立顕微鏡／共焦点レーザー顕微鏡／ボックス型蛍光撮像装置／実体顕微鏡／マクロ蛍光顕微
鏡／顕微鏡用カメラ／イメージングソフトウエア／バイオイメージングシステム／バーチャルスライド
工業用顕微鏡分野
金属顕微鏡／半導体検査顕微鏡／液晶基板検査顕微鏡／レーザー顕微鏡／測定顕微鏡／微小三次元測定装置／周辺機器
非破壊検査機器分野
工業用ビデオスコープ／工業用ファイバースコープ／工業用硬性鏡／周辺機器／超音波探傷器／渦流探傷器／フェイズドア
レイ探傷器／X線分析装置

医療事業

事業概要・参入市場

事業概要

社会的な責任・期待

参入市場

科学事業

事業概要

社会的な責任・期待

参入市場

オリンパスグループは「医療事業」「科学事業」「映像事業」の3つの事業を通じて、社会に新しい価値を創造・提供しています。
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　オリンパスでは、経営理念「Social IN」の実現に向け、社会の声を経営に取り入れ、社会と価値観を共有するため、日常の活
動の中で、ステークホルダーの声をおうかがいしています。
　また、有識者との対話も進めながら、中長期的なCSR課題の抽出に取り組んでいます。

ミラーレス＋電子ビューファインダー内蔵という新しいスタイルを確立したデジタル一眼カメラOM-Dシリーズ、上質感と先進
性のある小型･軽量のデジタル一眼PENシリーズやSTYLUSシリーズなど、従来のデジタルカメラの常識を破り、新しい可能性
を切り開く製品を提供しています。

心豊かな生活の実現
高画質、高機能、高機動性を身近にしたミラーレス一眼カメラ、高い光学性能で高画質を提供する交換レンズ、防じん・防滴・耐
衝撃性により撮影領域を広げたコンパクトデジタルカメラ、高音質録音を身近にしたICレコーダーなどにより「撮る楽しみ」「録
る楽しみ」を提供し、心豊かな生活に貢献します。
バリアフリーの実現
音声ガイド機能を搭載したICレコーダーの提供、不慣れな方にも扱いやすい直感的に使いこなせる合理的デザイン、視覚の個
人差に配慮したカラーユニバーサルデザインに準拠したICレコーダーやデジタルカメラの提供を通じて、使いやすさを追求し
ます。

デジタルカメラ分野
デジタル一眼カメラ／デジタル一眼カメラ用交換レンズ／コンパクトデジタルカメラ／デジタルカメラ関連製品
その他
ICレコーダー、光学部品、双眼鏡　など

事業概要

社会的な責任・期待

参入市場

ステークホルダーの皆さまとの主なコミュニケーション

ステークホルダーとのコミュニケーション

映像事業

お客さま
医療・科学・映像の3事業において、お客さまとの対話を通
じて、多様な要求から潜在ニーズまでを正しく理解し、製
品・サービスをスピーディーに提案・提供することに努め
ています。
各事業で国内外にお客さま専用のコールセンターを設置
しお客さまの課題解決のサポートなどを行うほか、セミ
ナーの開催などお客さまと接する機会の拡大にも取り組
んでいます。

株主・投資家さま
経営方針、財務状況、事業活動状況、CSR活動などの企
業情報を公正、適時適切かつ積極的に開示しています。
決算発表にあたっては、決算説明会の開催や決算資料の
公開とともに、Webサイトを活用して決算説明会のプレ
ゼンテーション資料および、質疑応答を含めた決算説明
会の動画も配信しています。

お取引先さま 従業員・ご家族
職場の意見や課題を吸い上げるとともに、経営層の考え
や思いを従業員に直接伝える重要な機会として、従業員
と役員が対話を交わすタウンミーティングを積極的に開
催しています。
また、継続的な企業風土の検証と改善を目的として、従
業員を対象とした意識調査を実施し、その結果から従業
員と家族にも参加いただける全社イベントを実施するな
どの取り組みにつなげています。

地域社会
事業場近隣のコミュニティー、学校、企業など幅広いス
テークホルダーにオリンパスの活動を知っていただくた
め、各種の地域活動に積極的に参画しています。また、事
業場の特性に応じて、会社見学や職業体験学習の受け入
れ、学校への講師派遣、地域行事への参加や協力なども
実施しています。

国際社会・市民社会
2012年よりニッポンCSRコンソーシアム「人権デュー
ディリジェンスワークショップ」に参画し、NGO・NPOとも
協力して、人権課題の検討を行っています。また、さまざ
まなNGO・NPO・学生団体、国際機関、政府機関・行政な
どと協働して、ミレニアム開発目標（MDGs）達成への協
力を行ったほか、各種の社会貢献活動を実施しています。

デジタル一眼カメラ コンパクトデジタルカメラ ICレコーダー

各事業に関わる国内の主要なサプライヤーさまに対し
て、毎年1回、「調達方針説明会」を開催し、オリンパスグ
ループの経営戦略や調達方針の共有を図っています。
また、コンプライアンスに関する通報や相談をいただく窓
口「コンプライアンスヘルプライン」は、サプライヤーさま
もご利用いただけます。

WEB 投資家情報  http://www.olympus.co.jp/jp/ir/
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ミラーレス＋電子ビューファインダー内蔵という新しいスタイルを確立したデジタル一眼カメラOM-Dシリーズ、上質感と先進
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を切り開く製品を提供しています。

心豊かな生活の実現
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ステークホルダーの皆さまとの主なコミュニケーション

ステークホルダーとのコミュニケーション

映像事業

お客さま
医療・科学・映像の3事業において、お客さまとの対話を通
じて、多様な要求から潜在ニーズまでを正しく理解し、製
品・サービスをスピーディーに提案・提供することに努め
ています。
各事業で国内外にお客さま専用のコールセンターを設置
しお客さまの課題解決のサポートなどを行うほか、セミ
ナーの開催などお客さまと接する機会の拡大にも取り組
んでいます。

株主・投資家さま
経営方針、財務状況、事業活動状況、CSR活動などの企
業情報を公正、適時適切かつ積極的に開示しています。
決算発表にあたっては、決算説明会の開催や決算資料の
公開とともに、Webサイトを活用して決算説明会のプレ
ゼンテーション資料および、質疑応答を含めた決算説明
会の動画も配信しています。

お取引先さま 従業員・ご家族
職場の意見や課題を吸い上げるとともに、経営層の考え
や思いを従業員に直接伝える重要な機会として、従業員
と役員が対話を交わすタウンミーティングを積極的に開
催しています。
また、継続的な企業風土の検証と改善を目的として、従
業員を対象とした意識調査を実施し、その結果から従業
員と家族にも参加いただける全社イベントを実施するな
どの取り組みにつなげています。

地域社会
事業場近隣のコミュニティー、学校、企業など幅広いス
テークホルダーにオリンパスの活動を知っていただくた
め、各種の地域活動に積極的に参画しています。また、事
業場の特性に応じて、会社見学や職業体験学習の受け入
れ、学校への講師派遣、地域行事への参加や協力なども
実施しています。

国際社会・市民社会
2012年よりニッポンCSRコンソーシアム「人権デュー
ディリジェンスワークショップ」に参画し、NGO・NPOとも
協力して、人権課題の検討を行っています。また、さまざ
まなNGO・NPO・学生団体、国際機関、政府機関・行政な
どと協働して、ミレニアム開発目標（MDGs）達成への協
力を行ったほか、各種の社会貢献活動を実施しています。

デジタル一眼カメラ コンパクトデジタルカメラ ICレコーダー

各事業に関わる国内の主要なサプライヤーさまに対し
て、毎年1回、「調達方針説明会」を開催し、オリンパスグ
ループの経営戦略や調達方針の共有を図っています。
また、コンプライアンスに関する通報や相談をいただく窓
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もご利用いただけます。
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コーポレートガバナンス

基本的な考え方
　オリンパスは、生活者として社会と融合し、社会と価値観を共有しながら、事業を通して新しい価値を提案し、人々の健康と幸せ
な生活を実現するという考え方を「Social IN（ソーシャル・イン）」と呼び、全ての活動の基本思想としています。
　当社は、この基本思想の下、有効性と効率性ならびに財務報告の適正性と信頼性を確保するための体制を整備し、運用する
とともに、継続的な改善を図ります。

基本的な考え方・方針

コーポレートガバナンスに関する基本方針
　オリンパスは、コーポレートガバナンス・コードの原則を踏まえた「コーポレートガバナンスに関する基本方針」を策定してい
ます。
　本方針は、株主に対する受託者責任および顧客・従業員・地域社会などのステークホルダーに対する責任、および、上記の当
社の経営理念を踏まえ、実効性あるコーポレートガバナンスの実現を目指して策定するものであり、その内容は当社取締役会
が承認しています。

企業統治の体制
　取締役会は11名の取締役で構成し、半数以上の6名が独立社外取締役です。オリンパスは取締役会を原則として毎月1回開
催することにより、経営執行の責任者である社長から提案される経営上重要な事項について承認と業務執行の適切な監督を
実施することとしています。取締役会の議長は業務執行を行わない取締役が務めます。
　社外取締役6名には、取締役会において独立的な立場から意思決定や監督を行うにあたり、各取締役が有する専門知識を
当社の経営に生かすことを期待しています。なお、取締役会からは、経営執行会議もしくは社長の段階で決定した事項につい
ても報告を要請しており、情報伝達およびモニタリング面での機能強化を図り、経営の健全性が確保される仕組みを構築し
ています。
　さらに、執行役員制により、取締役会の経営意思決定および業務執行状況の監督機能と、執行役員の業務執行機能を分離す
るとともに、合わせて社長などの在任期間、取締役・執行役員の上限年齢を制定することにより、役員の長期在任による不正を
防止する体制を整備しました。

推進体制

WEB コーポレートガバナンスに関する基本方針  http://www.olympus.co.jp/jp/common/pdf/basic_policy_on_corporate_governance_2016.pdf
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コーポレートガバナンス体制

ガバナンス体制一覧（2016年6月28日時点）
形態 監査役会設置会社
執行役員制度の採用 有
取締役の人数 11名
　うち、社外取締役の人数 6名
取締役の任期 1年
監査役の人数 4名
　うち、社外監査役の人数 2名
独立役員の人数 8名
報酬決定における社外取締役の関与 有
取締役会の開催回数（2015年度） 23回
業績連動報酬制度 有

株主総会

監査室

監査役室

代表取締役社長執行役員

各機能部門、各事業ユニット、本社部門、グループ会社

会計監査人

指名委員会

報酬委員会

CSR委員会

答申・助言

答申・助言

意思決定を補佐

連携 監査

監査

報告連携

選任・解任

監査
監査

監査

選任・解任

選定・監督連携 付議・提案

選任・解任

コンプライアンス委員会
報告

監査役会／監査役
社内監査役2名
社外監査役2名

取締役会／取締役
社内取締役5名
社外取締役6名

議長：非業務執行取締役

経営執行会議
議長：社長

オブザーバー：監査役

コーポレートガバナンスの詳細は、「One Olympus Report 2016」（統合版アニュアルレポート2016）をご覧ください。

WEB http://www.olympus.co.jp/jp/ir/data/annualreport/2016/

http://www.olympus.co.jp/jp/ir/data/annualreport/2016/
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コンプライアンス

オリンパスグループ企業行動憲章
　オリンパスは、日々の事業活動に経営理念「Social IN」の
思想を生かし、社会的責任を果たしていくために、2004年
9月にグループ全員の行動の拠り所となる「オリンパスグ
ループ企業行動憲章」「オリンパスグループ行動規範」を制
定しました。企業行動憲章・行動規範は、オリンパスのCSRに
関する姿勢を包括的に宣言したもので、これに基づきCSR
関連の各種方針を策定しています。
　2011年に有価証券報告書虚偽記載に関わる一連の問題
が発覚したことを踏まえ、2012年6月には、コンプライアン
ス意識の徹底を図るために、職場の代表者による討議や、海
外を含むグループ企業の従業員からの意見も反映して、企
業行動憲章・行動規範を改定しました。改定にあたっては、ISO26000、国連グローバル・コンパクト、OECD多国籍企業行動指
針2011など、国際的なガイドラインで求められる社会的責任の原則も反映しました。
　オリンパスでは、従業員向けの各種資料をはじめ、新人研修、昇格時研修、階層別研修、eラーニングなどを通じて、企業行動
憲章・行動規範の周知を図っています。

基本的な考え方・方針

オリンパスグループ企業行動憲章

オリンパスは、「Social IN」という経営理念のもと、企業も社会の一員であることを強く認識し、
世界中の多様な価値観をもつ人々に必要とされる存在として、

人々の健康と幸せな生活を実現するために、常に社会の求める価値を提供し続けます。
オリンパスは、法令遵守はもとより、高い倫理観をもち、

全ての経営陣および社員一人ひとりが「何が正しいか」を考え、責任ある行動をとることができるように、
ここに企業行動憲章を改定し、グローバルな企業活動において遵守することを誓います。

＜ INtegrity ＞ 社会に誠実 ＜ INnovation ＞ 価値の創造 ＜ INvolvement ＞ 社会との融合

1. 高い倫理観
私たちオリンパスグループは、いかなる場面に
おいても、コンプライアンス精神を徹底し、法
令、社会規範、および社内規則に反する行為を
容認しません。
コンプライアンス上の懸念を看過しない組織
環境を整え、全ての関係者に対しそのコンプラ
イアンス教育を行います。
また、市民社会の秩序や安全に脅威を与える反
社会的勢力および団体とは断固として対決し、
関係遮断を徹底いたします。
2. 人権尊重
私たちオリンパスグループは、国際的に認めら
れた人権を尊重し、あらゆる企業活動において、
人種、信条、性別、年齢、社会的身分、門地、国
籍、民族、宗教または障がいの有無等の理由に
よる差別や、強制労働、児童労働を排除します。

3. 革新的価値の提供
私たちオリンパスグループは、「人々の健康と
幸せな生活」を実現するため、革新的な価値を
提供し続けます。このために、お客さまから「心
から使いたい」と思っていただける真に求める
価値は何かを常に探求し、お客さま情報の保護
に十分配慮して、社会にとって有用で、安全かつ
高品質な製品やサービスを提供します。
4. 活力ある職場環境
私たちオリンパスグループは、社員の安全と健
康に配慮するとともに、個性や多様性を尊重し
個人の成長を促す職場風土を提供し、社員一人
ひとりは、知識の習得や技術の向上に努め、社
会の求める革新的な価値を提供します。
そのために、経営の透明性を高め、不利益な情
報も含めて隠さず共有し、自由闊達な職場環境
を目指します。

5. 環境との調和
私たちオリンパスグループは、人々の安全・健
康とそれを支える自然のいとなみを尊重し、環
境に調和する技術の開発と製品ライフサイク
ルすべての事業活動を通して、持続的発展が可
能な社会と健全な環境の実現に貢献します。
6. 社会への貢献
私たちオリンパスグループは、自らの判断・行動
がステークホルダーや社会に与える影響に注
意を払い、お客さま、お取引先、株主、社員、地
域住民をはじめとしたステークホルダーの意見
を積極的に聞く姿勢を持ち、その声に真摯に対
応します。
また、企業活動を行う国や地域の文化や慣習を
尊重し、地域社会と協調して、その発展と向上
に貢献します。

2012年6月20日改定

WEB オリンパスグループ行動規範  http://www.olympus.co.jp/jp/csr/olycsr/socialin/principle/policy.jsp

オリンパスグループ経営理念

企業と社会の関係を
3つの「IN」で確立することをめざします。

http://www.olympus.co.jp/jp/csr/olycsr/socialin/principle/policy.jsp
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株主総会

グローバルコンプライアンスコミッティ
構成：CCO、各地域統括コンプライアンス責任者

コンプライアンス委員会
構成：社外取締役、外部委員、CCO

欧州

各地域の体制で対応

米州 アジア 日本

コンプライアンス推進委員会

取締役会

社長

各組織

経営執行会議

CSR 委員会

CCO
報告 要請

報告・提案

報告・提案

指示・諮問

企業行動憲章とCSR関連方針とのつながり

コンプライアンス推進体制

経営理念と日常活動の関係

コンプライアンス推進体制
　オリンパスは、コンプライアンスに関わる責任を明確にすべく、グローバルの統括責任者としてチーフコンプライアンスオフィ
サー（CCO）を任命しています。
　また、社外取締役とCCO、および外部委員（2015年度は社外弁護士）で構成される「コンプライアンス委員会」を取締役会の諮
問機関として設置し、委員長は社外取締役から互選することとしています。原則として四半期ごとに開催する同委員会は、コンプラ
イアンス体制の監督および改善の役割を担っており、コンプライアンスに関わる事項について取締役会へ報告し、コンプライアン
ス違反の未然防止と、そのための体制整備を行っています。
　さらに、コンプライアンス上の方針や施策のグローバル展開と、統括地域の状況や課題の把握、必要な是正措置を講じることを
目的に、CCOと各リージョナルコンプライアンスオフィサー（地域統括コンプライアンス責任者：RCO）で構成される「グローバル
コンプライアンスコミッティ（GCC）」を設置し、原則として四半期ごとに開催しています。同コミッティで指示・確認された方針や施
策は、各RCOの下各地域へ展開しています。また、コミッティや各RCOにおいて把握されたオリンパスグループ全体のコンプライ
アンスの状況や課題は、CCOからコンプライアンス委員会へ定期的に報告し、必要に応じて取締役会へも上程しています。

推進体制

経営理念　Social IN

グループ企業行動憲章

グループ行動規範

中期経営基本計画

年度事業計画
社内規則

日常事業活動・業務活動

CSR関連方針
経営

ビジョン

法令
社会規範

オリンパスグループ企業行動憲章 CSR 関連方針

INtegrity
社会に誠実

❶高い倫理観 ●
●
●

●
●
●

情報開示方針
情報セキュリティ方針
リスクマネジメントおよび
危機対応方針
調達方針
個人情報保護方針
人権と労働に関する方針

❷人権尊重

INnovation
価値の創造

❸革新的価値の提供 ●
●
●

品質方針
個人情報保護方針
人権と労働に関する方針❹活力ある職場環境

INvolvement
社会との融合

❺環境との調和 ●
●

環境方針
社会貢献方針❻社会への貢献 

（2016年3月現在）

WEB CSR関連方針  http://www.olympus.co.jp/jp/csr/olycsr/socialin/activity/index.jsp

http://www.olympus.co.jp/jp/csr/olycsr/socialin/activity/index.jsp
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内部通報制度
　オリンパスは、各国の法令などに基づいて地域統括会社ごとに内部通報制度を設け、コンプライアンスの遵守に努めていま
す。国内の内部通報制度としては、公益通報者保護法に沿って「コンプライアンスヘルプライン」を設置し、社内通報受付窓口と
外部弁護士による社外通報受付窓口の2つの窓口を運用しています。社外通報受付窓口は、通報者の承諾を得ない限り、通報
者個人を特定する情報を社内通報受付窓口の担当者にも開示しないなど、一層の秘匿性を確保しています。なお、下請法や不
正競争防止法の観点から、役員や従業員だけでなく、国内オリンパスグループと直接取引のあるサプライヤーからの通報も受
け付けています。
　また、欧州、米州の地域統括会社では社内・社外に、アジアの地域統括会社では社外に通報受付窓口を設置しており、米国の
社内窓口は弁護士資格を持つ社員が担当しています。
　これら国内外の窓口に地域をまたがる通報案件が寄せられた場合は、各リージョナルコンプライアンスオフィサー（RCO）が
連携して対応することとしています。

制度・仕組み

■ 利用しやすい環境の整備
　国内においては、運用規程類を適宜見直して制度を充実させるとともに、eラーニングやコンプライアンスハンドブック、社内
イントラ掲示板などを通じて周知を図り、ヘルプラインを利用しやすい環境の整備を進めています。また、サプライヤーに対し
ても期初に開催する「購買取引先説明会」でヘルプラインの利用方法などを説明しています。
　海外においても、各RCOの責任の下、内部通報制度の充実と周知を図って、利用の促進に努めています。

■ 社内通報受付窓口担当者の育成
　内部通報制度の充実や信頼性の向上を目指して、国内では社内通報受付窓口担当者の計画的な育成に取り組んでいます。
社内において先任担当者が後任を指導するだけでなく、経営倫理士資格（NPO法人日本経営倫理士協会認定）の取得や社外
専門機関による研修の受講を通じて、計画的かつ継続的に担当者の対応力向上を図っています。

国内内部通報件数
社内通報受付窓口社外通報受付窓口

（年度）2011

7

2015

50

2014

47

2013

32

2012

45

29

16

22

10

39

8

38

12

50

40

30

20

10

0

（件）

2011年度は社内通報受付窓口のみ設置
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コンプライアンスに関する「セルフアセスメント（自己評価）」

コンプライアンス教育

　オリンパスは、毎年10月のコンプライアンス月間に、国内外の連結対象会社90社と地域統括会社4社を対象にコンプライア
ンス推進体制の整備・運用状況に関するセルフアセスメント（自己評価）を実施しています。評価は、各社のコンプライアンス推
進委員が13項目に回答する形式で行っています。評価結果は、「グローバルコンプライアンスコミッティ（GCC）」や「コンプライ
アンス推進委員会」を通じて各社にフィードバックされ、コンプライアンス活動の改善や強化に役立てられています。なお、国内
については、全ての会社を対象としてモニタリングも実施しています。
　2015年度のセルフアセスメント回答率は100%でした。評価結果の分析から、全ての対象会社において、コンプライアンス
体制の整備・運用が図られていることが分かりました。

　オリンパスは、コンプライアンス意識の醸成と、重要法令や社内規則などの理解促進と遵守徹底を目的に、コンプライアンス
教育の充実を図っています。国内では、コンプライアンス推進部署がさまざまな対象者に最適なツールを用いて教育を実施し
ているほか、重要法令を主管する部署が該当法令の特性に沿って受講対象者や実施方法を決定した上で、教育を実施してい
ます。海外においても、国内での教育活動内容に準じて、各地域統括会社単位で計画的かつ体系的にコンプライアンス教育を
行っています。

区分 対象者 方法 内容

全般

執行役員 集合研修 外部講師が経営上のコンプライアンスリスクなどについて講義
修了後に全対象者が誓約書に署名

全社員 eラーニング、集合研修 コンプライアンス全般

国内全社員 経営理念や企業行動憲章の解説、Q&A集をまとめたコンプライアンスハンドブックの配布

重要法令教育 全社員 集合研修、eラーニング
対応強化が必要な重要法令類に関する教育
業務運営において重要法令と関わりの深い部署や担当者には、より
詳しい教育プログラムを用意

階層別教育 各階層 集合研修 管理者教育、昇格者教育、新入社員教育時に必須となる教育を実施

経営陣のメッセージ配信 全社員 イントラネット
社長、役員、CCOによるメッセージ配信
CCOは環境月間（6月）、コンプライアンス月間（10月）、情報セキュリ
ティ月間に配信

経営陣との対話 管理職層、
従業員 タウンミーティング

タウンミーティングの際にグループの経営トップやCCOがコンプライ
アンスの重要性を説明
関係会社や現地法人を含めて継続的に開催

主なコンプライアンス教育
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コンプライアンス意識アンケート
　オリンパスは、コンプライアンスに関する意識の確認と課題の抽出を目的に、毎年10月のコンプライアンス月間に合わせて
グループ社員を対象としたアンケート調査を実施しています。アンケートの内容は、グローバル共通に定めた10項目で、調査結
果は各地域統括会社のコンプライアンス部門の活動に反映するとともに、経営層にも報告しています。
　国内では社内のeラーニングシステムを活用して意識調査を行っています。2015年度は12,116名を対象に実施し、回答率
は99.4%（2014年度の回答率：99.2%）でした。回答を分析した結果、コンプライアンスに対する職場や社員の意識は確実に高
まっているものの、各個人の実際の行動にまでは落とし込めていない状況もうかがえることから、コンプライアンス教育の一層
の拡充を進めていきます。

特に対応強化を図る重要法令類
制定区分 法令名称など

国内法令／ガイドライン

●
●
●
●
●
●
●
●
●
●

不正競争防止法
国家公務員倫理法・倫理規定
公正競争規約
医療機器業界における医療機関等との透明性ガイドライン（日本医療機器産業連合会作成）
私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（独占禁止法）
下請代金支払遅延等防止法（下請法）
労働基準法
インサイダー取引
個人情報保護法
反社会的勢力対策に関わる法令・指針類

海外法令／国際条約類

●
●
●
●
●
●
●
●
●

Foreign Corrupt Practices Act（海外腐敗行為防止法 米国）
U.K.Bribery Act2010（贈収賄防止法 英国）
Anti-Kickback Statute（反キックバック法 米国）
国際商取引における外国公務員に対する贈賄の防止に関する条約（OECD）
腐敗防止に関する国際連合条約
その他、不正競争防止に関わる法令類
Physician Payment Sunshine Provision（サンシャイン法 米国）
独占禁止に関わる法令類
反社会的勢力対策に関わる法令類

当社旧取締役に対する損害賠償請求訴訟の一部和解について（2016年3月）

米国司法省との合意について（2016年2月）

　オリンパスは、当社の旧取締役に対し損害賠償請求訴訟を提起していましたが、2016年3月24日、一部の被告（19名中13名）
との間で和解が成立しました。

　オリンパスの米国子会社Olympus Corporation of the Americas（OCA）は、同社の2006年から2011年までの間の
米国医療事業に関連する活動に関して、米国反キックバック法および米国虚偽請求取締法に基づく米国司法省の調査を受け
ました。また、OCAはオリンパスの間接米国子会社であるOlympus Latin America, Inc.およびそのブラジル子会社である
Olympus Optical do Brasil, Ltda.の医療事業関連活動に関して、米国海外腐敗行為防止法に基づく同省の調査を受けまし
た。これら2件について、2016年2月29日に同省との間で和解が成立し、これらの和解に基づき同省との間で訴追の留保に関
する協定を締結しました。また、米国反キックバック法および米国虚偽請求取締法に基づく米国司法省の調査の件については、
米国保健福祉省の監察総監室との間で法令遵守に関する協定を締結しました。これらの協定に基づいて、コンプライアンスの
改善のために各種の施策を実施することに合意しました。

法令遵守の状況



OLYMPUS	 CSR REPORT 2016

28

トップメッセージ 特集 オリンパスの概要 ガバナンス 社会側面 環境側面 トップメッセージ 特集 オリンパスの概要 ガバナンス 社会側面 環境側面

英国裁判所による判決について（2015年11月）
　オリンパスおよび当社子会社であるGyrus Group Limited（ジャイラス社）は、英国重大不正捜査局により、ジャイラス社の
決算に関してジャイラス社の監査人に対して誤解を生じさせるかまたは虚偽の説明を行ったという嫌疑で、英国2006年会社法
第501条に基づき訴追されていました。本件について、2015年11月10日、英国ロンドンのサザーク刑事法院において、当社お
よびジャイラス社に対する無罪判決が言い渡され、刑事裁判手続は終結しました。

上記3件の報告は2015年度に公開した適時開示情報から引用しています。最新の状況については、オリンパスグループWebサイト
における適時開示情報をご参照ください。
WEB 適時開示情報  http://www.olympus.co.jp/jp/ir/data/tes/2016/

http://www.olympus.co.jp/jp/ir/data/tes/2016/
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　オリンパスの経営体制は、事業軸と機能軸をバランスよく融合させて全社経営資源の最大活用を目指す「マトリックス型」の
事業運営です。第1階層の組織として、事業軸（縦）に7つの「事業ユニット」と事業開発室、機能軸（横）に9つの「機能部門」があり
ます。「マトリックス型」事業運営では経営戦略に基づき事業ユニットが事業戦略を統括し、機能部門がその実現を担います。こ
れにより、全社レベルで経営資源配分を明確にし、経営資源をタイムリーに活用、当社が有するポテンシャルを最大限に発揮し
ます。

経営体制

2016年4月時点の新体制

CSR マネジメント

社長

監査室

医療事業統括役員

技
術
統
括
役
員

事業ユニット

機能部門

消化器科
呼吸器科
事業ユニット

事業
開発室

地域統括会社統括役員

チーフコンプライアンスオフィサー（CCO）

メディカルアフェアーズ・CSR 統括室

品質・製品法規制部門

チーフファイナンシャルオフィサー（CFO）

チーフインプルーブメントオフィサー（CIO）

チーフアドミニストレイティブオフィサー（CAO）

技術開発部門

製造部門

営業マーケティング部門

外科
事業ユニット

泌尿器科
婦人科
事業ユニット

耳鼻咽喉科
事業ユニット

医療
サービス
事業ユニット

科学
事業ユニット

映像
事業ユニット

事業戦略の実行、
事業責任

機能戦略の実行
投資・資産管理（ヒト・モノ）

機能要件の実現
事業横断の機能強化/効率化
経営資源配分の最適化

事業戦略策定、
機能部門への
戦略要件提示
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CSR推進体制
　オリンパスは、CSRを強化して経営理念である「Social IN」を実現するために、2010年度から「CSR委員会」を設置するととも
に、その傘下にCSRに関わる個別活動の計画・推進を担う複数の推進委員会を設けています。
　年2回以上開催するCSR委員会は、CSR・コンプライアンス統括室長が委員長を務め、各事業ユニットと各機能部門の担当者
が委員として参加しています。オリンパスでは、同委員会がCSR責任者である社長の意思決定を補佐し、決定事項の推進・進捗
を管理することで、グループにおけるCSRの浸透と定着を図っています。また、同委員会の結果は、委員長から社長とオリンパス
の経営執行会議に報告しており、社長が必要と判断した場合は、オリンパスの取締役会にも報告することとしています。

ＣＳＲ推進体制とリスクマネジメント

CSR委員会と各推進委員会（2015年度）

リスクマネジメント推進委員会

情報セキュリティ推進委員会

ＣＳＲ調達推進委員会

全社安全衛生推進委員会

社会貢献推進委員会

環境推進委員会

組織風土委員会

……… リスクマネジメント・BCPに関する活動の審議・推進、情報の共有／危機対応

……… 情報セキュリティに関する活動の審議・推進

……… CSR調達の推進

……… 安全衛生・健康管理に関する活動の推進

……… 社会貢献活動の推進

……… 企業文化・組織風土の共有・醸成、および必要なコミュニケーション活動計画の立案・推進

……… 環境活動の推進

CSR 委員会

リスクマネジメント体制
　オリンパスは、「リスクマネジメントおよび危機対応方針」

「リスクマネジメントおよび危機対応規程」に基づき、グ
ローバルなリスクマネジメント体制を構築し、リスクの予
防と低減に取り組んでいます。
　具体的には、CSR委員会の推進機能の一つとして、「リス
クマネジメント推進委員会」を設置し、リスクアセスメント
に基づくリスク低減活動を各部門・事業場で推進するとと
もに、その状況を経営層が定期的にモニタリングしていま
す。また、当社グループに重大な影響をもたらす危機が発
生した時は、情報を速やかに社長および経営層に集約し、対策本部を立ち上げて適切に対応しています。
　2015年度は、大規模地震リスク、マイナンバー関連リスクについて、「リスクマネジメント推進委員会」の下に、ワーキンググ
ループを組織して低減活動を実施しました。大規模地震リスクに対する具体的な取り組みとしては、4事業場で事業場対策本部
の設置から二次災害の防止措置までの初動対応に関する訓練を行いました。
　また、韓国においてMERS感染への予防対策に注力したほか、海外で大規模テロが発生した際の安全管理体制を強化しました。

リスクマネジメント体制（2016年4月現在）

社長
リスクマネジメント責任者

内部統制統括部

対策本部の設置
（危機発生時）

リスクマネジメント
推進委員会

各部門、事業場

CSR委員会

リスクマネジメント業務
統括責任者
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調達に関する基本方針
　オリンパスグループでは、「医療事業」「科学事業」「映像事業」の3事業における事業継続性と持続可能な価値創造を見据え
て、サプライチェーンマネジメントの強化を図っています。
　オリンパスは、2005年に経営理念「Social IN」に基づいて「オリンパスグループ調達方針」を定め、Webサイトや研修を通じ
て調達における基本姿勢を社内外に示すとともに、法令・社会規範遵守の強化に取り組んでいます。また、サプライヤーさまに
対して、人権尊重や反社会的勢力排除などの法令・社会規範の遵守、汚職・賄賂などの禁止、公平・公正な取引の推進、環境への
配慮などを盛り込んだ「サプライヤーさまへのお願い」を定めています。
　この2つの指針を調達活動の両輪として、サプライヤーさまとの公平、公正かつ透明な取引に基づく良好な関係の構築と関
係強化に取り組んでいます。

調達活動（サプライチェーン）におけるCSR

オリンパスグループ調達方針

1．法令・社会規範の遵守
オリンパスは、法令・社会規範（児童労働・強制労働の禁止などの人権尊重、腐敗の防止をはじめとする世界各国の法律・基準・条約など）を遵守し、 
健全で公正な企業活動を行います。オリンパス商品の生産に必要な資材・役務等のサプライヤーさまにも、法令や社会規範の遵守を要請します。

2．グリーン調達および環境への配慮
オリンパスは、オリンパス環境方針にそってグリーン調達基準を定め、環境に配慮した資材調達活動を行うにあたっても、持続的発展が可能な人
間社会と健全な環境の実現を図ります。

3．公平かつ公正な取引の推進
オリンパスは、内外のサプライヤー（候補）さまに対し広く門戸を開き、定められた方針や手順にしたがって公平かつ公正な取引を行います。

4．サプライヤーさまの選定方針
オリンパスは、サプライヤーさま選定にあたり、法令や社会規範を遵守した経営、環境への配慮、品質や安全性の確保と安定供給、安定した経営基
盤、優れた技術力、適正な情報保護、他者の知的財産の尊重、指定納期の遵守、適正な価格等を総合的に判断して選定します。

5．サプライヤーさまとのパートナー関係強化
オリンパスは、サプライヤーさまとの相互理解に基づく信頼関係を構築し、これを維持することに努めます。

6．私的利益受領の禁止
オリンパスでは、従業員がサプライヤーさまから不適切な個人的利益供与（接待、贈答を含む。）を受けることは一切禁止します。

制度・仕組み
■ サプライヤーさまとの取り組み
●経営戦略や調達方針の共有
　各事業に関わる国内の主要なサプライヤーさまに対して、毎年1回、「調達方針説明会」を開催し、オリンパスグループの経
営戦略や調達方針の共有を図っています。
　2015年度は、592社、863名にご参加いただき、紛争鉱物問題、人権問題などサプライヤーさまに周知すべきコンプライア
ンス事項について説明し、協力を依頼しました。
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●企業調査
　継続的に取引のある国内外の主要なサプライヤーさま
を対象に、毎年1回、Webシステムを活用して企業調査を
実施しています。調査は、経営情報やCSRへの取り組み、納
期など181項目（うちCSR関連は23項目）について行って
います。
　2015年度は、約1,000社を対象に実施し、約97%から
回答がありました。改善要請が必要と判断したサプライ
ヤーさまには個別面談で対策を討議するなど、サプライ
ヤーさまに自主的な改善活動を促す体制を整えています。

サプライヤーさまとの取り組みにおける企業調査の主な評価項目
評価項目 内容

経営情報 ● 会社情報　●  財政状況

CSR
●
●
●
●

法令・社会規範遵守
人権保護（児童労働、強制労働、不当な低賃金労働）
労働者の権利保護（労働基準、労働安全衛生）
環境保護（CO2、廃棄物排出量、環境関連化学物質）

BCP
●
●
●

事業継続戦略　●  製造拠点情報
緊急災害時窓口情報　●  サプライチェーンの確認
従業員の安否確認

環境・品質
●
●

ISO9000・ISO14000の取得
購買・工程管理（5M  :  （材料、工法、計測法、設備、人）変更
情報、不適合処置）

納期 ● 生産計画　●  進捗・物流管理

情報保護 ● 個人・機密情報　●  知的財産　●  PCセキュリティ

●サプライヤー監査
　人権・労働環境についてリスクの高い地域にある海外のサプライヤーさまを対象に、CSR取り組みの状況を定期的に監査し
ています。専門調査会社に委託し、「サプライヤーさまへのお願い」に基づく11分野132項目について監査しており、監査結果
はサプライヤーさまとも共有し、必要に応じて改善を促すとともに、「企業調査」における調査項目の見直しなどにも役立てて
います。
　また、オリンパスでは、現場確認によってサプライヤーさまにおける生産能力などを把握し、「サプライヤーさまに過剰な負
荷をかける発注は行わない」ことを方針としており、当社に起因する労働トラブルの未然防止に努めています。2015年度にお
いても当社に起因する労働トラブルはありませんでした。

●「紛争鉱物問題」への対応
　オリンパスグループは、紛争鉱物※問題に関する国際的な取り組みに賛同し、オリンパスグループを代表してオリンパス株式
会社がJEITA（一般社団法人電子情報技術産業協会）の「責任ある鉱物調達検討会」に参加しています。また、「調達方針説明
会」で紛争鉱物問題を取り上げるなどサプライヤーさまと協力してサプライチェーンの透明性を確保し、人権侵害に加担する
ことのない部品・材料の調達を進めていきます。

※ 紛争鉱物
アフリカのコンゴ民主共和国およびその周辺国で採掘される鉱物（タンタル、錫、タングステン、金）。内戦が続いているコンゴ民主共和国では、武装勢力が
これらの鉱物を活動の資金源とし、深刻な人権侵害（児童労働、性的暴力など）や環境破壊を引き起こしています。米国では武装勢力の資金源を断つため、
2010年7月に金融規制改革法を制定し、これら4つの鉱物を紛争鉱物と定め、紛争鉱物を使用している米国上場企業に対して米国証券取引委員会への報告
を義務づけました。また、経済協力開発機構（OECD）による「紛争鉱物デューディリジェンス・ガイダンス」の発行など、国際機関、政府、NGO、業界団体による
問題解決に向けた取り組みも進んでいます。

WEB サプライヤーさまへのお願い  http://www.olympus.co.jp/jp/common/pdf/procurement_request.pdf

http://www.olympus.co.jp/jp/common/pdf/procurement_request.pdf
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CSR経営に関する外部評価（2015年度）

　オリンパスは、世界の優良企業を選定した社会的責任投資指数「FTSE4Good（フィッチー・フォー・グッド）Global Index 
Series」に選定されています。

FTSE4Good Global Index Series

　オリンパスは、「MS-SRI（モーニングスター社会的責任投資株価指数）」に選定されています。
MS-SRI

　オリンパスは2004年10月、国連が提唱する「グローバル・コンパクト」10原則に賛同し、参加を表明しました。
　グローバル・コンパクト（GC）は、各企業が責任ある創造的なリーダーシップを発揮することによって、社会のよき一員とし
て行動し、持続可能な成長を実現するための世界的な枠組みづくりに参加する自発的な取り組みです。
オリンパスは、このGC10原則の考えを企業行動憲章や各種方針に反映し、実践に向けた取り組みを
行っています。
　また、2009年からはGCの気候変動に関するイニシアティブのメンバーとして「Caring for Climate」
にも賛同し署名しています。

外部イニシアティブへのコミットメント

■ 下請法遵守のための教育
　下請法を重要法令の一つと位置づけ、法令遵守を進めています。2015年度は、前年度に制定した下請法遵守に関する社内
規程について、記述内容を最新の実態に沿うように改訂しました。
　また、同規程の徹底を図るために、eラーニングを実施するとともに、主要3事業の調達機能部門に対する社内説明会を開催
しました。今後も継続的に教育の内容や方法を見直し、下請法遵守のプロセスを強化していきます。

■ 内部通報制度の利用範囲拡大
　2012年6月より、サプライヤーさまもオリンパスの通報受付窓口「コンプライアンスヘルプライン」を利用できるようにして
います。Webサイトでのご案内と合わせ、「調達方針説明会」などを通じて積極的な活用を働きかけています。
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基本的な考え方・方針

人事労務問題に関する責任体制

　オリンパスは、「オリンパスグループ人権と労働に関する方針」（p44参照）の一つに「公平な機会の提供」を掲げ、「従業員は
オリンパスにとってかけがえのない財産であると考え、その限りない可能性を発揮する機会と能力を向上させる機会を提供す
るため、従業員一人ひとりの多様性、人格、個性、人権を尊重し、能力に応じた雇用、能力開発、昇進の機会を公平に提供します」
と明記し、その実践に努めています。
　なお、雇用にあたっては、長期雇用を前提とし、職能資格給制度に基づき、長期にわたって職能の伸長を目指す人事制度を
採用しています。

労働慣行とディーセントワーク│雇用／労使関係

基本的な考え方

推進体制

　オリンパスグループの人材戦略、人材育成および労務管理など人事労務に関しては、社長を最高責任者とし、人事労務担当
役員が統括しています。関係会社や事業グループが同一事業場に存在することもあるため、事業場ごとに事業場長を置き、人
事労務関連方針・施策の徹底を図っています。

雇用・労務管理体制

…… グループの人事戦略・人材育成に関する
制度などに関する諮問、昇格審議など

…… 各事業場に
おける労務
管理など

…… 人事戦略・制度の立案・推進

関係会社／事業グループなど　職制

人事部

人事労務担当役員

人材小委員会

人材委員会

社長

事業場長 事業場長事業場長事業場長

制度・仕組み

　オリンパスは、積極的に障がい者の雇用を推進しています。2009年4月には、特例子会社※オリンパスサポートメイト（株）を
設立。障がい特性や業務に即した雇用環境、雇用条件を実現し、継続的な雇用に努めています。

障がい者雇用

※ 特例子会社
障がい者の雇用に特別な配慮をし、日本の「障害者の雇用の促進等に関する法律」第44条の規定により、厚生労働大臣の認可を受けて、親会社の一事業所と
見なされる子会社のこと。
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オリンパス（株）・オリンパスメディカルシステムズ（株）の2社合計
※1　2016年3月31日時点の正社員＋契約社員
※2　定年退職者103人を含む
※3　2016年3月末時点。OTグループ全体：オリンパス、オリンパスメディカルシステムズ、オリンパスメディカルサイエンス販売、

オリンパスソフトウェアテクノロジー、NOC日本アウトソーシング、長野オリンパス、オリンパスサポートメイト

高齢者雇用
　国内では、60歳の定年退職後も就業を希望する社員について、65歳まで継続雇用する制度を設けています。

福利厚生制度
　国内では、医療・育児介護・自己啓発などに関わる従業員の費用負担を軽減する福利厚生メニューを用意しています。特に、
訪問介護・訪問入浴・ベビーシッター・託児所・語学学習については、重点施策と位置づけ、より手厚い支援を行うなど補助が必要
な従業員や自己啓発意欲のある従業員を支援しています。

労使協議
　オリンパスの経営陣は、オリンパス労働組合と、年に2回の中央労使協議会をはじめ、中央、各事業場ごとに、定期的に労使協
議の機会を設けて労働条件の改善や企業風土改革について討議しています。
　2015年度は、労使協議において「基本給の改定」などを話し合い、合意に達しました。
　2016年5月15日現在、労働組合には管理職以外の従業員4,983名が加入しており、加入者率71%です。

業務変更を実施する際の最低通知期間
　オリンパスは、人事異動などを実施する場合、従業員の生活に影響をおよぼす可能性を踏まえ、原則として通知後1カ月の準
備期間をおくことを労働協約に定めています。

雇用関連データ

2015 年度 内訳

従業員数※1（人） 6,725
性別

男性 女性
5,787 938

年代別
～20代 30代 40代 50代～

735 2,172 2,177 1,641

新規雇用者数（人） 291
性別

男性 女性
229 62

年代別
～20代 30代 40代 50代～

198 86 7 0

離職者数※2（人） 182
性別

男性 女性
151 31

年代別
～20代 30代 40代 50代～

13 42 13 114

出産・育児休暇後の復職率（%） 97.8 性別
男性 女性
100 97.5

出産・育児休暇後の定着率（%） 93.5 性別
男性 女性
97.2 91.2

障がい者雇用率※3（%） 1.89
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労働慣行とディーセントワーク│労働安全衛生

　オリンパスは、労働災害を防止し、健康的で活力ある職場環境を維持していくために、「オリンパスグループ行動規範」（p23
参照）において「安全衛生の確保」を明記するとともに、「全社安全衛生 基本方針」を定めています。

労働安全衛生

全社安全衛生 基本方針

1．社員の心身の健康をサポートし、安心して働くことのできる職場づくりを推進する。
2．労働安全衛生法、その他関連規則を遵守し、会社としての従業員の健康管理及び安全配慮義務を果たす。
3．労働災害防止に向けた、職場における危険防止活動の実行を推進、サポートする。

基本的な考え方・方針

　「全社安全衛生 基本方針」を遂行していくために、国内では人事部
長を委員長とする「全社安全衛生推進委員会」を設置しています。
委員会を構成するメンバーは、本社の各事業場、関係会社に設置さ
れた安全衛生委員会と労働組合の代表者、および各拠点の専属産
業医です。
　全社安全衛生推進委員会では、各拠点の安全衛生・健康管理全般
の活動を把握するとともに、労働災害の原因・対策、再発防止策を共
有し、その改善策の指針や関連する法改正情報を全拠点に提示する
ことで、グループ全体の活動のレベルアップを図っています。
　海外では、各国の法令規則遵守を基本として活動を進めています。

　オリンパスは、「全社安全衛生 基本方針」に基づき、毎年、年初に労働安全衛生、健康管理に関する「活動方針」を定め、PDCA
サイクルを活用した活動を推進しています。
　2012年度以降は労働災害が増加傾向にあるため「労働災害件数の削減」を重点テーマに各種の施策を推進してきましたが、
2015年度は48件と前年度から10件減少しました。
　2016年度は、引き続き、安全衛生を推進する組織体制の強化を図ります。特に化学物質の管理体制強化には力を入れていく
予定で、要員も確保し、各拠点でのリスクアセスメント、教育活動を推進していきます。

全社安全衛生推進委員会

委員長

事務局

オリンパス事業場および
関係会社安全衛生委員会

人事部長

人事部健康・
安全衛生グループ

安全衛生推進体制

安全衛生推進活動
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※国内オリンパスグループが対象
　派遣社員を含む労働者数（平均合計）×1,920…①
　業務災害（休業）÷①×1,000,000＝度数率

業務災害件数（休業／不休）
不休災害休業災害

（年度）2011 2015201420132012

30

25

20

15
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5

0

1919
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1616

4

12

2020

3

17

2626

9

17 1515

5

10

（件）
0.8

0.6

0.4

0.2

0 2011 2015201420132012 （年度）

0.59
0.65

（度数率）

0.29
0.22

0.34

労働災害度数率

死亡災害件数
2011 年度 2012 年度 2013 年度 2014 年度 2015 年度

死亡災害件数 0 0 0 0 0

　産業保健としての健康管理活動に加え、健康保険組合と協力して、従業員の健康増進活動を支援しています。２０１５年度には
「ココロとカラダ いきいきプロジェクト」を開始し、（1）生活習慣病の予防、（2）がんの早期発見、（3）ココロの健康障害の防止を
重点に活動を推進しています。

健康管理

ココロとカラダ いきいきプロジェクト2015
■ 活動の基本方針

私たちは心身ともに健康で活力に満ちた組織風土づくりを
推進し、一人ひとりの「健康と幸せな生活の実現」を目指し
ます。

■ 重点活動
（１）生活習慣病の予防
（２）がんの早期発見
（３）ココロの健康障害の防止

基本的な考え方・方針

　事業所の規模に応じて、専属産業医、保健師、看護師を配置し、健康管理体制の整備・強化を図っています。
　また、健康保険組合では、がん検診の実施、生活習慣病予防、個人の健康増進活動を積極的に支援しています。

健康管理の支援体制

あなたとご家族
高い健康意識と

適切な生活習慣の実現

グループ会社
健康で活力に満ちた
職場環境の実現

健保
社員・家族の
健康増進の実現

健康と幸せな
生活の実現

（コラボヘルス）

協業

健康増進活動
医療費適正化

健康への投資
活力・生産性の向上
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　健康保険組合と協力し、定期的な健康診断のメニューの充実を図っています。オプション検診では内視鏡検査を導入しています。
また、生活習慣病改善に向けた「運動セミナー」や「禁煙セミナー」などのイベント、メンタルヘルスを含む健康相談などを実施してい
ます。
　海外に出向している駐在員にも定期的な健康診断を義務づけ、本人だけではなく、家族の健康管理もフォローしています。担当
の産業医、保健師・看護師を配置し、赴任時、帰国時の面談の実施、日常的な健康相談対応も行っています。また、産業医による現地
訪問も定期的に行い、駐在員の健康管理活動の充実を図っています。

　健康診断では、内視鏡などを用いた「がん検診」を充実させ、がんの早期発見を支援しています。
● 「がん検診」の費用は健康保険組合がほぼ全額を負担（肺がん検診と脳ドックのみ半額自己負担）
● 35歳以上の従業員は、胃部内視鏡および大腸内視鏡検査によるがん検診が可能
● 婦人科（乳がん、子宮がん）検診は年齢制限なく受診可能
● 30歳以上の被扶養者も従業員と同様に受診可能

■ 健康診断、健康相談

■ がん検診

医療職の人数と役割
本社事業場 本社支店・営業所 関係会社・販売会社 役割

統括産業医 ○ ○ ○ ●
●
●

就労判定・面談
過重労働、メンタル対応
契約産業医フォロー

専属産業医
5名 ○ ○ ○

保健師・看護師
25名

（本社雇用と関係会社雇用）
○

（13名）
○

（3名）
○

（9名）
●
●
●

事後措置
特定保健指導
健康支援セミナー

カウンセラー
精神科医

（契約：3名）
○ ー ○

本社事業場内勤務者 ● 産業医、医療職との連携

契約産業医
8名 ー ○

（一部）
○

（基幹工場） ● 専属産業医、医療職との連携

がん検診制度
検査項目 対象 健保費用補助 受診勧奨※年

胃がん（内視鏡） 35歳以上 全額 2年に1回

胃がん（ペプシノゲン検査） 35歳以上 全額 胃内視鏡を受診しない年

大腸がん（内視鏡） 35歳以上 全額 3年に1回（40歳以上）

大腸がん（便潜血検査） 35歳以上 全額 大腸内視鏡を受診しない年

乳がん・子宮がん 全年齢女性 全額 2年に1回

前立腺がん（PSAマーカー） 50歳以上男性 全額 2年に1回

腹部超音波検査 40歳以上 全額 2年に1回

肺がん（肺ヘリカルCT） 40歳以上 半額（上限5,000円税込み） 個人の判断で受診

※受診勧奨：対象年齢から一定年（項目により異なる）未受診者に対して実施（コール・リコール）
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　法改正によって義務づけられたストレスチェックの体制づくりに注力するほか、以下の４つのケアを組み合わせて、予防措置から不
調者対応、復職までを支援しています。
● ｅラーニングなどを活用したメンタル教育の実施（セルフケア）
● 産業保健スタッフによる相談対応と日常的なケア（ラインケア、スタッフケア）
● 外部の心理カウンセラーによる相談対応、セミナーの開催（外部専門家によるケア）

■ メンタルヘルス

労働安全衛生の取り組み

重点テーマ
重点取り組み

2015 年度 2016 年度

労働災害件数の削減

●

●
●
●

リスクアセスメントの強化
● ヒヤリハット活動の推進・強化
● リスク低減策の立案、実施、評価
保護具着用の徹底
災害発生時の再発防止措置の徹底
災害防止に向けた啓発活動の促進

●
●

●

●
●
●

労災発生時の責任区分の明確化
重大労災およびそれに準ずる労災発生時の経営への
報告と再発防止の水平展開
危険予知訓練、リスクアセスメントの原点に立ち戻っ
た活動
災害発生時の再発防止措置の徹底
災害防止に向けた啓発活動の促進
転倒災害防止に向けた職場環境の点検と啓発活動の
促進（厚生労働省「STOP！転倒災害プロジェクト」の
推進）

法令遵守の徹底
●
●

法改正対応
安全衛生委員会の適正な運営

●
●
●

化学物質のリスクアセスメント対応
厚生労働省通達などによる新規改正事項への対応
安全衛生に関するマネジメントシステム（OISなど）の整備

健康増進活動（データヘルス）
展開支援

● 健康管理活動の推進
● �健康診断（定期・特殊・特定業務など）と事後措置対

応の徹底
● �過重労働対象者の把握・医師による面談実施の徹底
（管理職含む）

● �健康管理活動の強化に向けた従業員啓蒙活動の
推進

● 健康管理活動の推進
● �健康診断（定期・特殊・特定業務など）と事後措置対

応の徹底
● �過重労働対象者の把握・医師による面談実施の徹底
（管理職含む）

● �健康管理活動の強化に向けた従業員啓蒙活動の
推進

● �健康管理・メンタルヘルス施策の標準化

メンタル対応

●メンタルヘルス対策の促進
● �メンタル教育の拡充（階層別の教育などの検討など）
● �長時間労働実態などを通じた職場状況の把握と課

題討議
● �ストレスチェック（法改正）の準備と実施
● �パワハラ防止活動の推進

●メンタルヘルス対策の促進
● �メンタルヘルスストレスチェック制度の導入
● �メンタル教育の拡充（階層別の教育などの検討など）

海外健康管理 ●
●

産業医の現地視察とセミナー実施
駐在員の健康診断結果の把握とフォロー体制の構築

●
●

産業医の現地視察とセミナー実施
駐在員の健康診断結果の把握とフォロー体制の構築
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労働慣行とディーセントワーク│研修・教育

基本的な考え方・方針

　オリンパスは、最も重要な経営資源は「人」であると考え、個を尊重するとともに、経営環境の変化にスピーディーでシステマ
ティックに適応できる組織を目指しています。そのためには、一人ひとりが豊かな社会性を備えた自立性ある職業人として自ら
を変革し、社会の変化に対応できるようになることが大切です。
　また、こうした従業員の持つ意欲と活力を信頼し、その個性と能力によって達成した成果を正当に評価し、適正に処遇すること
も重要です。そこで、人事制度においては、個々の従業員に求められる成果や能力を能力開発ガイドラインとして定めるととも
に、目標管理制度（MBO-S）を導入して従業員の能力開発を支援しています。

人事制度の基本的な考え方

推進体制

　オリンパスは、2016年4月、国内グループ従業員の教育、キャリア開発に関わる戦略の立案から体系的なプログラムの企
画・実施までを統括する「教育統括部」を設置しました。

研修・教育推進体制

■ 教育統括部の役割
教育統括グループ	 ①国内グループ教育体系の管理
	 ②経営層・経営幹部候補者向け教育の企画・実施
キャリア開発グループ	 ①国内グループ共通の階層別教育の企画・実施
	 ②部長層以下のリーダーシップ開発施策の企画・実施
	 ③従業員のキャリア形成支援施策の企画・実施
一般教育グループ	 ①国内グループ共通の一般知識教育の企画・実施
	 ②海外駐在員向け教育の企画・実施
	 ③全社eラーニング事務局

制度・仕組み

　オリンパスは、従業員が主体的に業務や能力開発のテーマを考え、目標に向かって成長していけるよう、独自の目標管理・評
価制度「MBO-S」を活用しています。従業員は、半期ごとに上司と面談し、定量的・定性的な目標の達成度を確認するとともに、
次の半期の目標を立てていきます。
　こうした面談を繰り返しながら能力向上を図ることで、一時的な業績向上だけでなく、従業員個人と会社が中長期的な成長を
目指し続けることができます。

目標管理・評価制度「MBO-S※」

※ MBO-S
「Management by objectives and self-control」の略称。対象者は海外を含むオリンパス（株）の正社員で非管理職の約5,200名。
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　オリンパスは、社内教育制度「オリンパスカレッジ」を設置しています。「マネジメント関連研修」「ビジネス関連研修」「テクニカ
ル関連研修」「グローバル関連研修」などで構成され、年間250以上の講座を実施しています。

　オリンパスでは、製造現場の技能者を付加価値を生み
出す重要な源泉と考えており、その技能レベルを6段階に
区分し計画的にレベルアップを図っています。レベル1の
新入社員からレベル3までを一般技能者とし、レベル4以
上は高い技術技能を持つ「高度技能者」として認定します。
レベル4を「Manufacturing Advisor（MA）」、レベル5を

「Manufacturing Supervisor（MS）」、そして、最高位のレ
ベル6を「Manufacturing Master（MM）」と称しています。
新入社員からMMに至るまで、レベルに応じた育成を計画
的に行っています。

　オリンパスは、海外の製造拠点における人材育成を積極的に推進しています。たとえばデジタルカメラや顕微鏡製品を製造
している中国の深圳工場では、レンズ研磨とレンズコーティングの工程で、日本の国家検定を参考に社内技能検定制度を導入
しています。また、深圳工場とベトナム工場では、接着とはんだ付けの作業をするための資格認定制度として、日本の作業認定
制度を導入しています。これらの取り組みにあたっては、日本の第一人者が現地に赴き、指導と認定試験を実施しています。

能力開発制度「オリンパスカレッジ」

ものづくり人材育成制度

海外におけるものづくり人材の育成

レベル1

レベル2

レベル3

レベル4
MA

レベル5
MS

レベル6
MM

高度技能者

技能グランプリ挑戦、
社外指導、
技能道場での指導

一般技能者

OTSや
技能道場で研修、
社内外の
技能検定挑戦

オリンパスの高度技能者育成制度の技能レベル



OLYMPUS	 CSR REPORT 2016

42

トップメッセージ 特集 オリンパスの概要 ガバナンス 社会側面 環境側面 トップメッセージ 特集 オリンパスの概要 ガバナンス 社会側面 環境側面

労働慣行とディーセントワーク│多様性と機会均等

基本的な考え方・方針

　オリンパスは、グローバル化する事業において新たな価値を創造し続けるためには、多様な能力とバックボーン、ライフスタ
イルを持つ人材に活躍の機会を提供し続けることが重要と考え、「オリンパスグループ行動規範」（p23参照）において人材の

「多様性を尊重」することを明記しています。オリンパスは、この行動規範に基づき、あらゆる企業活動において、人種、信条、性
別、年齢、社会的身分、門地、国籍、民族、宗教または障がいの有無などに関する差別を行いません。

基本方針

推進体制

　オリンパスは、多様な人材の活躍を支える制度、施策を適切に立案・運用していくために、人事部門が中心となって従業員や
労働組合との対話の場を設けています。たとえば、2015年度は、在宅勤務制度の適用範囲の拡大などについて議論し、トライア
ル実施を経て制度の拡充に生かしました。

多様な人材の活躍に向けた推進体制

制度・仕組み

　採用および昇格・昇給において、性別による差別はなく、高い専門能力とモラルを兼ね備えた人材を積極的に活用していま
す。2016年6月末現在、22名の女性管理職が活躍しており、管理職候補の女性従業員も125名にのぼるなど、年々女性の比
率が高まっています。また、2016年6月末現在、1名の女性社外取締役を選任しています。
　また、国籍に関わらず、優れた人材を適材適所で積極的に活用しています。

人材の多様性

　オリンパスは、育児や介護などの事情を持った従業員がその能力を存分に発揮し、積極的にキャリアを継続できるよう、2011
年から国内グループ会社を対象にワークライフ・インテグレーション活動を推進しています。これは、仕事と生活の両立を実現す
るワークライフバランスの施策を発展させ、仕事と生活の相乗効果をもたらすことを目標としており、（1）ダイバーシティの推進、

（2）次世代育成支援、（3）労働生産性向上、（4）健康増進、の4つのテーマでさまざまな施策、制度を導入しています。
　2016年4月には、在宅勤務制度をより多くの従業員が活用できるよう、適用対象を裁量労働制職場からそれ以外の職場にま
で拡大し、就業規則・労働協約を改定しました。

ワークライフ・インテグレーション

　オリンパスは、次世代育成支援対策推進法（次世代法）に基づいて、一般事業主行動計画を策定しています。
次世代法に基づく行動計画

WEB 次世代育成支援対策推進法に基づく一般事業主行動計画  http://www.olympus.co.jp/jp/csr/innovation/lively/actionplan/

WEB ワークライフインテグレーションの推進  http://www.olympus.co.jp/jp/csr/innovation/lively/support/index.jsp

http://www.olympus.co.jp/jp/csr/innovation/lively/support/index.jsp
http://www.olympus.co.jp/jp/csr/innovation/lively/actionplan/
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　次世代育成支援対策推進法（次世代法）に基づき、行動計画を策定した企業のうち、行動計画に定めた目標を
達成し、一定の基準を満たした企業は、申請を行うことによって「子育てサポート企業」として、厚生労働大臣の
認定（くるみん認定）を受けることができます。 
　オリンパスは、2016年3月、「くるみん認定企業」として厚生労働大臣から認定されました。

くるみんマークを取得

　オリンパスは、2015年8月に成立した「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律（女性活躍推進法）」に基づいて、
一般事業主行動計画を策定しています。

女性活躍推進法に基づく行動計画

WEB 女性活躍推進法に基づく一般事業主行動計画  http://www.olympus.co.jp/jp/csr/innovation/lively/woman/

http://www.olympus.co.jp/jp/csr/innovation/lively/woman/
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人権

　オリンパスは、国連の世界人権宣言やグローバル・コンパクトへの支持を表明しています。また、これら国際的なイニシアティ
ブを企業行動として実践していくために、「オリンパスグループ企業行動憲章」「オリンパスグループ行動規範」（p23参照）に「人
権尊重」を明記するとともに、「オリンパスグループ人権と労働に関する方針」を定め、人間尊重の経営に努めています。また、ビ
ジネスパートナーにも人権擁護を求めています。

　オリンパスは、サプライヤーさまに対して、人権尊重や反社会的勢力排除などの法令・社会規範の遵守、汚職・賄賂などの禁
止、公平・公正な取引の推進、環境への配慮などを盛り込んだ「サプライヤーさまへのお願い」を定め、国内外の主要なサプライ
ヤーさまを対象に、毎年1回、Webシステムを活用して企業調査を実施しています（p32参照）。また、CSR取り組みの状況を定
期的に確認しています。

基本方針

サプライヤーさまとの取り組み

基本的な考え方・方針

制度・仕組み

オリンパスグループ人権と労働に関する方針

オリンパスグループは、すべての企業活動の基本理念である「Social IN」および企業行動憲章に基づき、1948年に国際連合によって採択された
世界人権宣言、及び、国際連合によるグローバル・コンパクトの人権・労働に関する原則など人権についての国際規範を支持し、人間尊重の経営を
行うことを約束します。また、オリンパスのビジネスパートナーにも人権擁護を期待します。

1．公平な機会の提供
オリンパスは、従業員はオリンパスにとってかけがえのない財産であると考え、その限りない可能性を発揮する機会と能力を向上させる機会を提
供するため、従業員一人ひとりの多様性、人格、個性、人権を尊重し、能力に応じた雇用、能力開発、昇進の機会を公平に提供します。

2．安全で働きやすい職場環境の確保
オリンパスは、心身ともに健康的で安全かつ衛生的な職場づくりに努め、一人ひとりが活き活きと働くことのできる環境を提供します。

3．人権の尊重
オリンパスは、その影響の及ぶ範囲で国際的に宣言されている人権の擁護を支持し、尊重し、人権侵害に加担しないことを約束します。

4．労働者の権利の尊重
オリンパスは、各国法律及び慣習に従って労働組合を結成する労働者の権利、団体交渉を行う権利を尊重します。

5．強制労働の排除
オリンパスは、その製品又はサービスを提供するにあたりいかなる種類の強制労働も用いないことを約束します。

6．児童労働の排除
オリンパスは、各国の最低年齢法と要求を遵守し、児童労働を用いないことを約束します。

7．差別の排除
オリンパスはあらゆる企業活動において、人種、信条、性別、年齢、社会的身分、門地、国籍、民族、宗教または障がいの有無などの理由による差別を
しないことを約束します。
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　オリンパスは、自社における人権問題への取り組みを検証し、さらに強化していくために、2012年から特定非営利活動法人 
経済人コー円卓会議日本委員会が主催するマルチステークホルダー・エンゲージメントプログラム「人権デューディリジェンス
ワークショップ」に参加し、業界ごとに重要となる課題の把握に努めています。2014年には、同委員会と国連「人権と多国籍企業
およびその他の企業の問題」に関するワーキンググループが主催する「2014CSRリスクマネジメントに関する国際会議」を協賛
し、「ビジネスと人権」に関して討議しました。2015年度は、引き続き「人権デューディリジェンスワークショップ」に参加し、製造業
における重要な人権課題をバリューチェーンに沿って抽出しました。

人権デューディリジェンス

　セクシュアルハラスメントやパワーハラスメントなど、人格を傷つけるハラスメント全般の行為の防止と発生時の早期かつ的確
な解決に取り組むために、各事業場に「ハラスメント相談窓口」を開設しています。関係会社にも同様の窓口を設置しています。
　対応にあたっては、相談者や被害者のプライバシー保護、内容の秘匿性の担保、相談による不利益な処遇を禁止することなど
を明記したマニュアルを活用し、適切な対応を心掛けています。

ハラスメントの防止

WEB 経済人コー円卓会議日本委員会　報告書・関連資料  http://www.crt-japan.jp/project-overview/stakeholder_engagement/report_doc/

http://www.crt-japan.jp/project-overview/stakeholder_engagement/report_doc/


OLYMPUS	 CSR REPORT 2016

46

トップメッセージ 特集 オリンパスの概要 ガバナンス 社会側面 環境側面 トップメッセージ 特集 オリンパスの概要 ガバナンス 社会側面 環境側面

制度・仕組み

公正な事業慣行

贈収賄の防止
　オリンパスは、国内外を問わず公務員および政府関係機関役職員（国際機関を含む）を含めた全てのお取引先さまに対し、贈
収賄を疑われる行為を行いません。重要法令類に基づき社内規程を定め、その教育を徹底するとともに、社外との取引や社内
の稟議決裁におけるルールを厳格化し、かつプロセス管理を行うことで、賄賂と見なされる可能性のある行為の未然防止に努
めています。
　また、オリンパスグループでは贈収賄防止に関する指針を制定し、以下の「オリンパスグループにおける贈収賄防止に関する
指針へのご理解とご協力のお願い」とともに、2015年4月より当社Webサイトで公開しています。

オリンパスグループにおける贈収賄防止に関する指針へのご理解とご協力のお願い

私たちオリンパスグループは「企業行動憲章」に則り、いかなる場面においてもコンプライアンス精神を尊び、法令、社会規範、および社内規則に反す
る行為を容認しないことを、全ての経営陣および社員一人ひとりに徹底しています。オリンパスは、いかなる地域で事業を行う場合も、高い倫理観を持
ち、全ての業務において、誠実かつ倫理的な方法で事業を行うことを確約しております。

グローバルでの法令適用や社会倫理観が厳しくなっている贈収賄および公正競争関連においても、当社では厳格な方針を採り、防止のための有効な
仕組みを構築し運用を行っております。

この度、当社の贈収賄防止に対する基本的な考え方をあらためてお知らせし、お取引先さまにご理解いただきたい事項をまとめた指針を制定いたし
ました。コンプライアンスの徹底は当社の努力だけで成るものではなく、お取引先さまのご理解とご協力が不可欠であるとの考えでおります。

お取引先さまにはこの指針をご確認いただき、ご協力をいただけますようお願い申し上げます。

反社会的勢力の排除
　オリンパスは、暴力団など社会の秩序を脅かす反社会的勢力とは関わりを持たず、これらの活動を助長する行為は行いま
せん。
　反社会的勢力からの不当要求には、法律に則して毅然と対応します。2012年7月には、当社および国内グループ会社を対象
に「反社会的勢力排除規程」を制定し、原則、全ての新規お取引先さま（販売先、サプライヤー、共同研究先など）と反社会的勢力
の排除に関する条項を盛り込んだ契約書または覚書を締結しています。
　また、同規程の制定前から取引のあるお取引先さまとも、契約更新時などに同様の覚書を結ぶようにしています。

インサイダー取引の防止
　オリンパスは、証券市場の公正性および健全性の確保、株主や投資家の方々の信頼確保のために、インサイダー取引の防止
に努めています。業務上知り得た未公開情報を利用して株式売買を行わないことなどを2012年6月に制定した「インサイダー
取引防止規程」およびその細則に明記し、従業員に対して継続的に教育を行っています。
　また、役員・従業員が自社株式を売買する際は、自社株式売買届出書を提出するなどの自社株式売買ルールを定め、徹底を
図っています。
　2015年度は、インサイダー情報に触れる機会の多い本社部門の従業員を対象に、東京証券取引所から講師を招いて年2回
研修を開催したほか、新入社員研修でもインサイダー取引防止に関する研修を実施しました。

WEB オリンパスグループにおける贈収賄防止に関する指針  http://www.olympus.co.jp/jp/csr/integrity/fairness/anti-bribery/compliance.jsp

http://www.olympus.co.jp/jp/csr/integrity/fairness/anti-bribery/compliance.jsp
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適正な貿易
　オリンパスは、国際的な平和と安全を維持するため、国内外の安全保障貿易関連法令や相手国の関係法令を遵守し、輸出入を
行っています。経済産業省の指定するコンプライアンスプログラムに準拠した輸出管理体制を構築し、2007年からAEO※事業者
として承認され、輸出管理に優れた企業として優遇措置を受けています。この体制を維持・強化するため、外部講師による役員研
修をはじめ、輸出入業務に携わる機会の多い従業員に対する専門研修、日本国内のほぼ全ての役員および従業員を対象とした
基礎的な内容のeラーニングを実施しています。
　また、緊迫する国際情勢を背景とする規制強化や域外適用法令に対応し適正な貿易を維持するため、地域統括会社との連携
を強め、規制や製品・技術に関わる情報を共有し、グローバルな体制の整備を進めています。
　こうした取り組みの一環として、2015年度は、欧州、米州、アジアの各地域統括会社における貿易管理の実態を調査し、グロー
バルでの管理レベルのさらなる向上に向けた中期計画を策定しました。同時に、適正な貿易を維持するためのグループ共通ルー
ル（オリンパスグループ安全保障輸出管理指針）の制定にも着手しました。
　一方、適正な貿易という観点では、輸入品に対する適正な納税も会社としての重要な責務です。そのため、海外から調達する
製品・部品に対して、納税額の基礎となる輸入申告価格を原則として発注前に貿易管理部が確認することとしました。従来は各
部門で実施していた輸入申告価格の確認を専門知識のある貿易管理部で一元的に行うことで、不適切な価格での輸入申告や
修正申告の未然防止に取り組んでいます。

※ AEO（Authorized Economic Operator）制度
国際物流におけるセキュリティ確保と円滑化の両立を図り、貨物のセキュリティ管理と法令遵守の体制が整備された事業者に対し、税関手続の緩和・簡素化策
が提供される制度。日本では税関により認定される。

適正な貿易の維持に向けた教育の実施状況（国内・2015年度）
対象者 目的・内容 受講者数

役員 輸出管理の重要性とリスクの理解を促すために外部講師が輸出管理の概要を説明 24名

輸出入業務に携わる機会の多い従業員
（海外営業部門、調達部門、技術開発
部門などが中心）

重要な関連法令の概要や規制内容、実務上の注意点、社内外違反事例の解説。技
術開発部門の従業員に対しては輸出時に経済産業省の許可が必要なものかを判
断する該非判定の実際や、試作品を輸入する際の注意事項を中心に説明

輸入教育 340名

輸出教育 179名

日本国内勤務のほぼ全ての役員および
従業員（関係会社を含む） 輸出入管理の基礎知識（eラーニング） 9,152名
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医療事業における情報開示
　内視鏡をはじめ医療機器を開発・生産するオリンパスは、2015年4月に施行された「人を対象とする医学系研究に関する倫理指
針」に対応するため、医学系研究の実施にあたっては「倫理委員会」を開催し、倫理、科学、信頼性、利益相反などの観点からその妥
当性を審査しています。倫理委員会を構成する委員を研究に直接関与しない社内外の有識者とすることで、同委員会の独立性を
確保しています。審査の対象は、当社および国内グループ会社が実施する、倫理指針が適用される全ての医学系研究で、倫理委
員会の規約、名簿、議事録要旨を厚生労働省の「研究倫理審査委員会報告システム」へ登録することにより公開しています。
　また、日本医療機器産業連合会（JFMDA）の会員会社として、同連合会の「医療機器業界における医療機関等との透明性ガイド
ライン」に沿って、「オリンパスと医療機関等との透明性に関する指針」を定め、2013年2月からWebサイトで公開しています。オリ
ンパスは、医療機関などとの関係においても、公正で適正な判断の下で企業活動を行っていることをご理解いただくため、この指
針に従って医療機関などへの年度ごとの支払費用の情報を2013年度以降、Webサイト上で公開しています。
　また、2015年11月には、自社医療製品・サービスに関わる価値の創出活動および提供活動を適正に行うための戦略を立案・推
進する「メディカルアフェアーズ本部」を設置し、さらなるコンプライアンス体制の強化に向けた取り組みを推進しています。

オリンパスと医療機関等との透明性に関する指針

1．基本的考え方
オリンパスグループは、「Social IN」という経営理念のもと、企業も社会の一員であることを強く意識し、世界中の多様な価値観をもつ人々に必要
とされる存在として、人々の健康と幸せな生活を実現するために、常に社会の求める価値を提供し続けます。又、自ら定めた「オリンパスグループ企
業行動憲章」において、法令遵守はもとより、高い倫理観をもち、全ての経営陣および社員一人ひとりが「何が正しいか」を考え、責任ある行動をとる
ことを誓います。そして、いかなる場面においても、コンプライアンス精神を徹底し、法令、社会規範、および社内規則に反する行為を容認しません。
医療機関等との関係においても、この倫理観に従い、公正で適正な判断のもとで企業活動を行っていることを広く社会にご理解いただくために、日
本医療機器産業連合会（JFMDA）の会員会社として、当連合会が定める「医療機器業界における医療機関等との透明性ガイドライン」に基づき、本
指針を定めるとともに、医療機関等への支払費用の情報を公開いたします。

2．適用範囲
■オリンパス
　日本医療機器産業連合会とその加盟団体の会員企業であるオリンパス株式会社及びオリンパスグループ国内関係会社
■医療機関等
　学会、大学医学部（付属病院）、病院及び診療所、技師会、研究所、研究会、その他医療とその研究開発治験を行う施設及び医療に従事する者

3．公開方法
当社ホームページにて、前年度分の関連情報を公開します。

4．公開時期
各年度における医療機関等への支払費用の情報を、当該年度の決算発表後に公開します。

5．公開対象
当社が公開対象とする医療機関等への支払費用の範囲は、「研究費開発費等」「学術研究助成費」「原稿執筆料等」「情報提供関連費」「その他の費
用」とします。

「公開対象」の詳細は、日本医療機器産業連合会（JFMDA）のWebサイトをご覧ください。

WEB JFMDA「透明性ガイドライン」  http://www.jfmda.gr.jp/promotioncode/pdf/120110_clear_02.pdf

http://www.jfmda.gr.jp/promotioncode/pdf/120110_clear_02.pdf
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情報開示の充実
　オリンパスは、全てのステークホルダーから正しい理解と信頼を得るために、「情報開示方針」に沿って、経営方針、財務状況、事
業活動状況、CSR活動などの企業情報を公正、適時適切かつ積極的に開示しています。
　2015年度は、2015年6月から適用が開始された「コーポレートガバナンス・コード」の主旨に賛同し、コードの各原則を踏まえて

「コーポレートガバナンスに関する基本方針」を策定し、その全文を適時開示により公表しました。また、取締役会の実効性を高め
ることを目的に、第三者の視点も加えて取締役会の自己評価を実施し、その分析結果の概要を当社Webサイトで公表しました。

情報開示方針

オリンパスグループ（以下、「オリンパス」という。）は、生活者として社会と融合し、社会と価値観を共有しながら、事業を通して新しい価値を提案し、
人々の健康と幸せな生活を実現するという考え方を「Social IN（ソーシャル・イン）」と呼び、すべての企業活動の基本思想としています。この思想に基
づき、株主やお客さまをはじめすべてのステークホルダーから正しい理解と信頼を得るために、経営方針、財務状況、事業活動状況、CSR活動などの企
業情報を公正、適時適切かつ積極的に開示します。

1．情報開示の基準
オリンパスは、情報開示にあたり、法令や当社の株式を上場している金融商品取引所の規則を遵守し、法令・規則によって開示を求められる情報を
開示します。また、法令・規則に開示の定めのない情報についても、オリンパスの企業価値に大きな影響を与える情報や、ステークホルダーの皆さ
まに有用と考えられる情報を、社内開示基準に基づき積極的に情報を開示します。

2．情報開示の方法
東京証券取引所の適時開示規則によって開示の定めのある情報については、同証券取引所が提供する適時開示情報伝達システム（TDnet）を通じ
て開示します。その後、この情報は速やかに当社ホームページ上に掲載します。また、法令・規則に開示の定めのない情報については、適時開示情報
伝達システム（TDnet）、当社ホームページ、説明会、印刷物など、最適な方法によって開示します。

3．情報開示上の配慮
オリンパスは、情報開示にあたり、個人情報保護に配慮するとともに、関係者の権利を侵害しないように配慮します。上記の方針に基づき、開示手続
き等に関する社内規程を定め、この方針に沿った情報開示を実行します。

（適用範囲）
このオリンパス情報開示方針はオリンパスグループ全社に適用されます。
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オリンパスグループ（以下、「オリンパス」という）は、すべての企業活動の基本である「Social IN」および行動憲章に基づき、オリンパスが取り扱う全て
の情報および情報システム（以下、「情報資産」という）を重要な経営資源の一つと認識し、これを適切に保護、管理し、積極的に活用します。また、これら
の活動は継続的に見直し、改善に努めます。

1．法令遵守
それぞれの国・地域において、情報セキュリティに関連する法令、指針、契約上の義務を遵守します。

2．情報の管理・保護
事業活動において、情報資産を適切に管理・保護します。また、悪影響をもたらす不適切な情報資産の利用や、情報資産の価値を損なうような行為

（改ざん、破壊、漏洩、悪用  等）を防止するための対策を講じます。

3．体制の整備
情報資産の適切な管理・保護を確実に実施するために、体制を整備し、責任を明確にします。

4．規程の整備
情報セキュリティの確保に向けて取り組むべき事項を明らかにし、社内規程として整備します。また、これらの社内規程やプロセス及び管理策を継
続的に見直します。

5．教育
情報資産を取り扱うすべての関係者に対して情報セキュリティに関する意識向上を図ると共に、情報セキュリティに関する必要な教育及び訓練を
実施します。

6．緊急時の対応
情報セキュリティに関する事故の予防に努めるとともに、万一事故が発生した場合は速やかに対応を行うとともに、必要な再発防止策を講じます。

オリンパスグループ情報セキュリティ方針

情報セキュリティ
　オリンパスグループは、情報の適正な取り扱いと保護は社会的責務であるとの認識の下、2011年3月に「オリンパスグループ情
報セキュリティ方針」を制定し、情報セキュリティの確保に取り組んでいます。
　具体的には、CSR委員会の傘下に「情報セキュリティ推進委員会」を設置し、そこで確認した活動計画を国内全社に展開するとと
もに、海外においては、欧州、米州、アジアの各地域統括会社に情報セキュリティマネジメントの責任者と管理者を置き、地域の事
情に合わせた活動を展開しています。
　また、従業員教育も継続的に実施しています。近年は、サイバー攻撃のリスクが高まっていることから、国内では全従業員を対象
に標的型攻撃メールへの対応方法や社内外のインシデント事例を学ぶeラーニングや、メールマガジン配信などの教育・啓発活動
に注力しています。eラーニングについては、2015年度は年2回実施し、いずれも受講率は99.9%でした。
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製品責任

品質保証

　オリンパスは、経営理念・オリンパスグループ企業行動憲章に基づき｢オリンパスグループ品質方針｣を制定し、品質への取り組み
をより確かなものとするための行動基準を定めています。行動基準は、“顧客原点”“業務の質向上”“法令・社会的規範や自社基準
の遵守”“品質保証体制の構築”“安全・安心の提供”からなり、当社グループの企業活動の基本思想である｢Social IN｣に基づき、お
客さまの声に耳を傾け、真に求める価値は何かを常に探求し、お客さまに高品質な製品・サービスを提供し続けるための指針として
います。
　2015年4月より社内事業部の品質保証機能を集約した「品質・製品法規制部門」を設置し、同年4月より開始した「マトリックス
型」の事業運営による「One Olympus」の実現を支えるため、全社品質マネジメントシステムの構築を進めています。
　2016年4月からスタートした中期経営計画においては、経営ビジョンである「世界の人々の健康・安心と心の豊かさの実現を通
して社会に貢献する」を実現するために、医療ビジネスの拡大を見据えた全社品質マネジメントシステム、品質保証体制の強化を
進めていきます。

オリンパスグループ品質方針

基本的な考え方・方針

オリンパスグループは、すべての企業活動の基本思想である「Social IN」に基づき、お客さまの声に耳を傾け、真に求める価値は何かを常に探求し、
お客さまに高品質な製品・サービスを提供し続けます。

1．常にお客さまの視点に立ち、行動します。
2．お客さまの要望に耳を傾けるとともに、真のニーズを追求し、社会に有用で高品質な製品・サービスを提供します。
3．関連する法令、社会的規範および自社基準を遵守し、お客さまに安全、安心を提供します。
4．品質保証体制を構築し、全てのプロセスで業務の質を追求し継続的に改善することで、お客さまの信頼と満足を向上します。
5．製品・サービスの品質、安全性に関して、お客さまに迅速かつ適切に情報を開示します。
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開発段階で行う品質評価の例
　製品の品質を確保するために、ものづくりの源流である開発段階の品質評価に力を入れています。社内にある試験評価セン
ター（第三者認定機関による品質システム監査を受けた試験を行う組織）では、開発段階で行う品質評価の一部として、校正、
EMC、製品安全試験、ユーザビリティ評価、機械・環境試験、材料分析などを実施しています。

■ 校正

■ 製品安全試験

■ 材料分析

　測定機器の精度を維持し、各部が正しく機能していることを保証するために、校正を行います。測定機器の精度は環境により
日々変化しています。その変化による誤差を把握し、正しく測定するため、オリンパスではJCSS※1登録事業者として、測定機器
の校正を行っています。

　特に医療機器においては各種安全性試験を適切に行うことが重要です。オリンパスは自社で持つ第三者認定試験所の機能
も使いながら適合性評価（IEC60601-1準拠）など適切な安全試験を行っています。

　部品や材料の評価だけでなく、市場導入後に発生した不具合に対しても各種分析装置を用いて解析を行っています。これら
の解析結果をもとに不具合原因を特定・除去し、再発防止を図ります。

■ EMC（電磁環境両立性）

■ 機械・環境試験

　EMCとは、電気・電子機器が、他の製品に対して許容できないような電磁波ノイズを与えず、かつ、電磁波ノイズを受けても誤
動作しない能力のことです。近年、EMCの重要性が認識され、さまざまな国がEMCの規格化、法制化を進めています。そのた
め、社内に10m法電波暗室※2、放射電磁界イミュニティ試験室※3を設置し、試験を行っています。

　お客さまの使用環境や保管、輸送環境などさまざまな状況を想定し、製品強度、製品寿命などを評価します。製品が性能を保
つこと、十分な強度、寿命を保持することを確認するために、振動試験、落下試験、温湿度などの環境試験を行います。

※1 �JCSS(Japan Calibration Service System) 
計量法校正事業者登録制度

※2 �10m法電波暗室 
オリンパスの10m法電波暗室は世界でも有数の性能を誇り、電磁波ノイズ試験に関するNVLAP（米国標準技術研究所が管理する試験所認定プログラ
ム）の試験所認定を受けています。

※3 �放射電磁界イミュニティ試験室 
電気・電子機器を電磁波に曝し、その機器が誤動作をしないかを確認する試験室です。無線通信機器の普及により、試験周波数の拡張、試験レベルの強
化が行われています。オリンパスの試験室は、「周波数範囲：80MHz-6GHz、最大試験レベル：30V/m」の試験が可能です。
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お客さまからのお問い合わせ件数（国内）

映像分野の修理お預かり期間達成率（国内）

（年度）

（件数）

2011
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125,016

209,546

18,099

128,083

219,189

18,700

146,120

214,926

18,292

142,638

213,255

18,127

142,279

2015201420132012

176,115

映像 医療 科学

（%）

（年度）2011 2015201420132012
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デジタル一眼カメラ オーディオ
コンパクトデジタルカメラ

販売時・販売後のサービス品質の向上（お問い合わせ対応・修理対応）
　製品分野や地域ごとに国内外のお客さまのお問い合わせ、修理への対応体制を構築しています。お問い合わせ先は、アフ
ターサービス全般に関するWebサイト「お客さまサポート」でご案内しています。また、安全・消費者保護に関する重要な情報
は、Webサイト「お客さまへの重要なお知らせ」でご案内しています。
　修理体制についても、地域・製品に応じた修理体制を整備しています。
　各事業分野のお客さま対応の活動内容、修理体制と取り組みの概要は以下の通りです。
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事業区分 活動内容

医療事業

【日本】
● 安心・安全な医療環境を実現するサービス体制

● �医療に携わるスペシャリストに対して情報を提供する専用のコールセンター、「医療カスタマーインフォメーションセンター」を
設置

● �医療機器の取り扱い方法やトラブルシュートなどにお答えする専門対応チームを配置
● �コールセンターと各地域の担当者が相互に連携して対応する即応体制を展開

【海外】
● 主要都市にコールセンターを設置

● �米国、中国、欧州の主要都市に設置したコールセンターが、地域に適したきめ細かな対応を実施

科学事業

【日本】
●

●
●
●
●

お客様相談センターによるお客さま満足度の向上活動
● �「お客様相談センター」において、科学分野の全製品を対象にお客さまの課題解決をサポート
お客さまの声を各部門にフィードバックし、お客さまに最適なソリューションを提供
定期的なお客さま満足度調査を通じて応対品質を向上
販売店さまを支援する「ヘルプデスク」を設置
技術指導
● �顕微鏡の正しい使い方や効果的な使い方を習得いただくため、顕微鏡セミナー「オリンパス顕微鏡教室」を開催。お客さまの

ご要望に応じて出張講習も実施

【米国】
●

●

TACによるお客さま対応
● �現地法人に所属する TAC（Technical Assistance Specialist： 顕微鏡の専門技術者）が、お客さまからの電話相談に対応
技術指導
● �世界的に著名なウッズホール海洋生物学研究所やコールドスプリングハーバー研究所で開催される顕微鏡研修コースをスポ

ンサーとしてサポート

【欧州】
● オリンパスアカデミーの活動

● �専門スタッフで構成するオリンパスアカデミーが、各国の子会社・代理店に対して、製品・アプリケーション教育を実施。上記教育
を受けた各国の子会社・代理店では、お客さま向けに各種の製品セミナーやアプリケーションセミナーを実施

映像事業

【日本】
●

●
●

●
●

土・日・祝日も含めてお問い合わせ要員を配置
�※ システムメンテナンス日・年末年始を除く
電話・メールによる製品別のお問い合わせ体制を拡充
コールセンターでの対応を強化
● �応対者のコミュニケーション能力や製品知識の向上、外部機関による覆面調査やメールアンケート調査などを通じて電話応対

品質を強化
● �2015年8月からコールセンターの回線をナビダイヤルに変更
WebサイトでQ＆Aなどの情報を公開
グローバルな対応実績を統括、管理

【海外】
● 主要都市にコールセンターを設置

● �米国、欧州、中国などの主要地域に設置した集中コールセンターが、管轄地域に適したきめ細かな対応を実施

事業ごとのお客さま対応の活動
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事業ごとの修理体制と取り組み
事業区分 活動内容

医療事業

内視鏡の「中断時間」「休止時間」の短縮化を推進
「医療サービスオペレーションセンター白河」「医療サービスオペレーションセンター長野」では、内視鏡の故障発生時の迅速な
修理、トラブル発生時の機器の「中断時間」「休止時間」であるダウンタイムの最短化のため、修理品と貸し出し備品を一元管理

内視鏡の修理体制
［重修理］　※オーバーホールを必要とする修理

日本：医療サービスオペレーションセンター白河、医療サービスオペレーションセンター長野で実施
海外：アメリカ、ドイツ、フランス、チェコ、イギリス、中国、インドなどの修理拠点で実施

［軽度の修理・周辺機器の修理］
全世界約200拠点の修理ネットワークで対応
※ 「医療サービスオペレーションセンター白河」「医療サービスオペレーションセンター長野」は、2016年4月より「国内修理部」に

名称を変更

科学事業

世界各地のサービス拠点で同一レベルの修理サービスを提供
国内外の製造拠点、販売子会社、契約代理店で以下のサービスを提供
	 ● �顕微鏡： 預かり修理、フィールドサービス、機能点検、精度校正、保守契約、納品設置
	 ● �工業用内視鏡： 預かり修理、機能点検、保守契約
	 ● �非破壊検査機器： 預かり修理、フィールドサービス、機能点検、精度校正
	 ● �X線分析装置： 預かり修理、機能点検

お預かり修理サービス
運搬可能な製品や大がかりな修理が必要となる場合は、製品をお預かりして生産ラインと同等の環境で修理。お預かり期間は、
お引き取りから1カ月以内を目標に設定

出張修理サービス
据付型製品は、専門のテクニカルスタッフによる出張修理・校正・点検などを実施

保守契約
製品に応じた複数の保守契約をご用意

映像事業

さまざまなサービスと制度で修理の利便性を強化
国内では、八王子修理センター、オリンパスプラザ東京、オリンパスプラザ大阪、札幌サービスステーション、福岡サービスステー
ションで、以下のサービスを提供
① �Web・電話ピックアップサービス
② �オンライン修理申し込み/お見積もり
	 インターネットで修理の申し込みや修理料金・進行状況を確認できるサービス
③ �一律修理料金制
	 （対象： コンパクトデジタルカメラ、ICレコーダー）
	 技術料と部品代を含めた一律の金額で修理を実施するサービス
④ �修理クイックサービス
	 （対象： ミラーレス一眼カメラ本体と交換レンズ）
	 修理お預かり期間の短縮のためのサービス
⑤ �カメラクリーニングサービス
	 （対象： 当社デジタルカメラと交換レンズ）
	� 予約制にて当社カメラの簡易点検と外観清掃を実施するサービス。オリンパスプラザ（東京・大阪）やサービスステーション

（札幌・福岡）での実施に加えて、クリーニングキャラバンとして全国の都市を巡回するサービスを開始

海外各地で修理に対応
海外では、アメリカ、ポルトガル、チェコ、ロシア、オーストラリア、中国、韓国、香港、シンガポール、タイ、マレーシアなどの修理拠点
で管轄地域に適した修理サービスを実施

修理お預かり期間達成率の向上
お客さま満足度を測るため「修理お預かり期間達成率」をサービス指標として設定して達成率を毎年確認
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個人情報保護

基本的な考え方・方針
　オリンパスは、お客さまをはじめとするステークホルダーの皆さまの個人情報を適切に保護し、適正な取り扱いを行うために、

「オリンパスグループ行動規範」において「情報の保護」に関する方針を明記しています。また、国内では、「個人情報保護方針」
を定め、その遵守に努めています。

体制

個人情報保護の取り組み

　国内については、「統括個人情報保護管理者」を設置し、国内オリンパスグループ全体の個人情報保護活動の推進の指揮、監
督を行っています。

　国内において個人情報データベースを作成する場合には、事前に各部署の管理者の承認を得るシステムを取り入れるほか、個人
情報管理台帳を活用し、その精度の向上を図っています。また、個人情報の管理実態を把握するため、定期的に台帳を点検していま
す。お客さまからご提供いただいた個人情報の開示、訂正または削除などの請求については、所定の窓口にて受け付けています。

オリンパスグループ個人情報保護方針

オリンパスグループ（以下、「オリンパス」という。）は、ネットワーク社会における個人情報の重要性を深く認識し、個人情報を適正に取り扱いその保護
の徹底を図ることは社会的責務と考え、以下の取り組みを実施します。
このオリンパス個人情報保護方針は日本国内のオリンパスグループに適用されます。 

（別途方針を設けている会社は除きます。）

1．社内体制の整備
オリンパスは、個人情報保護のための社内体制を整備し、個人情報を適切に取り扱うことをオリンパスの全ての役員および従業員に教育し周知徹
底します。また、個人情報保護のための運営が的確に行われていることを確認するために定期的な監査を実施します。

2．情報の適正な取り扱い
オリンパスは、個人情報の収集に際して、本人に利用目的を明示し、適切な範囲内で収集します。また、利用目的の範囲内で個人情報を取り扱い、本
人から開示、訂正、削除、利用停止の請求を受けた場合には、合理的な範囲で速やかに対応します。
さらに、特定個人情報については、法律で定められた利用目的の範囲内でのみ、取り扱います。

3．第三者への開示と提供の制限
オリンパスは、保有する個人情報を、本人の同意に基づく場合や法令で定める場合などを除きオリンパス以外の第三者に対して開示、提供いたしま
せん。 
また、保有する特定個人情報については、本人の同意に関わらず、法令で定める場合などを除き第三者に対して開示、提供いたしません。 
なお、個人情報に係る業務を委託する場合には、委託先に対し、個人情報の適正な管理を義務付ける契約を結び、監督、指導を行います。

4．正確性と安全性の確保
オリンパスは、保有する個人情報を、正確かつ最新の状態に保つよう努めるとともに、不正アクセス、個人情報の紛失、破壊、改ざんおよび漏洩など
のリスクに対して、適切なセキュリティ対策を講じます。

5．法令遵守および継続的改善
オリンパスは、個人情報の保護に関する法令および規範を遵守するとともに、上記事項における取り組みを適宜見直し、継続的な改善に努めます。
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社会貢献活動

　オリンパスは、技術や人員などの経営資源を活用し、事業以外でも社会に貢献していきたいと考えています。2005年3月に「社
会貢献方針」を制定し、社会貢献活動でオリンパスがフォーカスすべき領域として、「医療・健康」「文化・芸術」「地球環境」「科学・技
術」の4つをあげています。役員および従業員が主体的に実施する活動も含め、オリンパスらしい社会貢献活動を実施します。

■ 新興国の内視鏡外科医育成
　新興国の医療発展に貢献するため、オリンパスは新興国における医師育成活動を支
援しています。2015年度は独立行政法人 国際協力機構（JICA）より開発途上国の社会・
経済開発のための民間技術普及促進事業の委託を受け、タイとインドネシアの医師に対
し研修機会を提供しました。日本および両国医学会・医療機関の協力の下、日本の医師
が講師として派遣され、両国および日本において研修が行われました。
　研修では、研修生が熟練した講師の指導の下、最新の内視鏡外科手術や日本独自の
技術認定医制度などを学びました。当社は、このような活動により、新興国に低侵襲治療
が普及し、医療水準の向上につながることを期待しています。

オリンパスグループ社会貢献方針

「医療・健康」領域

基本的な考え方・方針

「オリンパスグループ社会貢献方針」の各重点領域における社会貢献活動

オリンパスグループ社会貢献方針

オリンパスグループ（以下、「オリンパス」という）は、すべての企業活動の基本思想である「Social IN」に基づき、社会と良好な関係を築き、社会とオ
リンパスが持続的に発展するため、地域住民や国際社会を含むステークホルダーの意見を積極的に聞く姿勢を持ち、企業活動を行う国や地域の
文化や慣習も尊重して、地域社会と協調して、その発展と向上に貢献します。
そのために、事業を通じて社会に価値を提供すると共に、事業活動を通じて獲得した経営資源を社会課題の解決に活用し、役員および従業員が主
体的に実施する活動も含め、オリンパスらしい社会貢献活動を実施します。

1．重点領域
「医療・健康」、「文化・芸術」、「地球環境」、「科学・技術」の領域を中心に社会貢献活動を実施します。

2．重点とする活動
重点領域のうち、下記3つに該当する活動に重点的に取り組みます。
　1．将来を担う次世代人材の育成、教育支援活動 
　2．当社の事業が関連する領域の社会的課題に関する市民向け啓発活動 
　3．グローバル企業として責任のある国際社会課題の解決に寄与する活動

3．地域社会への取組み
重点領域や重点とする活動にかかわらず、企業活動を行う国や地域社会と協調するために、地域の文化や慣習を尊重しながら、地域社会の発展に
貢献する活動や寄付・寄贈などを行います。また、重点領域や重点とする活動にかかわらず、貧困や飢餓の低減や若年層への教育の機会提供など
の人道的な慈善活動や、大規模災害発生時の緊急支援活動にも取組みます。

4．活動の促進
すべての役員および従業員の社会貢献に関する意識向上を図ると共に、社会貢献活動を促進する施策の充実を図ります。

5．情報公開
ステークホルダーを始めとして、社会の要請を取り入れながら、社会貢献活動の継続的な改善に努め、その取組みを広く社外に公開します。

内視鏡外科医を育成する研修
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■ 第4回｢未来に残したい海｣プロジェクトin沖縄
　オリンパスは、2011年度から「森林・河川・海における水の循環」をテーマに環境保全
活動に取り組んでいます。この一環として、また自社が取り組む環境月間の企画として6
月の2日間、NPO法人美ら海振興会の協力を得て沖縄の美しい海を守るためにサンゴ
の植え付け活動を実施しました。

■ 健康応援サイト「おなかの健康ドットコム」
　おなかの病気やがん検診、内視鏡による検査や治療に関する情報を提供するWeb
サイト「おなかの健康ドットコム」を2004年2月から公開しています。医師の監修の下、
内視鏡の役割や検査の受け方、胃や大腸など各臓器の働きや代表的な病気について分
かりやすく解説しているほか、毎年、内視鏡および内視鏡検査の理解促進を目的として、

「内視鏡検査に関する意識アンケート」を実施しています。
　2016年は全国25,177名からアンケートにご回答いただき、7月14日の「内視鏡の
日」の時期に合わせてアンケート結果を発表しました。

■ 国際協力イベント「グローバルフェスタ2015」
　外務省などが主催する日本最大級の国際協力イベント「グローバルフェスタ JAPAN 
2015」に参加しました。写真コンテスト「Picture This: We Can End Poverty（世界を
写そう  ：  私たちは貧困を終わらせる）」（2010年）の受賞作品を展示したほか、外務省主
催の写真展の賞品として、デジタルカメラやICレコーダーを提供しました。オリンパス
は、こうした取り組みを通じて、貧困と飢餓の撲滅をはじめ国際社会が達成すべき目標を
掲げた「ミレニアム開発目標（MDGs）」の普及に協力しています。

■ 「親子の日」への特別協賛
　2003年から始まったソーシャル・アクション「親子の日」に特別協賛しています。写真家
ブルース・オズボーン氏が提唱し、毎年7月第4日曜日が「親子の日」と定められています。
　同氏が100組の親子を１日で撮影する「親子の日 スーパーフォトセッション2015」が
開催され、オリンパスは撮影機材の協力のほか、写真投稿コミュニティーサイト「Fotopus

（フォトパス）」において写真コンテストの運営にも協力しました。

「文化・芸術」領域

WEB おなかの健康ドットコム  http://www.onaka-kenko.com/

おなかの健康ドットコム

「グローバルフェスタ2015」における
オリンパスのブース

ボランティアダイバーによるサンゴの植え付け

「地球環境」領域

「親子の日」写真コンテスト

http://www.onaka-kenko.com/
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■ わくわく科学教室
　「子どもたちに科学のおもしろさを伝えたい」という願いの下、2003年から従業員の
ボランティア団体「わくわくプロジェクト」が、会社の支援するボランティア活動として、技
術開発センター（東京都八王子市）近隣の小中学生を対象に科学教室を行っています。
この活動は会社主催イベントとしても広がり、2015年は会津オリンパス（株）が近隣の
中学校向けに「わくわく科学教室」を実施しました。

■ 第56回自然科学観察コンクール
　未来を担う子どもたちの「科学する心」を育てるため、小中学生の理科の自由研究を
募集・表彰する「自然科学観察コンクール」（通称  ：  シゼコン、主催  ：  毎日新聞社、自然科
学観察研究会、協賛  ：  文部科学省）に1960年から50年以上にわたり協賛しています。過
去の受賞者・参加者の中には、このコンクールをきっかけに研究職に就いた方もいます。
第56回となる2015年は全国の小中学校760校から13,091点の応募がありました。

■ 製造拠点周辺地域の河川清掃（会津、白河、青森、長野）
　医療用内視鏡関連製品の製造拠点である会津オリンパス（株）、白河オリンパス（株）、
青森オリンパス（株）と、顕微鏡・工業用内視鏡の製造拠点である長野オリンパス（株）は、
それぞれの周辺地域における河川の清掃活動を行いました。「河川における水の循環」
をテーマとした環境保全活動としてはもちろん、清掃活動による地域貢献、従業員とそ
の家族の健康増進活動も兼ねた活動となっています。

会津オリンパスによるわくわく科学教室

「科学・技術」領域

シゼコンの
「入賞作品ガイド集」

■ 貧困層への医療機会提供
　欧州のグループ各社では、人道医療支援に取り組む国際NGO「世界の医療団」のサ
ポートの下ドイツの団体が行う、健康保険のない人々のために医療を提供するプロジェ
クト「Migrants Medicine」に協力しました。クリスマスの時期に合計1万3,000ユーロ
を寄付し、社会的弱者と移民の多い地区の女性および子どもが特別な治療を受けられ
るようサポート。また、移民向けの診療所に自社製の顕微鏡を寄贈することで、婦人科領
域のスピーディーな診断および、より多くの人々に対する診断の実現に貢献しました。

欧州

海外における社会貢献活動

「Migrants Medicine」により診療機会を提供

長野オリンパスによる河川の清掃活動
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■ 文化貢献活動の実施と受賞
　Olympus Korea Co., Ltd.は、若手アーティストの活動支援や、貧困層に対する同社
所有のホールにおける芸術鑑賞機会提供、カメラを通じた青少年への教育機会の継続
的な提供など、各種の文化貢献活動を行いました。これらの活動によって同社は、韓国社
会の安心と心の豊かさに貢献する企業として評価され、韓国のメセナ協会と新聞社が主
催する「第16回メセナ大賞」において創意賞を受賞しました。

■ 胃腸の健康促進活動の実施と受賞
　Olympus（China）Co., Ltd.は、中国の人々に向けて、胃腸に関するさまざまな健康
促進活動を実施しました。胃や腸のがんの発生率が高い12の重点都市においてアン
ケート調査と報告を行ったほか、利用者の胃腸年齢が分かるスマートフォン用のゲーム
開発、6大都市における講演会、胃の形を模したコースを走る健康マラソンなどを実施し
ました。これらの活動が中国のオンラインメディア「人民ネット」に評価され、「2015年度
企業の社会的責任大賞」を受賞しました。

■ 低所得層の生徒への学習機会提供
　Olympus Corporation of the Americasは、低所得層の生徒のために科学、技術、
工学、数学に特化した教育プログラムを提供するNPOと協力し、毎年約8回、生徒たちに
学習する日を提供しています。生徒たちに医療分野における潜在的キャリアを知っても
らうとともに、オリンパスの医療機器やカメラを使った体験学習の機会を提供しました。
また従業員がボランティアで就職面接スキルを教え、彼らの前向きで生産的な未来を築
くためのサポートを行いました。

■ 従業員ボランティアデー
　Olympus Corporation of the Americasは「Olympus Days of Caring」という
従業員ボランティアデーを設け、従業員が勤務時間を使い、地域コミュニティーを対象と
したボランティア活動に参加することを奨励しました。当日は、数百名の従業員がボラン
ティア活動に参加し、貧困層への食料提供や、設備の清掃やメンテナンス、子どもたち
への絵本の読み聞かせなどを行いました。

■ 血液のがんの克服に向けたドナー登録イベント
　Olympus Surgical Technologies Europe（Hamburg）では、6月5日の「世界環境
デー」に、世界最大の骨髄ドナーセンターであり、450万人を超えるドナーとともに血液
がんを克服するという長期目標を持つ団体「DKMS」に合計1万ユーロを寄付しました。
また、従業員に対し、血液のがんの治療に貢献する幹細胞と骨髄の大規模なドナー登録
イベントを行い、160名以上の従業員がDKMSに登録しました。

骨髄ドナーセンターに1万ユーロを寄付

教育プログラムに参加した生徒たち

米州

ボランティア活動に参加した従業員

自社ホールで開催したコンサート

アジア・オセアニア

胃腸の健康についての講演会
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環境マネジメント

　オリンパスは、環境問題に対する基本的な考え方を明示し、具体的な活動につなげるために、「オリンパスグループ環境憲章」を
1992年8月に制定しました。そして2015年5月には、本業を通じた社会課題の解決を強化していくことを目的に、「環境と経済
の両立」に関わる内容を追加し、「オリンパスグループ環境方針」として改訂するとともに、環境月間に実施したeラーニングで
その周知を図りました。
　オリンパスでは、製品ライフサイクル全体における環境負荷低減を重要課題と位置づけており、製品、事業場、物流の改善活
動に積極的に取り組んでいます。

　オリンパスグループでは、事業部門やグループ会社ごとに環境推進部門を設け、全社環境管理部門がグループ全体の環境
経営を推進しています。環境活動の進捗は、取締役会および経営執行会議でレビューし、環境目標の達成に取り組んでいます。
　また、国内外の主要な生産拠点および物流・販売子会社ではISO14001の認証を取得し、監査などを通じて環境マネジメント
システムを継続的に改善しています。
　こうした取り組みの一環として、グローバルで環境関連データおよび文書を管理する情報基盤を整備し、2014年度から運用
しています。

オリンパスグループ環境方針

環境経営の推進体制

基本的な考え方・方針

推進体制

オリンパスグループ環境方針 

オリンパスグループは、すべての企業活動の基本理念である「Social IN」に基づき、人々の安全・健康とそれを支える自然のいとなみを尊重し、製品・
サービス、あらゆる事業活動において環境との調和と、経済を両立した取り組みを通じて、持続的発展が可能な社会と健全な環境の実現に貢献し
ます。

1．全員参加
従業員一人ひとりが環境活動に対する理解を深め、地域特性を考慮した環境活動に全員参加で取り組みます。

2．環境経営の推進
グローバルでの体制と仕組みを維持し、環境活動を継続的に改善します。

3．法規制・社会規範の遵守
環境に関する法令、ステークホルダーとの合意事項や自主基準を確実に遵守します。

4．環境負荷の低減
汚染の予防、持続的な資源の利用、気候変動の緩和と適応、生物多様性の保護といった環境課題の解決に向けて、製品・サービス、事業活動を通じ
て環境負荷を削減します。

5．環境と調和した技術の開発
環境保全に資する技術を開発し、その成果をものづくりのプロセスや製品・サービスに活かしていきます。

6．環境コミュニケーションの重視
環境活動の社内外への情報発信を積極的に進め、ステークホルダーとの相互理解に努めます。
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環境推進体制

※対象範囲は国内外連結対象会社

各事業グループ

全社環境管理部門
（全社環境事務局）

取締役会
および経営執行会議

各事業場サイト

環境管理責任者

環境担当役員

社長

海外現地法人

全社環境委員会

…… 環境活動の統括

…… 環境活動に関する方針の審議・進捗の確認…… 環境活動の推進事務局

ISO14001認証取得事業場一覧
事業場 認証取得年月

長野事業場（辰野）※1 1998年2月

日の出工場 1998年7月

会津オリンパス（株） 1998年10月

白河オリンパス（株） 1998年10月

青森オリンパス（株） 1998年11月

Olympus (Shenzhen) Industrial Ltd. 1999年9月

技術開発センター（八王子） 2000年3月

Olympus Winter & Ibe GmbH 2001年5月

KeyMed (Medical & Industrial Equipment)Ltd. 2002年3月

Olympus Technologies Singapore Pte Ltd 2003年10月

事業場 認証取得年月

オリンパスロジテックス（株） 2003年11月

オリンパスメディカルサイエンス販売（株） 2004年10月

Olympus (GuangZhou) Industrial Co., Ltd. 2004年10月

Olympus America Inc., National Service Center 2005年12月

Olympus Scientific Solutions Americas Inc. 2010年7月

Olympus Scientific Solutions Technologies Inc. 2010年7月

Olympus NDT Canada Inc. 2010年7月

Olympus Vietnam Co.,Ltd. 2013年1月

長野事業場（伊那）※2 2014年5月

※1 旧辰野事業場は2013年４月より長野事業場として認証を取得しています。
※2 �旧伊那事業場は1997年に認証を取得。辰野事業場への統合、修理機能への変更を受

け、2014年に再認証を取得しました。

　製品に含有される化学物質や、生産拠点の排水、土壌・地下水汚染に関する法規制違反は、操業停止や現状回復費用の発生、
企業評価の低下など、オリンパスの経営に影響を与える重要な環境リスクです。そのため、法規制対応のための規程類の整備・
改訂、環境推進者への教育、現地運用のモニタリング・改善を実施し、環境リスクの低減に取り組んでいます。
　また、省エネやCO2削減規制情報の把握、サプライヤーの多様化による突発的な洪水への対応など、気候変動リスクへの対
策も進めています。

制度・仕組み

環境リスクマネジメント
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■ 製品の化学物質管理
　オリンパスが設計・開発する製品は、各国の化学物質規制を踏まえて維持している「製品における環境関連物質管理規程」に従っ
て、製品に環境関連物質が含まれていないことを確認しています。また、法規制が改正された場合は、追加調査を実施しています。

■ 排水の管理
　排水量を削減するため、水の使用量削減や循環利用に取り組んでいます。また、各事業場において、排水設備の管理者を設
置するとともに、各地域の法規制よりも厳しい自主基準を設け、定期的に水質を測定することで、水質の維持を徹底しています。

■ 土壌・地下水汚染の防止
　事業場の再開発などに際して、自主的に土壌・地下水を調査しています。また、行政への報告や協議に基づいた対策も行って
います。

環境法規制の遵守状況（2015年度）

土壌・地下水の調査

分類 件数 内容・原因／対策

法令違反 1
内容：八王子事業場にて下水道排水中の油系物質が基準値を超過
原因：人員増により油分除去設備の能力が不足
対策：�当該事業所の油分除去設備を増強するとともに、公害防止規程に油分除去設備の維持管理に関する内容を追加

し、他の事業所においても設備能力の再点検を実施

訴訟 0 ―
罰金・科料 0 ―

調査対象 調査結果・対策

オリンパス岡谷事業場 2014年度に一部土壌に指定基準値を超える物質が見つかり、法律に則した対策を実施（2016年8月頃完了予定）

オリンパス幡ヶ谷事業場 清浄土に入れ替え2014年度の地下水のモニタリングで基準値未満であることが確認できたことから、対策を完了

オリンパス白河事業場 2015年度に一部土壌に指定基準値を超える物質が見つかったため、法律に則して清浄土への入れ替えを実施
（2015年度中に完了）

　オリンパスは、2001年に「オリンパスグループグリーン調達基準」を発行しました。グリーン調達基準は、Webサイトにも掲載
し、全てのサプライヤーさまにオリンパスの環境活動に対する考え方を説明しています。
　また、継続的に取引のある国内外の主要なサプライヤーさまを対象に毎年1回実施している企業調査において、ISO14001
認証の取得状況や、CO2削減、廃棄物削減、化学物質対策の状況などを確認し、サプライヤーさまとともに環境活動レベルの向
上を図っています。

グリーン調達

　生物多様性の損失は、地球環境や私たちの暮らしに深刻な影響をもたらすと懸念されています。
　オリンパスグループは、各事業場における水使用・排水の管理、緑地の維持管理をはじめ、事業場周辺での清掃活動や森林保
全活動などを通じて、生物多様性の保全に取り組んでいます。

生物多様性保全

WEB オリンパスグループグリーン調達基準  http://www.olympus.co.jp/jp/csr/involvement/management/procurement/index.jsp

WEB オリンパスグループ製品における化学物質管理規定  http://www.olympus.co.jp/jp/csr/involvement/management/chemical/

http://www.olympus.co.jp/jp/csr/involvement/management/chemical/
http://www.olympus.co.jp/jp/csr/involvement/management/procurement/index.jsp
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　オリンパスは、「オリンパスグループ環境方針」に基づき全員参加の環境活動を進めていくために、「グローバル環境フォトコ
ンテスト」など環境月間の取り組みなどを通じて環境意識の啓発に取り組んでいます。
　また、環境法規制対応やISO14001内部監査など、担当機能に応じた教育を国内外の各事業場で実施しています。

環境教育・意識啓発

主な環境教育の実施状況（国内・2015年度）
対象者 目的・内容 受講者数

全社員 環境方針の周知（eラーニング） 1２,010名
環境月間（6月）に全社員を対象に実施

環境監査員 ISO14001に基づく監査研修
（ISO14001改正内容の理解、監査実習など） 80名

事業場環境推進者 事業場に対する環境法規制の改訂内容
および対応・運用方針の周知 20名

事業場の化学物質管理事務局／
薬品管理者、薬品使用者 化学物質管理における業務上の注意点の理解 420名

2015年度 主な環境活動実績

重点テーマ 目標 施策 2015年度の実績・成果
（定量・定性） 次年度目標

環境経営の推進

環境ガバナンス
体制の強化

グローバルでの
環境ガバナンス体制
の強化

● �環境関連規程類
および情報基盤の
整備

● �改正ISO14001へ
の対応

● �グローバル環境管理規程の
制定

● �環境情報管理基盤の運用定着

● �改正ISOと現状のGap分析
の実施、監査員教育の実施

（80名）

グローバル連携、環境マネジメ
ントシステム改善などを通じた
グローバル環境ガバナンス体
制の継続強化

環境法規制
対応の徹底

環境法規制
対応プロセスの
継続的改善

● �関連する規定類の
改善

● �関係者への環境法
規制教育の実施

● �製品および事業場の関連規
程の維持

● �事業場での化学物質管理教
育の実施（日本国内、420名）

製品および事業場系の環境
法規制対応プロセスの継続
的改善

製品ライフサイクル
における環境の
取り組み

製品における
取り組み

オリンパス
エコプロダクツの創出

（定量目標なし）

各製品特性に応じた
環境配慮設計の実施

全事業分野での新規エコプロ
ダクツ創出（新規31件、累計
５５６件）

事業特性に応じた環境配慮製
品の継続的創出

事業場における
取り組み

エネルギー原単位：
2020年度目標
7.73%以上改善

（対2012年度）

● �製造改善活動の
継続実施

● �新規建物建築時
の環境配慮対策

● �エネルギー原単位：7%改善

● �東北3工場新築建物の環境
配慮対策実施（会津、青森、
白河）

製造改善、省エネ、自然エネル
ギー導入など地域特性に応じ
たエネルギー原単位改善活動
の実施

環境貢献活動
「水の循環
 －森・川・海の保護－」
のテーマに沿った
貢献活動の実施

● �グローバル各拠点
での貢献活動

● �未来に残したい海
プロジェクト活動
の実施

● �グローバル各拠点での河川
清掃や地域緑化活動などの
実施

● �サンゴ植樹、ネイチャース
クール（3回）の継続実施

社会貢献活動の継続

WEB グローバル環境フォトコンテスト  http://www.olympus.co.jp/jp/csr/involvement/management/education/2015.jsp

http://www.olympus.co.jp/jp/csr/involvement/management/education/2015.jsp
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主な施策 2016年度目標2015年度実績

エネルギー原単位：7%改善

（対2012年度）

GHG排出量：4.0%削減

（対2012年度）

エネルギー原単位：4%以上改善

（対2012年度）

●製造改善活動の継続実施
●新規建物建築時の環境配慮対策
●消灯、空調温度調整など日常的な
   省エネ活動の継続実施

主な施策2015年度実績

GHG排出量：8.6%削減

（対2012年度）

●梱包サイズや強度の改善による積載効率の向上
●包装・梱包方法の改善による輸送重量の削減
●物流ルートの改善によるリードタイムと輸送距離の短縮

都市ガス
LPG
LNG
重油
灯油
軽油
ガソリン

電力
温水
地域熱

直接

小計

間接

合計

組織内のエネルギー消費量

3,000

2,000

1,000

0 （年度）2011

2,264
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2,011

201420132012

1,9742,0752,169

（TJ）

（研究）開発
　オリンパスグループは、エネルギー原単位を2020年度までに対2012年度比で7.73%以上改善する目標を設定し、エネル
ギー削減活動の中でCO2排出量の削減に取り組んでいます。目標に従って、2015年度は、省スペース化やリードタイム削減な
どの継続的な製造改善活動、白河事業場の新設建物に対する環境配慮対策、老朽化した空調設備や給湯設備の更新などを実
施しました。

　オリンパスグループは、各事業場において物流に関わるCO2排出量の削減に取り組んでいます。国際間輸送における飛行機
から船舶へのモーダルシフトを継続的に進めるとともに、2015年度は、香港から販売地域への製品輸送を従来の日本経由から
販売地域への直送に切り替えました。

組織内（スコープ1、2）の実績

組織外（スコープ3［物流］）の実績

組織内のエネルギー消費量の内訳 （TJ）

※対象範囲 :オリンパスグループの国内および海外の法人。ただし、小規模法人を除く
「エネルギーの使用の合理化等に関する法律施行規則」に基づく換算係数を使用

環境パフォーマンス

エネルギー／大気排出マテリアルバランス

資源・エネルギー投入量 事業活動

開発・製造

販売・物流

環境負荷物質排出量

エネルギー（合計）　
● 電力
●都市ガス
● LPG
● LNG
● 重油
●灯油
●軽油
●ガソリン
●温水
●地域熱

2,011TJ（2％）
17,777万kWh（2％）
3,123千m3（▲6％）

1,064t（26％）
842t（▲5％）
325kl（11％）
53kl（43％）
18kl（▲81％）

0kl（0％）
1TJ（0％）

208万kWh（6％）

包装材使用量（合計）　
● 段ボール
●紙
●プラスチック
●金属
●ガラス
●他

化学物質（PRTR対象物質取扱量） 38t（0％）
化学物質（PRTR対象物質排出・移動量） 19t（0％）

温室効果ガス（合計）　
● エネルギー系CO2
● 非エネルギー系CO2

110,635t-CO2e（1％）
110,624t-CO2e（1％）
11t-CO2e（▲75％）

製品出荷量

主な製品（合計）　
● 内視鏡
●顕微鏡
●デジタルカメラ
●録音機

2,465t（2％）
1,185t（0％）
674t（24％）
528t（▲11％）
79t（▲22％）

水系への排出
● 排水（公共水域）
●排水（下水道）
BOD

59万m3（▲9％）
65万m3（0％）

2t（0％）

大気への排出物質
● NOx
● SOx

61t（▲1.0％）
0.4t（▲12.5％）

輸配送のCO2（合計）
● 日本国内
●国際間
●海外領域

水（合計）
● 上水
●地下水

124万m3（▲5％）
53万m3（2％）

71万m3（▲9％）

事務系資材
●コピー紙 187t（10％）

輸送燃料
● 輸送燃料 ガソリン・軽油など

原材料・副資材
● 金属材料
●プラスチック

排出物
● 廃棄物排出量
●リサイクル量
●埋立量

4,240t（0.1％）
3,768t（▲1.2％）
203t（▲3.3％）

777t（▲3％）
447t（▲5％）
167t（1％）
113t（▲2％）

3t（7％）
0t（▲0％）
47t（▲7％）

45,433t-CO2（▲2％）
2,910t-CO2（1％）

35,611t-CO2（▲3％）
6,912t-CO2（1％）

国内生産事業場のみ グローバル生産拠点 （　）内の数値は前年度比

鋼材・アルミニウム・真ちゅう
光学プラスチック・ABS・PC・
ポリエチレン・ポリプロピレン
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販売

生産

物流

修理・サービス
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主な施策 2016年度目標2015年度実績

エネルギー原単位：7%改善

（対2012年度）

GHG排出量：4.0%削減

（対2012年度）

エネルギー原単位：4%以上改善

（対2012年度）

●製造改善活動の継続実施
●新規建物建築時の環境配慮対策
●消灯、空調温度調整など日常的な
   省エネ活動の継続実施

主な施策2015年度実績

GHG排出量：8.6%削減

（対2012年度）

●梱包サイズや強度の改善による積載効率の向上
●包装・梱包方法の改善による輸送重量の削減
●物流ルートの改善によるリードタイムと輸送距離の短縮

都市ガス
LPG
LNG
重油
灯油
軽油
ガソリン

電力
温水
地域熱

直接

小計

間接

合計

組織内のエネルギー消費量

3,000

2,000

1,000

0 （年度）2011

2,264

2015

2,011

201420132012

1,9742,0752,169

（TJ）

（研究）開発
　オリンパスグループは、エネルギー原単位を2020年度までに対2012年度比で7.73%以上改善する目標を設定し、エネル
ギー削減活動の中でCO2排出量の削減に取り組んでいます。目標に従って、2015年度は、省スペース化やリードタイム削減な
どの継続的な製造改善活動、白河事業場の新設建物に対する環境配慮対策、老朽化した空調設備や給湯設備の更新などを実
施しました。

　オリンパスグループは、各事業場において物流に関わるCO2排出量の削減に取り組んでいます。国際間輸送における飛行機
から船舶へのモーダルシフトを継続的に進めるとともに、2015年度は、香港から販売地域への製品輸送を従来の日本経由から
販売地域への直送に切り替えました。

組織内（スコープ1、2）の実績

組織外（スコープ3［物流］）の実績

組織内のエネルギー消費量の内訳 （TJ）

※対象範囲 :オリンパスグループの国内および海外の法人。ただし、小規模法人を除く
「エネルギーの使用の合理化等に関する法律施行規則」に基づく換算係数を使用

環境パフォーマンス

エネルギー／大気排出マテリアルバランス

資源・エネルギー投入量 事業活動

開発・製造

販売・物流

環境負荷物質排出量

エネルギー（合計）　
● 電力
●都市ガス
● LPG
● LNG
● 重油
●灯油
●軽油
●ガソリン
●温水
●地域熱

2,011TJ（2％）
17,777万kWh（2％）
3,123千m3（▲6％）

1,064t（26％）
842t（▲5％）
325kl（11％）
53kl（43％）
18kl（▲81％）

0kl（0％）
1TJ（0％）

208万kWh（6％）

包装材使用量（合計）　
● 段ボール
●紙
●プラスチック
●金属
●ガラス
●他

化学物質（PRTR対象物質取扱量） 38t（0％）
化学物質（PRTR対象物質排出・移動量） 19t（0％）

温室効果ガス（合計）　
● エネルギー系CO2
● 非エネルギー系CO2

110,635t-CO2e（1％）
110,624t-CO2e（1％）
11t-CO2e（▲75％）

製品出荷量

主な製品（合計）　
● 内視鏡
●顕微鏡
●デジタルカメラ
●録音機

2,465t（2％）
1,185t（0％）
674t（24％）
528t（▲11％）
79t（▲22％）

水系への排出
● 排水（公共水域）
●排水（下水道）
BOD

59万m3（▲9％）
65万m3（0％）

2t（0％）

大気への排出物質
● NOx
● SOx

61t（▲1.0％）
0.4t（▲12.5％）

輸配送のCO2（合計）
● 日本国内
●国際間
●海外領域

水（合計）
● 上水
●地下水

124万m3（▲5％）
53万m3（2％）

71万m3（▲9％）

事務系資材
●コピー紙 187t（10％）

輸送燃料
● 輸送燃料 ガソリン・軽油など

原材料・副資材
● 金属材料
●プラスチック

排出物
● 廃棄物排出量
●リサイクル量
●埋立量

4,240t（0.1％）
3,768t（▲1.2％）
203t（▲3.3％）

777t（▲3％）
447t（▲5％）
167t（1％）
113t（▲2％）

3t（7％）
0t（▲0％）
47t（▲7％）

45,433t-CO2（▲2％）
2,910t-CO2（1％）

35,611t-CO2（▲3％）
6,912t-CO2（1％）

国内生産事業場のみ グローバル生産拠点 （　）内の数値は前年度比
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GHG排出量／原単位（スコープ1、2）
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GHG排出量（スコープ3［物流］）
（t-CO2）（t-CO2e）

（年度）2011
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2015

45,433 

201420132012

46,379
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主な施策2015年度実績

水使用量：4.6%削減

（対2014年度）

●水使用工程の改善
●設備点検での漏水対策などの実施

カテゴリー 排出量（千t-CO2） 算出方法（仮定条件）
2014年度 2015年度

スコープ1
スコープ2

スコープ3

14
96
71

148

10

65
3

18
13
7

－
－
57
3

－
－
10

14
97
71

166

10

49.619
5

19
13
7

－
－
58
3

－
－
10

主要製品の原材料および部品に原単位を乗じて算出
設備投資額に原単位を乗じて算出

購入した電力と燃料に原単位を乗じて算出

主要製品の輸送トンキロに原単位を乗じて算出（納入物流を含む）
事業場廃棄物の排出量に原単位を乗じて算出
出張旅費に原単位を乗じて算出
地域別に標準的な通勤モデルを設定し、地域の雇用者数と原単位により算出
社用車およびリース車のガソリン消費量に原単位を乗じて算出
代理店や販売店から顧客への輸送が該当するが、影響は小さいため算定対象とはしない
本カテゴリーの集計は困難であり、影響が小さいため算定対象とはしない
販売製品の生涯期間の電力消費量などに原単位を乗じて算出
製品の廃棄重量に廃棄素材の原単位を乗じて算出
一部製品のリースはあるが、販売した製品の使用に含めて算出
オリンパスのビジネス範囲にないため、算定対象としない
投資先におけるスコープ1、2排出量に投資比率を乗じて算出

1 購入した製品・サービス
2 資本財

3 スコープ1、2に含まれない
　  燃料およびエネルギー活動

4 輸送、配送（上流）
5 事業から出る廃棄物
6 出張
7 雇用者の通勤
8 リース資産（上流）
9 輸送、配送（下流）

10 販売した製品の加工
11 販売した製品の使用
12 販売した製品の廃棄
13 リース資産（下流）
14 フランチャイズ
15 投資
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水使用量／排水量の実績

　オリンパスグループは、主に部品洗浄などの生産工程や食堂などで水を使用しています。使用量の多い事業場では個別に
目標を設定し、水使用量・排出量の削減を進めています。2015年度は、オリンパス長野事業場で冷却塔を更新して水利用を削
減しました。
　また、オリンパスグループでは、各地域の法規制よりも厳しい基準を設け、事業場における排水の水質管理を徹底しています。

※ 対象範囲：オリンパスグループの国内および海外の法人。ただし、小規模法人を除く
※ GHQプロトコルによる以下の区分で報告しています
 スコープ1：直接化石燃料の使用により発生する温室効果ガス排出量
 スコープ2：電気の購入など二次利用による温室効果ガス排出量

※ 対象範囲：国内・海外の製造・開発拠点（一部の北米拠点は除く） ※ 対象範囲：国内・海外の製造・開発拠点（一部の北米拠点は除く）

※ スコープ1：自社で所有・支配する施設からの直接排出量（例：都市ガスや重油の使用に伴う排出量）
※ スコープ2：自社が所有・支配する施設で消費するエネルギーの製造時からの排出量
※ スコープ3：スコープ1、スコープ2を除く、その他の間接的な排出量

サプライチェーン全体のGHG排出量

CO2換算係数の出典元
●電力

日本：地球温暖化対策の推進に関する法律にて国が毎年度公表する係数で、各年度の電力会社別の調整後係数を利用しています。2015年度については2014年度の換算係数を
使用しています。

海外：IEAが公表する係数で、各年度の国別のものの換算係数を使用しています。2014年度以降については2013年度の換算係数を使用しています。
●燃料

日本／海外：地球温暖化対策の推進に関する法律の係数を使用しています。
温室効果ガスをCO2eへ換算する係数
2015年以降：IPCCの第四次報告書の100年GWPを使用しています。
2014年以前：IPCCの第二次報告書の100年GWPを使用しています。
連結売上高原単位
全社CO2排出量（t-CO2e）／連結売上高（億円）
注記　開示対象範囲を拡大し、過去データも含めて見直ししたため過去の開示情報から数値を変更しています。

水／廃棄物
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GHG排出量／原単位（スコープ1、2）
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GHG排出量（スコープ3［物流］）
（t-CO2）（t-CO2e）
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主な施策2015年度実績

水使用量：4.6%削減

（対2014年度）

●水使用工程の改善
●設備点検での漏水対策などの実施

カテゴリー 排出量（千t-CO2） 算出方法（仮定条件）
2014年度 2015年度

スコープ1
スコープ2

スコープ3

14
96
71
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主要製品の原材料および部品に原単位を乗じて算出
設備投資額に原単位を乗じて算出

購入した電力と燃料に原単位を乗じて算出

主要製品の輸送トンキロに原単位を乗じて算出（納入物流を含む）
事業場廃棄物の排出量に原単位を乗じて算出
出張旅費に原単位を乗じて算出
地域別に標準的な通勤モデルを設定し、地域の雇用者数と原単位により算出
社用車およびリース車のガソリン消費量に原単位を乗じて算出
代理店や販売店から顧客への輸送が該当するが、影響は小さいため算定対象とはしない
本カテゴリーの集計は困難であり、影響が小さいため算定対象とはしない
販売製品の生涯期間の電力消費量などに原単位を乗じて算出
製品の廃棄重量に廃棄素材の原単位を乗じて算出
一部製品のリースはあるが、販売した製品の使用に含めて算出
オリンパスのビジネス範囲にないため、算定対象としない
投資先におけるスコープ1、2排出量に投資比率を乗じて算出

1 購入した製品・サービス
2 資本財

3 スコープ1、2に含まれない
　  燃料およびエネルギー活動

4 輸送、配送（上流）
5 事業から出る廃棄物
6 出張
7 雇用者の通勤
8 リース資産（上流）
9 輸送、配送（下流）

10 販売した製品の加工
11 販売した製品の使用
12 販売した製品の廃棄
13 リース資産（下流）
14 フランチャイズ
15 投資
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水使用量／排水量の実績

　オリンパスグループは、主に部品洗浄などの生産工程や食堂などで水を使用しています。使用量の多い事業場では個別に
目標を設定し、水使用量・排出量の削減を進めています。2015年度は、オリンパス長野事業場で冷却塔を更新して水利用を削
減しました。
　また、オリンパスグループでは、各地域の法規制よりも厳しい基準を設け、事業場における排水の水質管理を徹底しています。

※ 対象範囲：オリンパスグループの国内および海外の法人。ただし、小規模法人を除く
※ GHQプロトコルによる以下の区分で報告しています
 スコープ1：直接化石燃料の使用により発生する温室効果ガス排出量
 スコープ2：電気の購入など二次利用による温室効果ガス排出量

※ 対象範囲：国内・海外の製造・開発拠点（一部の北米拠点は除く） ※ 対象範囲：国内・海外の製造・開発拠点（一部の北米拠点は除く）

※ スコープ1：自社で所有・支配する施設からの直接排出量（例：都市ガスや重油の使用に伴う排出量）
※ スコープ2：自社が所有・支配する施設で消費するエネルギーの製造時からの排出量
※ スコープ3：スコープ1、スコープ2を除く、その他の間接的な排出量

サプライチェーン全体のGHG排出量

CO2換算係数の出典元
●電力

日本：地球温暖化対策の推進に関する法律にて国が毎年度公表する係数で、各年度の電力会社別の調整後係数を利用しています。2015年度については2014年度の換算係数を
使用しています。

海外：IEAが公表する係数で、各年度の国別のものの換算係数を使用しています。2014年度以降については2013年度の換算係数を使用しています。
●燃料

日本／海外：地球温暖化対策の推進に関する法律の係数を使用しています。
温室効果ガスをCO2eへ換算する係数
2015年以降：IPCCの第四次報告書の100年GWPを使用しています。
2014年以前：IPCCの第二次報告書の100年GWPを使用しています。
連結売上高原単位
全社CO2排出量（t-CO2e）／連結売上高（億円）
注記　開示対象範囲を拡大し、過去データも含めて見直ししたため過去の開示情報から数値を変更しています。

水／廃棄物
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主な施策2015年度実績

廃棄物排出量：0.1%増加

（対2014年度）

●廃材を少なくする製品設計
●製造工程改善による加工ロスの削減、分別の徹底などによるリサイクル率の向上

主な施策2015年度実績

PRTR法第一種指定化学物質排出・移動量：2014年度から変動なし
●製造工程の改善による使用量の削減
●材料開発を通じた PRTR物質の他の物質への代替
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廃棄物量の実績

化学物質の安全管理

　オリンパスグループは、各事業場において廃棄物の発生量および埋立処分量の削減を進めています。たとえば、中国の 
Olympus (Shenzhen) Industrial Ltd.では成型工程から発生する端材をプラスチック材料として再利用しています。また、
長野事業場では濃縮装置を使い、廃酸・アルカリを減量化しています。 

※対象範囲：国内・海外の製造・開発拠点（一部の北米拠点は除く）
オリンパスでは、各拠点の廃棄物を自国内で処分し、バーゼル条約での有害指定の有無
を問わず、廃棄物の国際輸送をしていません

　オリンパスグループの各事業場は個別に目標を設定し、PRTR法対象物質の削減を進めており、会津オリンパスでは医療用
内視鏡の部品であるライトガイドを改良し、鉛の使用量を削減しました。 

※ 対象範囲：日本国内の全製造・開発拠点

製品のライフサイクルアセスメント
　オリンパスグループでは、安全で環境に配慮した製品と生産技術の開発に努めています。2003年には製品の環境配慮に関
する自社基準である「エコプロダクツ運用規定」を制定し、この基準を満たす製品を「オリンパスエコプロダクツ」として認定して
います。
　また、製品開発の段階で、調達から製造、物流、使用、廃棄におよぶ製品ライフサイクルの各段階での環境影響を評価するラ
イフサイクルアセスメントを実施しています。製品ごとに異なる環境配慮のポイントを明らかにし、環境配慮基準の項目として定
めています。

環境に配慮した製品事例
　オリンパスグループでは、各事業分野における製品について、環境への配慮に努めています。

＜製品特長＞ 
1． 4Kならではの高精細映像が、手術時の視認性向上に貢献 
2． 豊富な色再現性が、微細組織（血管、神経、リンパ管など）の容易な識別をサポート

＜環境に配慮した点＞ 
従来製品に比べ製品を小型化することにより、包装（状態）体積を従来同等機種比で
42%削減

医療事業

4K カメラヘッド OLYMPUS CH-S400-XZ-EB（外科手術用内視鏡システムの一部）

＜製品特長＞ 
1． 観察方法の切り替えや絞りの調整を容易にするユニットを追加し、さらなる使いや

すさを追求
2． 豊富なユニットによる高い拡張性を備え、さまざまな用途に対応

＜環境に配慮した点＞ 
LED光源を採用し、光源の長寿命化を図るとともに、消費電力を削減

科学事業

システム顕微鏡「BX53M/BXFM」

製品の環境配慮
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　オリンパスグループは、各事業場において廃棄物の発生量および埋立処分量の削減を進めています。たとえば、中国の 
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長野事業場では濃縮装置を使い、廃酸・アルカリを減量化しています。 

※対象範囲：国内・海外の製造・開発拠点（一部の北米拠点は除く）
オリンパスでは、各拠点の廃棄物を自国内で処分し、バーゼル条約での有害指定の有無
を問わず、廃棄物の国際輸送をしていません

　オリンパスグループの各事業場は個別に目標を設定し、PRTR法対象物質の削減を進めており、会津オリンパスでは医療用
内視鏡の部品であるライトガイドを改良し、鉛の使用量を削減しました。 

※ 対象範囲：日本国内の全製造・開発拠点

製品のライフサイクルアセスメント
　オリンパスグループでは、安全で環境に配慮した製品と生産技術の開発に努めています。2003年には製品の環境配慮に関
する自社基準である「エコプロダクツ運用規定」を制定し、この基準を満たす製品を「オリンパスエコプロダクツ」として認定して
います。
　また、製品開発の段階で、調達から製造、物流、使用、廃棄におよぶ製品ライフサイクルの各段階での環境影響を評価するラ
イフサイクルアセスメントを実施しています。製品ごとに異なる環境配慮のポイントを明らかにし、環境配慮基準の項目として定
めています。

環境に配慮した製品事例
　オリンパスグループでは、各事業分野における製品について、環境への配慮に努めています。

＜製品特長＞ 
1． 4Kならではの高精細映像が、手術時の視認性向上に貢献 
2． 豊富な色再現性が、微細組織（血管、神経、リンパ管など）の容易な識別をサポート

＜環境に配慮した点＞ 
従来製品に比べ製品を小型化することにより、包装（状態）体積を従来同等機種比で
42%削減

医療事業

4K カメラヘッド OLYMPUS CH-S400-XZ-EB（外科手術用内視鏡システムの一部）

＜製品特長＞ 
1． 観察方法の切り替えや絞りの調整を容易にするユニットを追加し、さらなる使いや

すさを追求
2． 豊富なユニットによる高い拡張性を備え、さまざまな用途に対応

＜環境に配慮した点＞ 
LED光源を採用し、光源の長寿命化を図るとともに、消費電力を削減

科学事業

システム顕微鏡「BX53M/BXFM」

製品の環境配慮
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環境保全コスト分類
2013年度 

投資額 費用額
事業エリア内コスト 
　　
内訳
　　　
上流コスト 
下流コスト 
管理活動コスト 
研究開発コスト 
社会活動コスト 
環境損傷対応コスト 
合計 

78 
29 
49 
0 
1 

10 
44 
0 
0 
0 

134 

465 
235 
48 

181 
77 
6 

417 
193 

5 
0 

1,162 

2014年度 
投資額 費用額

71 
36 
34 
0 
1 
0 
0 
0 
0 
0 

72 

1,302 
1,100 

31 
171 
97 
8 

386 
95 
3 
0 

1,891 

2015年度 
投資額 費用額
278 
30 

247 
1 
1 
0 
0 
0 
0 
0 

279 

772 
564 
35 

174 
86 
8 

363 
96 
6 
0 

1,332 

環境保全の物量効果の内容 2013年度 

事業エリア内効果

CO2排出量（t-CO2）

廃棄物排出量（t）

水使用量（万m3）

化学物質排出・移動量（t）

公害防止コスト
地球環境保全コスト
資源循環コスト

53,313
2,096

86
21

50,809
2,103

90
19

2014年度 
51,548
2,010

82
19

2015年度 

環境保全の経済効果の内容
収入効果

費用効果

リサイクルによる有価物売却収入
エネルギー費用
水使用量費用
廃棄物処理委託費用

2
▲ 174

▲ 0
▲ 4

前年度比増減高

対象年月日：2013年4月1日～ 2016年3月31日
対象範囲：日本国内の本社機能、製造会社、物流会社
備考：
1）「環境会計ガイドライン2005年」を参考にし、集計しています。
2）環境保全を明確に分離できないコストと減価償却費は、無理に按分計算は行わずその全額を計上していません。
3）データを精査した結果、過去の実績数値が異なっている項目があります。

環境コスト

＜製品特長＞ 
1． 時代を超えた美しいデザインと快適な操作性
2． 新開発2030万画素Live MOSセンサーと5軸VCM手ぶれ補正による最高画質 

映像事業

ミラーレス一眼カメラ OLYMPUS PEN-F

＜製品特長＞ 
1． あらゆるシーンで高音質録音を実現する3マイクシステム「TRESMIC」
2． 議事録作成、文書化を効率的に行う「声だけ再生」＆「文字起こし」モード

ICレコーダー Voice-Trek「DM-720」

＜製品特長＞ 
1． 対象品中の成分を特定して量を測定
2． 操作性が容易で携帯性に優れる
3． 製品に含有される有害物質を分析
4． スクラップ材分析においてリサイクル可能材料を容易に選別

蛍光X線分析計 DELTA Element
有害物質分析や資源リサイクルに貢献

＜製品特長＞ 
1． 装置内部の検査・診断に使用
2． わずかな欠陥もシャープかつクリアな画像で再現
3． 風力発電や低燃費を競う自動車や飛行機のエンジン検査に利用

工業用ビデオスコープ IPLEX RX/RT 
CO2排出の少ない社会の実現に貢献

＜環境に配慮した点＞ （両製品共通） 
● 使用済小型電子機器等の再資源化の促進に関する法律（小型家電リサイクル法）※1および一般社団法人カメラ映像機器工

業会が制定したガイドライン※2に基づき、電池を本体に組み込まず、取り出しが容易な二次電池および開閉式電池室蓋を採
用することにより、電池のリサイクルを促進

●使用時および待機時の消費電力を削減

（百万円）

（百万円）

環境効果

※1 詳しくは下記Webサイトをご覧ください。

WEB http://www.env.go.jp/recycle/recycling/raremetals/law.html

※2 詳しくは下記Webサイトをご覧ください。

WEB http://www.cipa.jp/env/documents/j/assessmentguide_20160419.pdf

環境会計

　オリンパスの製品は、リサイクルの現場、エネルギー利用効率の向上を目指す自動車や飛行機の開発の現場などでも使用され、
環境課題の解決に貢献しています。

環境課題の解決に貢献する製品
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ICレコーダー Voice-Trek「DM-720」

＜製品特長＞ 
1． 対象品中の成分を特定して量を測定
2． 操作性が容易で携帯性に優れる
3． 製品に含有される有害物質を分析
4． スクラップ材分析においてリサイクル可能材料を容易に選別

蛍光X線分析計 DELTA Element
有害物質分析や資源リサイクルに貢献

＜製品特長＞ 
1． 装置内部の検査・診断に使用
2． わずかな欠陥もシャープかつクリアな画像で再現
3． 風力発電や低燃費を競う自動車や飛行機のエンジン検査に利用

工業用ビデオスコープ IPLEX RX/RT 
CO2排出の少ない社会の実現に貢献

＜環境に配慮した点＞ （両製品共通） 
● 使用済小型電子機器等の再資源化の促進に関する法律（小型家電リサイクル法）※1および一般社団法人カメラ映像機器工

業会が制定したガイドライン※2に基づき、電池を本体に組み込まず、取り出しが容易な二次電池および開閉式電池室蓋を採
用することにより、電池のリサイクルを促進

●使用時および待機時の消費電力を削減

（百万円）

（百万円）

環境効果

※1 詳しくは下記Webサイトをご覧ください。

WEB http://www.env.go.jp/recycle/recycling/raremetals/law.html

※2 詳しくは下記Webサイトをご覧ください。

WEB http://www.cipa.jp/env/documents/j/assessmentguide_20160419.pdf

環境会計

　オリンパスの製品は、リサイクルの現場、エネルギー利用効率の向上を目指す自動車や飛行機の開発の現場などでも使用され、
環境課題の解決に貢献しています。

環境課題の解決に貢献する製品
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トップメッセージ 特集 オリンパスの概要 ガバナンス 社会側面 環境側面 トップメッセージ 特集 オリンパスの概要 ガバナンス 社会側面 環境側面
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GRIガイドライン対照表
本レポートの報告内容と「GRIガイドライン（第4.0版）」との対応関係を示しています。
国連グローバル・コンパクト（GC）参加企業としてGC原則、ならびにISO26000も併記しています。

指標　*中核指標 該当項目 該当
ページ

GC
原則 ISO26000

戦略および分析

G4-1* 
a. �組織の持続可能性の関連性と組織の持続性に取り組むための戦略に関して、組

織の最高意思決定者（CEO、会長またはそれに相当する上級幹部）の声明を記載
する。 

トップメッセージ 3
4.7
6.2
7.4.2

G4-2 a. �主要な影響、リスクと機会について説明する。
トップメッセージ
特集
リスクマネジメント体制

3
5
30

組織のプロフィール
G4-3* a. �組織の名称を報告する。 会社概要 15

6.3.10
6.4.1-6.4.2
6.4.3
6.4.4
6.4.5
6.8.5
7.8
5.2

G4-4* a. �主要なブランド、製品およびサービスを報告する。 事業概要・参入市場 17
G4-5* a. �組織の本社の所在地を報告する。 会社概要 15

G4-6*
a. �組織が事業展開している国の数、および組織が重要な事業所を有している国、

報告書中に掲載している持続可能性のテーマに特に関連のある国の名称を報
告する。

事業展開先エリア 16

G4-7* a. �組織の所有形態や法人格の形態を報告する。 会社概要 15

G4-8* a. �参入市場（地理的内訳、参入セクター、顧客および受益者の種類を含む）を報告
する。 事業概要・参入市場 17

G4-9*

a. �組織の規模（次の項目を含む）を報告する。
・�総従業員数
・�総事業所数
・�純売上高（民間組織について）、純収入（公的組織について）
・�株主資本および負債の内訳を示した総資本（民間組織について）
・�提供する製品、サービスの量　

会社概要
業績ハイライト

15
15

G4-10*

a. �雇用契約別および男女別の総従業員数を報告する。
b. �雇用の種類別、男女別の総正社員数を報告する。
c. �従業員・派遣労働者別、男女別の総労働力を報告する。
d. �地域別、男女別の総労働力を報告する。
e. �組織の作業の相当部分を担う者が、法的に自営業者と認められる労働者であるか

否か、従業員や請負労働者（請負業者の従業員とその派遣労働者を含む）以外の
者であるか否かを報告する。

f. �雇用者数の著しい変動（例えば観光業や農業における雇用の季節変動）があれば
報告する。

雇用関連データ 35 6

G4-11* a. 団体交渉協定の対象となる全従業員の比率を報告する。 労使協議 35 3
G4-12* a. 組織のサプライチェーンを記述する。 ―

G4-13*

a. �報告期間中に、組織の規模、構造、所有形態またはサプライチェーンに関して重大
な変更が発生した場合はその事実を報告する。例えば、

・�所在地または事業所の変更（施設の開設や閉鎖、拡張を含む）
・�株式資本構造の変化、その他資本の形成、維持、変更手続きの実施による変化（民間

組織の場合）
・�サプライヤーの所在地、サプライチェーンの構造、またはサプライヤーとの関係の
変化（選択や終了を含む）

報告対象組織 1

外部イニシアティブへのコミットメント

G4-14* a. �組織が予防的アプローチや予防原則に取り組んでいるか否か、およびその取り組
み方について報告する

CSR推進体制
リスクマネジメント体制
外部イニシアティブへのコミットメント

30
30
33

G4-15* a. �外部で作成された経済、環境、社会憲章、原則あるいはその他のイニシアティブ
で、組織が署名または支持したものを一覧表示する。 外部イニシアティブへのコミットメント 33

G4-16*

a. � （企業団体など）団体や国内外の提言機関で、組織が次の項目に該当する位置付
けにあるものについて、会員資格を一覧表示する。

・�ガバナンス組織において役職を有しているもの
・�プロジェクトまたは委員会に参加しているもの
・�通常の会員資格の義務を超える多額の資金提供を行っているもの
・�会員資格を戦略的なものとして捉えているもの

―

一般標準開示項目
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指標　*中核指標 該当項目 該当
ページ

GC
原則 ISO26000

特定されたマテリアルな側面とバウンダリー

G4-17*

a. �組織の連結財務諸表または同等文書の対象になっているすべての事業体を一覧
表示する。

b. �組織の連結財務諸表または同等文書の対象になっている事業体のいずれかが報
告書の掲載から外れていることはないか報告する。

報告対象組織 1

5.2
7.3.2
7.3.3
7.3.4

G4-18* a. �報告書の内容および側面のバウンダリーを確定するためのプロセスを説明する。
b. �組織が「報告内容に関する原則」をどのように適用したかを説明する。 ―

G4-19* a. �報告書の内容を確定するためのプロセスで特定したすべてのマテリアルな側面を
一覧表示する。 ―

G4-20*

a. �各マテリアルな側面について、組織内の側面のバウンダリーを次の通り報告する。
・�当該側面が組織内でマテリアルであるか否かを報告する
・�当該側面が、組織内のすべての事業体（G4-17による）にとってマテリアルでない場

合、次の2つの方法のどちらかを選択して報告する
–�G4-17の一覧に含まれており、その側面がマテリアルでない事業体または事業体
グループの一覧

–�G4-17の一覧に含まれており、その側面がマテリアルである事業体または事業体グ
ループの一覧

・�組織内の側面のバウンダリーに関して具体的な制限事項があれば報告する

―

G4-21*

各マテリアルな側面について、組織外の側面のバウンダリーを次の通り報告する。
・�当該側面が組織外でマテリアルであるか否かを報告する
・�当該側面が組織外でマテリアルである場合には、当該側面がマテリアルである事業

体または事業体グループ、側面がマテリアルとされる理由となった要素を特定する。
また、特定した事業体で当該側面がマテリアルである地理的所在地を記述する

・�組織外の側面のバウンダリーに関する具体的な制限事項があれば報告する

―

G4-22* a. �過去の報告書で提供した情報を修正再記述する場合には、その影響および理由を
報告する。 ―

G4-23* a. �スコープおよび側面のバウンダリーについて、過去の報告期間からの重要な変更
を報告する。 報告対象組織 1

ステークホルダー・エンゲージメント
G4-24* a. �組織がエンゲージメントしたステークホルダー・グループの一覧を提示する。 ステークホルダーの皆さま

との主なコミュニケーション 20

5.3

G4-25* a. �組織がエンゲージメントしたステークホルダーの特定および選定基準を報告する。 ―

G4-26*
a. �ステークホルダー・エンゲージメントへの組織のアプローチ方法（種類別、ステーク

ホルダー・グループ別のエンゲージメント頻度など）を報告する、またエンゲージメ
ントを特に報告書作成プロセスの一環として行ったものか否かを示す。

ステークホルダーの皆さま
との主なコミュニケーション 20

G4-27*
a. �ステークホルダー・エンゲージメントにより提起された主なテーマや懸念、および

それに対して組織がどう対応したか（報告を行って対応したものを含む）を報告す
る。また主なテーマや懸念を提起したステークホルダー・グループを報告する。

ステークホルダーの皆さま
との主なコミュニケーション 20

報告書のプロフィール
G4-28* a. 提供情報の報告期間（会計年度、暦年など）。 報告対象期間 1

7.5.3
7.6.2

G4-29* a. 最新の発行済報告書の日付（該当する場合）。 報告書発行時期 2
G4-30* a. 報告サイクル（年次、隔年など）。 報告書発行時期 2
G4-31* a. 報告書またはその内容に関する質問の窓口を提示する。 お問い合わせ先 裏表紙

GRI内容索引

G4-32*

a. �組織が選択した「準拠」のオプションを報告する。
b. �選択したオプションのGRI内容索引を報告する（以下の表を参照）。
c. 報告書が外部保証を受けている場合、外部保証報告書の参照情報を報告する。
（GRIでは外部保証の利用を推奨しているが、これは本ガイドラインに「準拠」する
ための要求事項ではない）。

本対照表

保証

G4-33*

a. �報告書の外部保証に関する組織の方針および現在の実務慣行を報告する。
b. �サステナビリティ報告書に添付された保証報告書内に記載がない場合は、外部保

証の範囲および基準を報告する。
c. �組織と保証の提供者の関係を報告する。
d. �最高ガバナンス組織や役員が、組織のサステナビリティ報告書の保証に関わって

いるか否かを報告する。

温室効果ガス排出量に
対する第三者保証書 81
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指標　*中核指標 該当項目 該当
ページ

GC
原則 ISO26000

ガバナンス
ガバナンスの構造と構成

G4-34* a. �組織のガバナンス構造（最高ガバナンス組織の委員会を含む）を報告する。経済、
環境、社会影響に関する意思決定の責任を負う委員会があれば特定する。

企業統治の体制
（アニュアルレポート）

21

6.2
7.4.3
7.7.5

G4-35 a. �最高ガバナンス組織から役員や他の従業員へ、経済、環境、社会テーマに関して権
限委譲を行うプロセスを報告する。 CSR推進体制 30

G4-36
a. �組織が、役員レベルの地位にある者を経済、環境、社会テーマの責任者として任命

しているか、その地位にある者が最高ガバナンス組織の直属となっているか否か
を報告する。

CSR推進体制 30

G4-37

a. �ステークホルダーと最高ガバナンス組織の間で、経済、環境、社会テーマについて
協議するプロセスを報告する。協議が権限移譲されている場合は、誰に委任され
ているか、最高ガバナンス組織へのフィードバック・プロセスがある場合は、そのプ
ロセスについて記述する。

―

G4-38

a. �最高ガバナンス組織およびその委員会の構成を、次の項目別に報告する。
・執行権の有無
・独立性
・ガバナンス組織における任期
・構成員の他の重要な役職、コミットメントの数、およびコミットメントの性質
・ジェンダー
・発言権の低いグループのメンバー
・経済、環境、社会影響に関する能力
・ステークホルダーの代表

企業統治の体制
（アニュアルレポート）

21

G4-39 a. �最高ガバナンス組織の議長が執行役員を兼ねているか否かを報告する（兼ねてい
る場合は、組織の経営における役割と、そのような人事の理由も報告する）。

企業統治の体制
（アニュアルレポート）

21

G4-40

a. �最高ガバナンス組織とその委員会のための指名・選出プロセスを報告する。また
最高ガバナンス組織のメンバーの指名や選出で用いられる基準を、次の事項を含
めて報告する。

・多様性が考慮されているか、どのように考慮されているか
・独立性が考慮されているか、どのように考慮されているか
・経済、環境、社会テーマに関する専門知識や経験が考慮されているか、どのように考

慮されているか
・ステークホルダー（株主を含む）が関与しているか、どのように関与しているか

企業統治の体制
（アニュアルレポート）

21

G4-41

a. �最高ガバナンス組織が、利益相反が排除され、マネジメントされていることを確実
にするプロセスを報告する。ステークホルダーに対して利益相反に関する情報開
示を行っているか、また最低限、次の事項を開示しているか報告する。

・役員会メンバーの相互就任
・サプライヤーその他ステークホルダーとの株式の持ち合い
・支配株主の存在
・関連当事者の情報

―

目的、価値、戦略の設定における最高ガバナンス組織の役割

G4-42
a. �経済、環境、社会影響に関わる組織の目的、価値、ミッション・ステートメント、戦略、

方針、および目標、策定、承認、更新における最高ガバナンス組織と役員の役割を
報告する。

企業統治の体制
CSR推進体制

21
30

6.2
7.4.3
7.7.5

最高ガバナンス組織の能力およびパフォーマンスの評価

G4-43 a. �経済、環境、社会テーマに関する最高ガバナンス組織の集合的知見を発展・強化す
るために講じた対策を報告する。 ―

6.2
7.4.3
7.7.5G4-44

a. �最高ガバナンス組織の経済、環境、社会テーマのガバナンスに関わるパフォーマ
ンスを評価するためのプロセスを報告する。当該評価の独立性が確保されてい
るか否か、および評価の頻度を報告する。また当該評価が自己評価であるか否か
を報告する。

b. �最高ガバナンス組織の経済、環境、社会テーマのガバナンスに関わるパフォー
マンスの評価に対応して講じた措置を報告する。この報告では少なくとも、メン
バーの変更や組織の実務慣行の変化を記載する。

―

リスク・マネジメントにおける最高ガバナンス組織の役割

G4-45

a. �経済、環境、社会影響、リスクと機会の特定、マネジメントにおける最高ガバナンス
組織の役割を報告する。この報告には、デュー・デリジェンス・プロセスの実施にお
ける最高ガバナンス組織の役割を含める。

b. �ステークホルダーとの協議が、最高ガバナンス組織による経済、環境、社会影響、リ
スクと機会の特定、マネジメントをサポートするために活用されているか否かを報
告する。

企業統治の体制
リスクマネジメント体制

21
30

6.2
7.4.3
7.7.5

G4-46 a. �組織の経済、環境、社会的テーマに関わるリスク・マネジメント・プロセスの有効性
をレビューする際に最高ガバナンス組織が負う役割を報告する。

企業統治の体制
リスクマネジメント体制

21
30

G4-47 a. �最高ガバナンス組織が実施する経済、環境、社会影響、リスクと機会のレビューを
行う頻度を報告する。 CSR推進体制 30

サステナビリティ報告における最高ガバナンス組織の役割

G4-48
a. �組織のサステナビリティ報告書の正式なレビューや承認を行い、すべてのマテリ

アルな側面が取り上げられていることを確認するための最高位の委員会または役
職を報告する。

―
6.2
7.4.3
7.7.5
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指標　*中核指標 該当項目 該当
ページ

GC
原則 ISO26000

経済、環境、社会パフォーマンスの評価における最高ガバナンス組織の役割

G4-49 a. �最高ガバナンス組織に対して重大な懸念事項を通知するためのプロセスを報告
する。

企業統治の体制
CSR推進体制

21
30 6.2

7.4.3
7.7.5G4-50 a. �最高ガバナンス組織に通知された重大な懸念事項の性質と総数、およびその対応

と解決のために実施した手段を報告する。 ―

報酬とインセンティブ

G4-51

a. �最高ガバナンス組織および役員に対する報酬方針を、次の種類の報酬について報
告する。

・固定報酬と変動報酬
–パフォーマンス連動報酬
– 株式連動報酬
–賞与
–後配株式、権利確定株式
・契約金、採用時インセンティブの支払い
・契約終了手当
・クローバック
・退職給付（最高ガバナンス組織、役員、その他の全従業員について、それぞれの給付

制度と拠出金率の違いから生じる差額を含む）
b. �報酬方針のパフォーマンス基準が最高ガバナンス組織および役員の経済、環境、

社会目的にどのように関係しているかを報告する。

（アニュアルレポート）

6.2
7.4.3
7.7.5

G4-52
a. �報酬の決定プロセスを報告する。報酬コンサルタントが報酬の決定に関与してい

るか否か、また報酬コンサルタントが経営陣から独立しているか否かを報告する。
報酬コンサルタントと組織の間にこの他の関係がある場合には、報告する。

（アニュアルレポート）

G4-53 a. �報酬に関するステークホルダーの意見をどのように求め考慮しているかを報告す
る。該当する場合は、報酬方針や提案に関する投票結果も記述する。 ―

G4-54
a. �組織の重要事業所があるそれぞれの国における最高給与受給者の年間報酬総額

について、同じ国の全従業員の年間報酬総額の中央値（最高給与受給者を除く）に
対する比率を報告する。

―

G4-55
a. �組織の重要事業所があるそれぞれの国における最高給与受給者の年間報酬総額

の増加率について、同じ国の全従業員の年間報酬総額の中央値（最高給与受給者
を除く）の増加率に対する比率を報告する。

―

倫理と誠実性

G4-56* a. �組織の価値、理念および行動基準・規範（行動規範、倫理規定など）を記述する。 オリンパスグループ企業
行動憲章 23 10

4.4
6.6.3

G4-57 a. �倫理的、法的行為や誠実性に関する事項について助言を与えるため組織内外に設
けてある制度（電話相談窓口）を報告する。 コンプライアンス推進体制 24 10

G4-58
a. �非倫理的あるいは違法な行為についての懸念や、組織の誠実性に関する事項の

通報のために組織内外に設けてある制度（ライン管理職による上申制度、内部告
発制度、ホットラインなど）を報告する。

内部通報制度 25 10
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特定標準開示項目

指標　*中核指標 該当項目 該当
ページ

GC
原則 ISO26000

G4-DMA

a. �側面がマテリアルである理由を報告する。当該側面をマテリアルと判断する要因
となる影響を報告する。

b. マテリアルな側面やその影響に関する組織のマネジメント方法を報告する。
c. マネジメント手法の評価を、次の事項を含めて報告する。
・マネジメント手法の有効性を評価する仕組み
・マネジメント手法の評価結果
・マネジメント手法に関連して調整を行った場合、その内容

雇用・労務管理体制
安全衛生推進体制
健康管理の支援体制
研修・教育推進体制
多様な人材の活躍に向けた推進体制
制度・仕組み（人権）
制度・仕組み（公正な事業慣行）
環境経営の推進体制

34
36
37
40
42
44
46
61

6
7.3.1
7.4.3
7.7.3
7.7.5

経済
経済パフォーマンス

G4-EC1 創出、分配した直接的経済価値 業績ハイライト 15 6.8.1-6.8.2、6.8.3、
6.8.7、6.8.9

G4-EC2 気候変動によって組織の活動が受ける財務上の影響、その他のリスクと機会 環境リスクマネジメント 62 10 6.5.5
G4-EC3 確定給付型年金制度の組織負担の範囲 ― 6.8.7
G4-EC4 政府から受けた財務援助 ― ―

地域での存在感

G4-EC5 重要事業拠点における地域最低賃金に対する標準最低給与の比率（男女別） ― 6
6.3.7、6.3.10、
6.4.3、6.4.4、
6.8.1-6.8.2

G4-EC6 重要事業拠点における、地域コミュニティから採用した上級管理職の比率 ― 6 6.4.3、6.8.1-6.8.2、
6.8.5、6.8.7

間接的な経済影響

G4-EC7 インフラ投資および支援サービスの展開と影響 ― 6.3.9、6.8.1-6.8.2、
6.8.7、6.8.9

G4-EC8 著しい間接的な経済影響（影響の程度を含む） ―

6.3.9、6.6.6、
6.6.7、6.7.8、
6.8.1-6.8.2、
6.8.5、6.8.7、
6.8.9

調達慣行

G4-EC9 重要事業拠点における地元サプライヤーへの支出の比率 ―
6.4.3、6.6.6、
6.8.1-6.8.2、
6.8.7

環境
原材料

G4-EN1 使用原材料の重量または量 マテリアルバランス 65 7、8
6.5.4

G4-EN2 使用原材料におけるリサイクル材料の割合 ― 8

エネルギー
G4-EN3 組織内のエネルギー消費量 エネルギー／大気排出 66 7、8 6.5.4
G4-EN4 組織外のエネルギー消費量 エネルギー／大気排出 66 8 6.5.4
G4-EN5 エネルギー原単位 エネルギー／大気排出 66 8 6.5.4

G4-EN6 エネルギー消費の削減量 エネルギー／大気排出 66 8、9 6.5.4
6.5.5

G4-EN7 製品およびサービスが必要とするエネルギーの削減量 ― 8、9 6.5.4
6.5.5

水
G4-EN8 水源別の総取水量 水／廃棄物 68 7、8

6.5.4G4-EN9 取水によって著しい影響を受ける水源 ― 8
G4-EN10 リサイクルおよびリユースした水の総量と比率 ― 8

生物多様性

G4-EN11 保護地域の内部や隣接地域または保護地域外の生物多様性価値の高い地域に所
有、賃借、管理している事業サイト ―

8 6.5.6G4-EN12 保護地域や保護地域外の生物多様性価値の高い地域において、活動、製品、サービ
スが生物多様性に対して及ぼす著しい影響の記述 ―

G4-EN13 保護または復元されている生息地 ―
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指標　*中核指標 該当項目 該当
ページ

GC
原則 ISO26000

G4-EN14 事業の影響を受ける地域に生息するIUCNレッドリストおよび国内保全種リスト対象
の生物種の総数。これらを絶滅危険性のレベルで分類する ― 8 6.5.6

大気への排出
G4-EN15 直接的な温室効果ガス（GHG）排出量（スコープ1） エネルギー／大気排出 66

7、8
6.5.5

G4-EN16 間接的な温室効果ガス（GHG）排出量（スコープ2） エネルギー／大気排出 66
G4-EN17 その他の間接的な温室効果ガス（GHG）排出（スコープ3） エネルギー／大気排出 66
G4-EN18 温室効果ガス（GHG）排出原単位 エネルギー／大気排出 66 8
G4-EN19 温室効果ガス（GHG）排出量の削減量 エネルギー／大気排出 66 8、9

G4-EN20 オゾン層破壊物質（ODS)の排出量 ―
7、8

6.5.3
6.5.5

G4-EN21 NOX、 SOX、およびその他の重大な大気排出 エネルギー／大気排出 66 6.5.3

排水および廃棄物

G4-EN22 水質および排出先ごとの総排水量 水／廃棄物 68

8

6.5.3
6.5.4

G4-EN23 種類別および処分方法別の廃棄物の総重量 水／廃棄物 68

6.5.3G4-EN24 重大な漏出の総件数および漏出量 環境リスクマネジメント 62

G4-EN25 バーゼル条約2付属文書I、II、III、Ⅷに定める有害廃棄物の輸送、輸入、輸出、処理重
量、および国際輸送した廃棄物の比率 ―

G4-EN26 組織の排水や流出液により著しい影響を受ける水域ならびに関連生息地の場所、規
模、保護状況および生物多様性価値 ―

6.5.3
6.5.4
6.5.6

製品およびサービス

G4-EN27 製品およびサービスによる環境影響緩和の程度 製品の環境配慮 70 7、8、9 6.5.3、6.5.4、
6.5.5、6.7.5

G4-EN28 使用済み製品や梱包材のリユース、リサイクル比率（区分別） ― 8 6.5.3、6.5.4、
6.7.5

コンプライアンス
G4-EN29 環境法規制の違反に関する高額罰金の額、罰金以外の制裁措置の件数 環境リスクマネジメント 62 8 4.6

輸送・移動

G4-EN30 製品の輸送、業務に使用するその他の物品や原材料の輸送、従業員の移動から生じ
る著しい環境影響 エネルギー／大気排出 66 8 6.5.4

6.6.6

環境全般
G4-EN31 環境保護目的の総支出と総投資（種類別） 環境会計 72 7、8、9 6.5.1-6.5.2

サプライヤーの環境評価
G4-EN32 環境クライテリアにより選定した新規サプライヤーの比率 ―

8
6.3.5
6.6.6
7.3.1G4-EN33 サプライチェーンにおける著しいマイナス環境影響（現実的、潜在的なもの）、および

行った措置
企業調査
グリーン調達

32
63

環境に関する苦情処理制度

G4-EN34 環境影響に関する苦情で、正式な苦情処理制度を通じて申立、対応、解決を行ったも
のの件数 環境リスクマネジメント 62 8 6.3.6

社会
労働慣行とディーセント・ワーク
雇用
G4-LA1 従業員の新規雇用者と離職者の総数と比率（年齢、性別、地域による内訳） 雇用関連データ 35 6 6.4.3

G4-LA2 派遣社員とアルバイト従業員には支給せず、正社員に支給する給付（主要事業拠点ご
と） ― 6.4.4

6.8.7
G4-LA3 出産・育児休暇後の復職率と定着率（男女別） 雇用関連データ 35 6 6.4.4

労使関係

G4-LA4 業務上の変更を実施する場合の最低通知期間（労働協約で定めているか否かも含
む）

業務変更を実施する際の
最低通知期間 35 3 6.4.3

6.4.5

労働安全衛生

G4-LA5 労働安全衛生プログラムについてモニタリング、助言を行う労使合同安全衛生委員
会に代表を送る母体となっている総労働力の比率 労使協議 35 6.4.6

G4-LA6 傷害の種類と、傷害・業務上疾病・休業日数・欠勤の比率および業務上の死亡者数（地
域別、男女別） 安全衛生推進活動 36 6.4.6

6.8.8
G4-LA7 業務関連の事故や疾病発症のリスクが高い労働者数 ―
G4-LA8 労働組合との正式協定に定められている安全衛生関連のテーマ ― 6.4.6
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指標　*中核指標 該当項目 該当
ページ

GC
原則 ISO26000

研修および教育
G4-LA9 従業員一人あたりの年間平均研修時間（男女別、従業員区分別） ― 6 6.4.7

G4-LA10 スキル・マネジメントや生涯学習のプログラムによる従業員の継続雇用と雇用終了
計画の支援 制度･仕組み（研修・教育） 40 6.4.7

6.8.5

G4-LA11 業績とキャリア開発についての定期的評価を受けている従業員の比率（男女別、従業
員区分別） ― 6 6.4.7

多様性と機会均等

G4-LA12 ガバナンス組織の構成と従業員区分別の内訳（性別、年齢、マイノリティーグループ
その他の多様性指標別）

雇用関連データ
人材の多様性

35
42 6 6.2.3、6.3.7、

6.3.10、6.4.3

男女同一報酬

G4-LA13 女性の基本給と報酬総額の対男性比（従業員区分別、主要事業拠点別） ― 6 6.3.7、6.3.10、
6.4.3、6.4.4

サプライヤーの労働慣行評価
G4-LA14 労働慣行クライテリアによりスクリーニングした新規サプライヤーの比率 ― 6.3.5

6.4.3
6.6.6
7.3.1

G4-LA15 サプライチェーンでの労働慣行に関する著しいマイナス影響（現実のもの、潜在的な
もの）と実施した措置 企業調査 32

労働慣行に関する苦情処理

G4-LA16 労働慣行に関する苦情で、正式な苦情処理制度により申立、対応、解決を図ったもの
の件数 ― 6.3.6

人権
投資

G4-HR1 重要な投資協定や契約で、人権条項を定めているもの、人権スクリーニングを受けた
ものの総数とその比率 ― 2

6.3.3
6.3.5
6.6.6

G4-HR2 業務関連の人権側面についての方針、手順を内容とする従業員研修を行った総時間
（研修を受けた従業員の比率を含む） ― 1 6.3.5

非差別

G4-HR3 差別事例の総件数と実施した是正措置 ― 6 6.3.6、6.3.7、
6.3.10、6.4.3

結社の自由と団体交渉

G4-HR4
結社の自由や団体交渉の権利行使が、侵害されたり著しいリスクにさらされているか
もしれないと特定された業務やサプライヤー、および当該権利を支援するために実
施した対策

企業調査
サプライヤーさまとの取り組み
人権デューディリジェンス

32
44
45

3

6.3.3、6.3.4、
6.3.5、6.3.8、
6.3.10、6.4.5、
6.6.6

児童労働

G4-HR5 児童労働事例に関して著しいリスクがあると特定された業務やサプライヤー、および
児童労働の効果的な根絶のために実施した対策

企業調査
サプライヤーさまとの取り組み
人権デューディリジェンス

32
44
45

5

6.3.3、6.3.4、
6.3.5、6.3.7、
6.3.10、6.6.6、
6.8.4

強制労働

G4-HR6 強制労働事例に関して著しいリスクがあると特定された業務やサプライヤー、および
あらゆる形態の強制労働を撲滅するための対策

企業調査
サプライヤーさまとの取り組み
人権デューディリジェンス

32
44
45

4
6.3.3、6.3.4、
6.3.5、6.3.10、
6.6.6

保安慣行

G4-HR7 業務関連の人権方針や手順について研修を受けた保安要員の比率 ― 1 6.3.4、6.3.5、
6.6.6

先住民の権利

G4-HR8 先住民族の権利を侵害した事例の総件数と実施した措置 ― 1
6.3.4、6.3.6、
6.3.7、6.3.8、
6.6.7、6.8.3

人権評価

G4-HR9 人権レビューや影響評価の対象とした業務の総数とその比率 ― 1 6.3.3、6.3.4、
6.3.5

サプライヤーの人権評価
G4-HR10 人権クライテリアによりスクリーニングした新規サプライヤーの比率 ―

2 6.3.3、6.3.4、
6.3.5、6.6.6G4-HR11 サプライチェーンにおける人権への著しいマイナスの影響（現実のもの、潜在的なも

の）および実施した措置
企業調査
サプライヤーさまとの取り組み

32
44

人権に関する苦情処理制度

G4-HR12 人権影響に関する苦情で、正式な苦情処理制度により申立、対応、解決を図ったもの
の件数 ― 1 6.3.6
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指標　*中核指標 該当項目 該当
ページ

GC
原則 ISO26000

社会
地域コミュニティ

G4-SO1 事業のうち、地域コミュニティとのエンゲージメント、影響評価、コミュニティ開発プロ
グラムを実施したものの比率 ―

1

6.3.9、6.5.1-6.5.2、
6.5.3、6.8

G4-SO2 地域コミュニティに著しいマイナスの影響（現実のもの、潜在的なもの）を及ぼす事業 ― 6.3.9、6.5.3
6.8

腐敗防止

G4-SO3 腐敗に関するリスク評価を行っている事業の総数と比率、特定した著しいリスク ―

10

6.6.1-6.6.2
6.6.3

G4-SO4 腐敗防止の方針や手順に関するコミュニケーションと研修 コンプライアンス教育
贈収賄の防止

26
46

6.6.1-6.6.2、
6.6.3、6.6.6

G4-SO5 確定した腐敗事例、および実施した措置 法令遵守の状況 27 6.6.1-6.6.2
6.6.3

公共政策

G4-SO6 政治献金の総額（国別、受領者・受益者別） ― 10 6.6.1-6.6.2
6.6.4

反競争的行為

G4-SO7 反競争的行為、反トラスト、独占的慣行により法的措置を受けた事例の総件数および
その結果 ―

6.6.1-6.6.2
6.6.5
6.6.7

コンプライアンス
G4-SO8 法規制への違反に対する相当額以上の罰金金額および罰金以外の制裁措置の件数 法令遵守の状況 27 4.6

サプライヤーの社会への影響評価

G4-SO9 社会に及ぼす影響に関するクライテリアによりスクリーニングした新規サプライヤー
の比率 ― 6.3.5、6.6.1-6.6.2、

6.6.6、6.8.1-6.8.2、
7.3.1G4-SO10 サプライチェーンで社会に及ぼす著しいマイナスの影響（現実のもの、潜在的なも

の）および実施した措置 企業調査 32

社会への影響に関する苦情処理制度

G4-SO11 社会に及ぼす影響に関する苦情で、正式な苦情処理制度に申立、対応、解決を図った
ものの件数 ―

6.3.6
6.6.1-6.6.2
6.8.1-6.8.2

製品責任
顧客の安全衛生

G4-PR1 主要な製品やサービスで、安全衛生の影響評価を行い、改善を図っているものの比率 ― 6.7.1-6.7.2、6.7.4、
6.7.5、6.8.8

G4-PR2 製品やサービスのライフサイクルにおいて発生した、安全衛生に関する規制および
自主的規範の違反事例の総件数（結果の種類別） ―

4.6、6.7.1-6.7.2、
6.7.4、6.7.5、
6.8.8

製品およびサービスのラベリング

G4-PR3
組織が製品およびサービスの情報とラベリングに関して手順を定めている場合、手
順が適用される製品およびサービスに関する情報の種類と、このような情報要求事
項の対象となる主要な製品およびサービスの比率

―
6.7.1-6.7.2、
6.7.3、6.7.4、
6.7.5、6.7.9

G4-PR4 製品およびサービスの情報とラベリングに関する規制ならびに自主的規範の違反事
例の総件数（結果の種類別） ―

4.6、6.7.1-6.7.2、
6.7.3、6.7.4、
6.7.5、6.7.9

G4-PR5 顧客満足度調査の結果 ― 6.7.1-6.7.2
6.7.6

マーケティング・コミュニケーション
G4-PR6 販売禁止製品、係争中の製品の売上 ― ―

G4-PR7 マーケティング・コミュニケーション（広告、プロモーション、スポンサー活動を含む）に
関する規制および自主的規範の違反事例の総件数（結果の種類別） ―

4.6
6.7.1-6.7.2
6.7.3

顧客プライバシー

G4-PR8 顧客プライバシーの侵害および顧客データの紛失に関して実証された不服申立の
総件数 ― 6.7.1-6.7.2

6.7.7

コンプライアンス

G4-PR9 製品およびサービスの提供、使用に関する法律や規制の違反に対する相当額以上の
罰金金額 ―

4.6
6.7.1-6.7.2
6.7.6
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オリンパスCSRレポート2016
Social IN
人々の健康と幸せな生活の実現に向けて

CSR本部 CSR推進部
住所 ： 〒163-0914 東京都新宿区西新宿2-3-1 新宿モノリス　TEL : 03-6901-9299　E-mail : csr_info@ot.olympus.co.jp

オリンパス CSR活動Webサイト　http://www.olympus.co.jp/jp/csr/

お問い合わせ先

見やすく読みまちがえにくい
ユニバーサルデザインフォントを
採用しています。

http://www.olympus.co.jp/jp/csr/
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